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第1章 序章 
1.1 建設プロジェクトの遅延 
建設プロジェクトは，テレビや⾃動⾞等のような⼤量⼯場⽣産製品ではなく，顧客
や社会のニーズに合わせた単品受注⽣産製品である．その性質が故に，建設プロジェ
クトは建設プロジェクト毎にそれぞれ異なった施⼯環境・条件で施⼯されており，気
象・海象等の⾃然条件や様々な想定外の地下条件等に起因してしばしば建設プロジェ
クトは当初に設定されていた⼯期内に竣⼯できずに遅延する． 
⼯事の遅延に関して，平成２４年度に⽇建連で調査が実施 [1]された．調査対象とな
った⼯事は，国交省，⾼速道路各社，機構・事業団，地⽅公共団体から発注された⼯
事のうち，平成 23 年 4 ⽉から 24 年 10 ⽉の間に竣⼯した⼯事価格 3 億円以上の⼯事
である．この調査によると，調査対象 537 件のうち 307 件の建設プロジェクトで約
57%の⼯事で⼯期が延⻑された．このうち約 43%が⽤地買収問題や関連⼯事との協議
未了など施⼯環境関連に起因する⼯期延⻑であり，約 40%が設計図書と実際の施⼯条
件の相違や設計図書の不具合など設計図書関連に起因する⼯期延⻑であった．同調査
によると，⼯期延⻑が利益確保に与える影響は約 84%にも達し，⼯程遅延の問題が請
負者に与える影響は⾮常に⼤きいと⾔える． 
建設プロジェクトの遅延は万国共通の問題として⼀般的に認知されている [2]．海外
の建設プロジェクトにおいても，当初契約で規定されている⼯期内に建設プロジェク
トを完成させることは容易ではない [3]．1974 年から 1988 年の世界銀⾏による調査
では，この期間に完成した世界銀⾏融資関連全 1627 建設プロジェクトのうち，50%
から 80%の建設プロジェクトが当初設定した⼯期よりも⻑くかかったと報告 [4]され
ている．また，1993 年から 1994 年にかけてイギリス政府によって発注された建設プ
ロジェクトの実績⼯期は，当初⼯期よりも 23.2%⻑くかかったと報告 [5]されてい
る．インドネシアにおいても 2004 年の建設プロジェクトのうち，38%の建設プロジ
ェクトにおいて遅延が発⽣したと報告 [6]されている．さらにサウジアラビアでの調査
では，建設プロジェクトの 70%は建設プロジェクト遂⾏中に⼯程が遅延し，76 建設プ
ロジェクトのうち 45 建設プロジェクトは最終的に建設プロジェクトが遅延したと報告 
[7]されている． 
2 
 
1.2 遅延分析（⼯程分析）の意義 
国内の建設プロジェクトにおける⼯程管理とは，契約で規定された⼯期内に⼯事を
完了させるために最適解となる施⼯順序を作成し，それに基づいて進捗管理を⾏うこ
とであると⼀般的に解釈されている [8]．国内の建設プロジェクト遂⾏中に発⽣した遅
延に対して，その遅延の原因やその遅延による影響を分析することはほとんどなく，
⼯期内に⼯事を終わらせるための最適解を探して⼯程表を修正し続けることが⼯程管
理となっている [8]．むしろ⼯程管理というよりは，⼯期管理という⽅が的を射ている
かもしれない．これは，公共⼯事標準請負契約約款において，「受注者は設計図書に基
づいて請負代⾦内訳書及び⼯程表を作成し，発注者に提出し，その承認を受けなけれ
ばならない．」と記述されているにもかかわらず，「内訳書及び⼯程表は・・・発注者
及び受注者を拘束するものではない．」とも書かれているためであり，契約で⼯期は縛
るが，⼯期を構成する⼯程表は契約図書ではないということになる [8]．契約的に縛ら
れないということは，これらの書類を利⽤して追加費⽤の請求や⼯期延⻑の契約的交
渉することは契約的にはできないということになる． 
⼀⽅，海外の建設プロジェクトにおける⼯程管理とは，建設プロジェクト遂⾏中に
発⽣した遅延等が全体⼯期に与える影響を明らかにし，その原因を分析することによ
ってその契約的責任及び負担を明確にすることである [8]．つまり，海外の建設プロジ
ェクトに於いては，請負代⾦内訳書も⼯程表も契約図書の⼀部を構成しており，特に
⼯程管理については建設プロジェクトの遂⾏中に契約⼯程に影響を与える事象や遅延
が発⽣する可能性がある場合には，請負者は速やかにエンジニアに通告することを契
約で求められている．そして，請負者の⾃⼰責任に因らない原因による遅延事象の影
響による建設プロジェクトの遅延に対して請負者に⼯期延⻑申請権が発⽣し，反対に
請負者責任による原因による遅延事象の影響による建設プロジェクトの遅延に対して
発注者に遅延損害⾦請求権が発⽣する．つまり，契約に基づいて遅延の原因の契約的
責任を明確にし，その遅延によって被った損害を回復することは契約当事者にとって
⾮常に重要なこととなる．  
具体的に，例えばアメリカの法廷では，建設プロジェクトの遅延による損害を回復
するためには， 
①遅延による損害を回復できる契約的根拠 
②その遅延の原因の証拠 
③その遅延による損害 
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を証明する必要がある [9]と⾔われている． 
①については，第 3 章 3.7 で国際的標準契約約款である FIDIC [10] [11]の条項を拠
り所として，契約的観点から様々な遅延事象が具体的にどの契約的責任分類に属する
のかを整理する． 
②については，建設プロジェクトで発⽣した遅延に関連する⼯事記録や帳票，⼯事
写真等を公式な⼯事記録として保存することである． 
③については，遅延による損害量を客観的・定量的に分析するために，遅延分析
（⼯程分析）が⾏われることになる．つまり，遅延分析とは，建設プロジェクトの遅
延による損害を回復するために必要となる遅延の損害量を客観的・定量的に分析する
ための⾏為と⾔える．  
1.3 遅延分析（⼯程分析）に関する問題意識と本論⽂の⽬的 
遅延分析⼿法には，分析対象とする⼯程表の種類や分析のタイミング，分析⼿法
等，様々な⼿法が存在し，過去の⽂献においてもそれぞれの⼿法について，あるいは
それぞれの⼿法の⻑所や短所や分析⼿法間の⽐較などの研究が多くの研究者によって
発表・提唱されてきた．採⽤する遅延分析⼿法によって分析結果も⼤きく変わり，そ
の分析に必要な諸条件もそれぞれ異なるため，契約当事者がどの遅延分析⼿法を選択
して遅延分析するかという命題は，海外の建設プロジェクトにおける⼯程遅延問題の
解決のための⼤きな課題であることは間違いない． 
研究者の間でも，最適な遅延分析⼿法についての統⼀的な⾒解は未だ形成されてお
らず，その建設プロジェクト毎に最適と思われる遅延分析⼿法を選択せざるを得ない
状況下にある．ここでさらに問題を複雑化しているのは，同じ遅延分析⼿法の名称で
あっても，提唱している研究者によってその細部のルールがまちまちなことである． 
故に，⼯程遅延問題の解決のためには，それぞれの建設プロジェクトで採⽤すべき
遅延分析⼿法の選択や細部のルールについて，契約当事者間でなるべく早期に合意を
得ておくことが⾮常に重要となる．建設プロジェクトで実際に遅延が発⽣する前であ
れば純粋に技術的な判断でこれらの合意を得ておくことは⽐較的容易であるが，⼀旦
遅延が発⽣した後では，契約当事者間に利害関係が発⽣してしまうので，これらの合
意は困難となる． 
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本論⽂の⽬的は，遅延分析の選択や実施に際して契約当事者間で発⽣する可能性の
ある混乱や紛争のリスクを特定し，そのリスクをなるべく低減するために契約当事者
間で事前合意しておくべき項⽬を抽出し，その選択肢を提⽰することである．これに
よって，遅延分析の選択や実際の分析に伴って契約当事者間で発⽣する可能性のある
混乱や紛争のリスクを低減することができる．具体的には次の項⽬について論じる． 
・遅延分析に関する複数に意⾒の分かれた学説等，遅延分析結果に影響を及ぼす可
能性のある事項について，考えられる選択肢とそれぞれの特徴について論じる． 
・様々な遅延分析⼿法グループの概念や特徴について論じ，具体的な適⽤に当たっ
ての諸説の違いを具体的なモデル⼯程を適⽤して説明するとともに，それぞれの分析
結果を客観的に数式化して表現する． 
・遅延分析に関する混乱や紛争のリスクを低減するために，契約当事者間で事前合
意しておくべき項⽬を整理する． 
本論⽂の構成は以下の通りである． 
第 1 章として，国際建設プロジェクトにおける遅延分析の意義と問題意識について
記述した上で，本論⽂の果たすべき⽬的と新たに産み出した事項について記述する． 
第 2 章では，本論⽂で説明する概念の数式化に使う各数式や記号を定義する．この
数式や記号を⽤いて，研究対象が取り扱う⼯程表の種類やネットワーク⼯程の基本的
な要素について表現する．過去の研究においては，遅延分析⼿法の考え⽅や⼿順はほ
とんどが⽂章にて記述されている．本論⽂ではそれぞれの遅延分析⼿法の考え⽅や⼿
順を客観的な数式で表現することを初めて試みる． 
第 3 章では，遅延の定義を明確にした上で，遅延に関わる混乱，促進，同時発⽣遅
延，ペーシングについて論じる．また，遅延分析の結果それぞれの契約的主体が負う
べき責任を明確にするために必要と考えられる概念として，遅延の契約的責任分類に
ついて論じる．この責任分類を⽤いて，建設プロジェクトで発⽣することが予想され
る様々な遅延事象がそれぞれどの分類に該当するのかについて，国際的に標準的な契
約約款である FIDIC の条項をよりどころに考察してとりまとめる．  
第 4 章では，遅延分析⼿法を適⽤する上で必要となる⼯程表の条件を整理する．遅
延分析を⾏うための⼯程表の必要条件はとても重要な事項であるが，過去の⽂献は⼯
程表に必要とされる要件を満たしている条件で分析がなされており，ほとんど触れら
れていない．  
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第 5 章では，過去の遅延分析⼿法の研究者達が提唱している様々な遅延分析⼿法グ
ループについて，遅延分析対象⼯程，⼯程モデル作成⽅法の考え⽅等を基準にして説
明し，それぞれの特徴や⽋点について論じる．さらに，提唱者によって異なる具体的
な分析対象の違いや考え⽅の違いについてモデル⼯程を⽤いて実際に分析するととも
に，それぞれの分析結果を数式で客観的に表現する．  
第 6 章では，第 5 章で記述した遅延分析⼿法グループについて，分析時期や促進の
取り扱いなどの観点からそれぞれの特徴について論じると共に選択肢を提⽰する．ま
た，混在する同時発⽣遅延の概念について狭義，広義の両側⾯から論じた上で，新た
な分類のもとで特徴と属する遅延分析⼿法について論じる．さらに様々な遅延分析⼿
法を分析対象とする遅延の契約的責任分類の観点から新たに分類し直し，それぞれの
タイプ毎の特徴について論じ，それぞれのタイプに属する遅延分析⼿法を特定する．
最後に同時発⽣遅延や分析中のクリティカルパスの変動の影響を正確に分析できる遅
延セクションという概念を⽤いた遅延分析⼿法の特徴と具体的な遅延分析⼿法につい
て論じる． 
第 7 章は最終章として，遅延分析に関連する契約当事者間に発⽣する可能性のある
混乱や紛争のリスクを低減するために，何を契約当事者間で事前合意しておくべきか
といった観点から，本論⽂から導かれる結論についてまとめる． 
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第2章 ⼯程表と CPM  
本論⽂では，遅延分析に関する概念や各遅延分析による結果を数式で表現すること
を試みる．数式で表現するにあたって本論⽂で利⽤する記号をまず 2.1 で定義する． 
また，遅延分析の分析対象となる⼯程表の種別について 2.2 で過去の⽂献の種別の
整理を⾏った上で，2.2.4 で既存の種別と相違点とともに新しい⼯程表の種別を定義す
る．この新しい⼯程表の種別は第 5 章 5.8 で取り扱う⼯程表となる． 
加えて，CPM と CPM に関連する基本的要素について 2.3 で概説し，建設プロジェ
クトの遅延現象を 2.3.5 において数式で表現する．また CPM に関連する基本的要素の
定義に関わる建設プロジェクトの紛争の原因について 2.3.6 及び 2.3.7 で論じ，契約当
事者間で事前に合意しておくべき項⽬を特定し，対策としての選択肢を提⽰する． 
2.1 記号の定義 
2.1.1 オブジェクトの定義 
本論⽂の遅延分析で取り扱うオブジェクトとして，建設プロジェクト全体，建設プ
ロジェクトに含まれる各作業，建設プロジェクトで発⽣する遅延の３つを定義する．
このオブジェクトに対して以降で定義する ID，プロパティ，⼯程表種別，遅延オブジ
ェクトに対しては契約的責任分類を付与した記号を⽤いて概念を定量的に数式化す
る． 
PJ  : 建設プロジェクト全体を⽰す． 
T  : 建設プロジェクト PJ に含まれる任意の作業を⽰す 
D  : 建設プロジェクトで発⽣した任意の遅延を⽰す． 
T や D は建設プロジェクト全体 PJ の⼀部を構成するものであるため，次の式が成
⽴する 
ܶ ∈ ܲܬ 式	 ሺ2−1ሻ 
D ∈ PJ 式	 ሺ2−2ሻ 
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2.1.2 ID（特定番号） 
建設プロジェクトＰＪに含まれる任意の作業 T や任意の遅延 D を特定するための特
定番号を以下のように定義する． 
N  : 建設プロジェクトの全ての作業の集合体 
i ∈ N  : 建設プロジェクトに含まれる任意の作業を表す特定番号 
െI ∈ N : 任意の作業 i の先⾏作業の集合体 
൅I ∈ N : 任意の作業 i の後続作業の集合体 
െi ∈ െI	  : 作業 i の任意の先⾏作業を表す特定番号 
൅i ∈ ൅I	  : 作業 i の任意の後続作業を表す特定番号 
CPT ∈ N	  : 建設プロジェクトのクリティカルパスの集合体 
cpi ∈ CPT : クリティカルパスに含まれる任意の作業 i を表す特定番号 
െcpi ∈ CPT : cpi のクリティカルパス上の任意の先⾏作業を表す特定番号 
൅cpi ∈ CPT : cpi のクリティカルパス上の任意の後続作業を表す特定番号 
これらのオブジェクトの ID をオブジェクト T の右上に添え字して表現することで，
作業や遅延のオブジェクトを特定する． 
例えば， 
T୧   : 任意の作業 i 
Tି୧  : 任意の作業 i の任意の先⾏作業 
Tା୧  : 任意の作業 i の任意の後続作業 
Tିୡ୮୧  : クリティカルパス上にある任意の作業 i のクリティカルパス上にある
任意の先⾏作業 
Tାୡ୮୧  : クリティカルパス上にある任意の作業 i のクリティカルパス上にある
任意の後続作業 
などと表現する． 
遅延オブジェクト D については，作業 i	 に複数の遅延が発⽣したことを想定し，発
⽣した遅延の時系列順に添え字 ݆ を加えて表現することにする．すなわち， 
D୧୨   : 任意の作業 i に発⽣した j	 番⽬の遅延 
と表現することにする． 
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遅延オブジェクトに添え字 ݆ が付与されていない場合には，作業 i に発⽣した総遅
延を表現する． 
2.1.3 プロパティ 
次にそれぞれのオブジェクトの状況を⽰すプロパティを次にように定義する． 
ܵ  : 開始⽇ 
ܨ  : 終了⽇ 
ܦ  : 期間 
ܧܵ  : 最早開始⽇ 
ܧܨ  : 最早終了⽇ 
ܮܵ  : 最遅開始⽇ 
ܮܨ  : 最遅終了⽇ 
ܶܨ  : トータルフロート⽇数 
これらのオブジェクトプロパティをオブジェクトの右下に添え字してオブジェクト
の状況を表現する． 
例えば， 
Tୗ୧  : 作業	 i	 の開始⽇ 
T୊୧   : 作業	 i	 の終了⽇ 
Tୈ୧   : 作業	 i	 の作業期間 
T୉ୗ୧   : 作業	 i	 の最早開始⽇ 
T୉୊୧   : 作業	 i	 の最早終了⽇ 
T୐ୗ୧   : 作業	 i	 の最遅開始⽇ 
T୐୊୧   : 作業	 i	 の最遅終了⽇ 
T୘୊୧ 	   : 作業	 i	 のトータルフロート 
PJ୊ 	   : プロジェクトの終了⽇ 
Dୈ୧୨ 	   : 作業	 i	 の	 ݆ 番⽬の遅延期間 
などと表現する． 
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2.1.4 ⼯程表種別 
次に，取り扱う⼯程表の種別について，次のように定義する．⼯程表の種別の詳細
については，2.2 で述べる． 
ܲܮ  : 計画⼯程 
ܣܤ  : 実績⼯程 
ܯܦ݅  : 作業	 i	 を更新したモデル⼯程 
ܴܲ݅  : 作業	 i	 を更新した進捗確認⼯程 
これらの⼯程表の種別をオブジェクトの左上に添え字して表現する． 
モデル⼯程では，モデル⼯程を作成するために遅延事象を加えたり，取り除いたり
する．そのモデル化する順番を時系列順にモデル作成する場合に൅ܯܦ݅，逆時系列順に
モデル作成する場合にെܯܦ݅と表現することにする． 
例えば， 
PJ୔୐ ୗ  : 計画⼯程のプロジェクトの開始⽇ 
PJ஺஻ ி  : 実績⼯程のプロジェクトの終了⽇ 
T௉௅ ୗ୧  : 計画⼯程の作業	 i	 の開始⽇ 
T୅୆ ୊୧   : 実績⼯程の作業	 i	 の終了⽇ 
Dା୑ୈି୧ ୈ୧  : 作業	 i	 の先⾏作業までを時系列順に更新したモデル⼯程の作業	 i	 の遅 
延の総期間 
T୔ୖି୧ ୘୊୧ 	  : 作業	 i	 の先⾏作業までを更新した進捗確認⼯程の作業	 i	 のトータルフ 
ロート⽇数 
等と表現する． 
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2.1.5 遅延の契約的責任分類 
遅延オブジェクトの契約的責任分類について，次の定義とする．それぞれの責任分
類の詳細は第 3 章 3.6 にて説明する． 
ܧܦ  : Excusable Delay（請負者責任以外の遅延） 
ܫܧܦ  : InExcusable Delay（請負者責任の遅延） 
ܥܦ  : Compensable Delay（発注者責任の遅延） 
ܰܥܦ  : NonCompensable Delay（第三者責任の遅延） 
これらの遅延の契約的責任分類を遅延オブジェクトの左下に添え字で表現する． 
例えば， 
ܦா஽஺஻ ஽௜   : 実績⼯程の作業	 iにおける請負者責任以外の遅延の期間 
ܦூா஽஺஻ ௌ௜   : 実績⼯程の作業	 iにおける請負者責任の遅延の開始⽇ 
ܦே஼஽஺஻ ௌ௜  : 実績⼯程の作業	 iにおける第三者責任の遅延の開始⽇ 
ܦ஼஽஺஻ ி௜   : 実績⼯程の作業	 iにおける発注者責任の遅延の終了⽇ 
等と表現する． 
2.1.6 数学記号・集合記号 
数学記号・集合記号について，次の定義とする． 
MinሺT୧ሻ : 任意の作業 T୧の中で最も⼩さいもの 
MaxሺT୧ሻ : 任意の作業 T୧の中で最も⼤きいもの 
∑ Fሺ୧ሻ୧  : 任意の i の関数	 Fሺ୧ሻの総和 
ሺA, Bሻା : A と B と 0 のうち⼀番⼤きい正の値 
A ∪ B  : ൌ ሼx|x ∈ A	 ∨ 	 x ∈ Bሽ（A ⼜は B に含まれる和集合） 
A ∩ B  : ൌ ሼx|x ∈ A	 ∧ 	 x ∈ Bሽ（A かつ B に含まれる積集合） 
A ⊔ B  : 直和（A と B の積集合が空集合であること） 
Φ  : 空集合（集合に何の要素も含まれないこと） 
⋃ ൫Dୈ୧ ൯୧∈୒  : Dୈଵ ∪ …∪ Dୈ୧ ∪ …Dୈ୒（集合族の和集合） 
A ∖ B  : ൌ ሼx|x ∈ A	 ∧ 	 x ∉ Bሽ（差集合） 
Ā  : 集合Ａの補集合 
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2.1.7 記号・数式の適⽤例 
この定義を利⽤して，基本的なオブジェクトの性質及び相互関係を数式で表現する． 
プロジェクトの開始⽇は，全ての作業のうち⼀番早く開始する⽇である． 
PJୗ ൌ MinሺTୗ୧ሻ ൌ 	 MinሺT୉ୗ୧ ሻ ൌ 	 Min൫T୐ୗ୧ ൯	 式	 ሺ2−3ሻ 
プロジェクトの終了⽇は，全ての作業のうち⼀番遅く終了する⽇である． 
PJ୊ ൌ 	 MaxሺT୊୧ሻ ൌ 	 MaxሺT୉୊୧ ሻ ൌ 	 Max൫T୐୊୧ ൯	 式	 ሺ2−4ሻ 
作業	 iの終了⽇は，作業	 iの開始⽇ ௌܶ௜から期間 ஽ܶ௜  経過した⽇である． 
T୊୧＝	 Tୗ୧＋	 Tୈ୧ 式	 ሺ2−5ሻ 
作業	 iの最早終了⽇は，作業	 iの最早開始⽇ ௌܶ௜から期間 ஽ܶ௜  経過した⽇である． 
T୉୊୧ 	 ＝	 T୉ୗ୧ ＋	 Tୈ୧ 式	 ሺ2−6ሻ 
作業	 iの最遅終了⽇は，作業	 iの最遅開始⽇ ௌܶ௜から期間 ஽ܶ௜  経過した⽇である． 
T୐୊୧ 	 ＝	 T୐ୗ୧ ＋	 Tୈ୧ 式	 ሺ2−7ሻ 
作業	 i の ݆ 番⽬の遅延の終了⽇は，作業	 iの ݆ 番⽬の遅延の開始⽇ܦௌ௜௝から期間ܦ஽௜௝経
過した⽇である．  
D୊୧୨	 ＝	 Dୗ୧୨＋	 Dୈ୧୨ 式	 ሺ2−8ሻ 
作業	 iの総遅延期間は作業	 iに発⽣した遅延の期間の総合計である． 
ܦ஽௜ 	 ＝	 ෍ܦ஽௜௝
௝
式	 ሺ2−9ሻ 
任意の作業ܶ௜ とその先⾏作業ܶି௜とが第 3 章 2.3.2 で説明する FS タイプの論理的依
存関係の場合，先⾏作業が終了して ிܶି ௜から作業 ௌܶ௜が開始される．  
ாܶௌ௜ 	 ＝	 ܯܽݔሺ ாܶிି௜ሻ 式	 ሺ2−10ሻ 
௅ܶி௜ 	 ＝	 ܯ݅݊ሺ ௅ܶௌା௜ሻ 式	 ሺ2−11ሻ 
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2.2 ⼯程表の種別 
建設プロジェクトの⼯程表は，建設プロジェクトの⼯程を効果的に計画・監視・管
理するために作成される．⼯程表は利⽤するタイミングや利⽤⽬的等によっていくつ
かのタイプに区分できるが，Finke [12]は，建設プロジェクトの⼯程表のタイプとして
⼤きく計画⼯程表，実績⼯程表，権利⼯程表の３つのタイプに分類している． 
2.2.1 計画⼯程表 (As Planned Schedule) 
計画⼯程表とは，建設プロジェクトをどのように遂⾏するかといった請負者の遂⾏
計画を表現した⼯程表である．計画⼯程表は請負者の遂⾏計画の意図を表現するた
め，実際のプロジェクトを遂⾏する以前に作成される⼯程表であるが，作成されるプ
ロジェクトのタイミングや⽬的に応じて，⼊札⼯程表，契約⼯程表，基本⼯程表，詳
細⼯程表などに分類できる． 
⼊札⼯程表は⽂字通り⼊札時に提出が求められる⼯程表であり，⼊札図書に⽰され
た諸条件を考慮に⼊れて応札者が作成する⼯程表である． 
契約⼯程表は⼊札時の契約要求事項を盛り込んだ⼊札⼯程表をもとに，契約交渉の
結果を反映して作成する契約を締結するための⼯程表であり，契約図書の⼀部とな
り，発注者の合意を得た計画⼯程表である． 
基本⼯程表はベースライン⼯程表とも⾔われ，契約が成⽴した後，エンジニアより
着⼯指⽰書が発給された後，契約で定められた⼀定の期間を経て作成・提出する⼯程
表である．基本⼯程表は，現場の諸条件などを再度確認した上で請負者が作成するこ
とになるが，特段エンジニアから指⽰がない限り契約締結後の変更事項は含めない．
この基本⼯程表が遅延分析の⽐較対象としての計画⼯程という位置づけになる．これ
以降の本論⽂における計画⼯程とはこの基本⼯程表を⽰す． 
詳細⼯程表は，基本⼯程表の中の各⼯事を実施するために必要とされる労務・資機
材などの仕様や数量を明確にし，⽣産性を表現する歩掛を基に作成する⼯程表であ
る．歩掛の数値は別途提出する施⼯計画書や契約単価を表現する⼯事費内訳書の記述
と合致していなければならない． 
計画⼯程表において，以下の数式が成⽴する． 
8 
 
計画⼯程の建設プロジェクトの計画開始⽇ ܲܬௌ௉௅ は，全ての作業のうち⼀番早く開
始する⽇である．  
ܲܬௌ௉௅ ൌ 	 ܯ݅݊ሺ ܶ௉௅ ௌ௜ሻ 式	 ሺ2−12ሻ 
計画⼯程の建設プロジェクトの計画終了⽇ PJ୔୐ ୊ は，全ての作業のうち⼀番遅く終了
する⽇である． 
ܲܬ௉௅ ி ൌ 	 ܯܽݔሺ ܶ௉௅ ி௜ሻ 式	 ሺ2−13ሻ 
計画⼯程の建設プロジェクト期間は，プロジェクトの計画開始⽇から計画終了⽇迄
である． 
ܲܬ௉௅ ஽ ＝	 ܲܬ௉௅ ி െ	 ܲܬ௉௅ ௌ 式	 ሺ2−14ሻ 
任意の作業	 iの計画終了⽇は，作業	 iの計画開始⽇ ܶ௉௅ ௌ௜から計画期間 ܶ௉௅ ஽௜  経過し
た⽇と同等である． 
ܶ௉௅ ி௜ 	 ＝	 ܶ௉௅ ௌ௜＋	 ܶ௉௅ ஽௜ 式	 ሺ2−15ሻ 
任意の作業	 i の計画開始⽇は，作業	 iの先⾏作業の計画終了⽇ ܶ௉௅ ிି ௜のうち，⼀番遅
い⽇に影響を受けるため，ラグタイム・リードタイムが設定されずに FS タイプの論
理的依存関係が設定されている場合には，次の式が成⽴する． 
ܶ௉௅ ௌ௜	 ＝	 ܯܽݔሺ ܶ௉௅ ிି ௜ሻ 式	 ሺ2−16ሻ 
2.2.2 実績⼯程表 (As-Built Schedule) 
実績⼯程表は，請負者が建設プロジェクトで実際に施⼯した実績情報を記録した⼯
程表である．各作業の実際に開始した⽇付や終了した⽇付，場合によっては途中で中
断した期間やその理由なども記録し，当初の計画⼯程には無かった新規の作業や，遅
延事象等も記録される．実績⼯程表は全てのプロジェクトの作業が完了して初めて完
成する．  
実績⼯程表において，以下の数式が成⽴する． 
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実績⼯程の建設プロジェクトの実績開始⽇は，全ての作業のうち⼀番早く開始する
⽇と同等である. 
ܲܬௌ஺஻ ൌ 	 ܯ݅݊ሺ ܶ஺஻ ௌ௜ሻ	 式	 ሺ2−17ሻ 
実績⼯程の建設プロジェクトの実績終了⽇は，全ての作業のうち⼀番遅く終了する
⽇と同等である． 
ܲܬ஺஻ ி ൌ 	 ܯܽݔሺ ܶ஺஻ ி௜ሻ 式	 ሺ2−18ሻ 
実績⼯程の建設プロジェクト実績期間は，プロジェクトの実績開始⽇から実績終了
⽇までである． 
ܲܬ஺஻ ஽ ＝	 ܲܬ஺஻ ி െ	 ܲܬ஺஻ ௌ 式	 ሺ2−19ሻ 
建設プロジェクトの遅延期間の実績は，プロジェクトの実績終了⽇と計画終了⽇と
の差なので， 
ܦ஺஻ ஽ே＝	 ܲܬ஺஻ ி െ	 ܲܬ௉௅ ி 式	 ሺ2−20ሻ 
任意の作業	 iの実績終了⽇は，作業	 iの実績開始⽇ ܶ௉௅ ௌ௜から実績期間 ܶ௉௅ ஽௜  経過し
た⽇と同等である． 
ܶ஺஻ ி௜ 	 ＝	 ܶ஺஻ ௌ௜＋	 ܶ஺஻ ஽௜ 式	 ሺ2−21ሻ 
任意の作業	 iの実績期間は，作業	 iの計画期間 ܶ௉௅ ஽௜と遅延期間 ܦ஺஻ ஽௜ 	 の和と同等で
ある． 
ܶ஺஻ ஽௜ 	 ＝	 ܶ௉௅ ஽௜＋	 ܦ஺஻ ஽௜ 式	 ሺ2−22ሻ 
2.2.3 権利⼯程表（モデル⼯程） 
権利⼯程表は，建設プロジェクトで発⽣した遅延による影響を分析するために計画
⼯程や実績⼯程から作成するモデル⼯程である．例えば当初の計画⼯程には無かった
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新規の作業や遅延事象を計画⼯程に加えたり，計画⼯程表には無かった新規の作業や
遅延事象を実績⼯程表から取り除いたりして作成するモデル⼯程である． 
権利⼯程表は，モデル⼯程と⽐較対象となる計画⼯程表や実績⼯程表と⽐較するこ
とによって，その新規の作業や遅延事象による影響を明らかにし，それらの責任分担
を定量的に分析するために利⽤される． 
モデル⼯程は計画⼯程表や実績⼯程表を基に作成される⼯程表だが，実際に発⽣し
た事象を表現する⼯程表とは異なり，ある仮定に基づいて論理的に導き出される理論
⼯程である．理論上の⼯程表といった意味合いにおいて，Finke [12]はこのタイプの⼯
程表を権利⼯程と名付けているが，本論⽂においては，以後モデル⼯程と表現するこ
とにする． 
モデル⼯程における数式表現は，モデル化する⼿法や⼿段によってそれぞれ異なる
ため，実際にモデル⼯程を⽤いて分析する遅延分析⼿法毎に表現する．  
2.2.4 進捗確認⼯程表 
Finke [12]の分類にはないタイプの⼯程表で⼀般的に建設プロジェクトの遂⾏中によ
く⼯程を管理するために作成される⼯程表として，進捗確認⼯程が挙げられる．進捗
確認⼯程とは，建設プロジェクト遂⾏中のある時点で，計画⼯程を基準としてその時
点までの情報をプロジェクトの実績で記録した実績⼯程で，その時点以降の情報はそ
の時点からの計画⼯程で構成される⼯程表である．⾔い換えるならば，進捗確認⼯程
は建設プロジェクトのある断⾯を基点とした実績⼯程と計画⼯程の複合⼯程である．
この進捗確認⼯程は，新たに作成されるというべき性質の⼯程表ではなく，CPM で作
成された計画⼯程に対してある時点までの情報を全て実績値として記録することによ
り，その時点以降の計画⼯程は動的に⼯程ネットワークとして更新されるという性質
の⼯程表である．この“ある時点”のタイミングを情報報告⽇あるいは”Status Date”と
呼ぶ．進捗確認⼯程が前述したモデル⼯程と⼤きく異なるのは，モデル⼯程は計画⼯
程に遅延事象を挿⼊したり実績⼯程から遅延事象を除去したりと，実際には発⽣しな
かった状況を理論的にモデル化した⼯程であるのに対し，進捗確認⼯程は Status Date
における実際のプロジェクトのある断⾯を表現した⼯程表である点である． 
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進捗確認⼯程表において，以下の数式が成⽴する． 
作業 k の先⾏作業を更新した進捗確認⼯程のプロジェクトの開始⽇は，全ての作業
のうち⼀番早く開始した⽇である．  
ܲܬௌ௉ோି௞ ൌ 	 ܯ݅݊ሺ ܶ௉ோି௞ ௌ௜ሻሺൌ 	 ܯ݅݊ሺ ܶ஺஻ ௌ௜ሻሻ 式	 ሺ2−23ሻ 
作業 k の先⾏作業を更新した進捗確認⼯程のプロジェクトの予定終了⽇は，全ての
作業のうち⼀番遅い終了予定⽇である． 
ܲܬ௉ோି௞ ி ൌ 	 ܯܽݔሺ ܶ௉ோି௞ ி௜ሻ 式	 ሺ2−24ሻ 
作業 k の先⾏作業を更新した進捗確認⼯程のプロジェクト期間は，プロジェクトの
開始⽇から終了予定⽇までである． 
ܲܬ௉ோି௞ ஽ ＝	 ܲܬ௉ோି௞ ி െ	 ܲܬ௉ோି௞ ௌ 式	 ሺ2−25ሻ 
作業 k の先⾏作業を更新した進捗確認⼯程でのプロジェクトの遅延期間は，プロジ
ェクトの予定終了⽇と計画終了⽇との差である． 
ܦ௉ோି௞ ஽ே＝	 ܲܬ௉ோି௞ ி െ	 ܲܬ௉௅ ி 式	 ሺ2−26ሻ 
作業 k の先⾏作業を更新した進捗確認⼯程における任意の作業 i の開始⽇は，作業 i
の先⾏作業 -i の終了⽇のうち⼀番遅い終了⽇ܯܽݔሺ ܶ௉ோି௞ ிି ௜ሻに影響を受ける． 
ܶ௉ோି௞ ௌ௜	 ＝ܯܽݔሺ ܶ௉ோି௞ ிି ௜ሻ 式	 ሺ2−27ሻ 
作業 k の先⾏作業を更新した進捗確認⼯程における任意の作業 i の終了⽇は，作業 
i の開始⽇ ܶ௉ோି௞ ௌ௜から期間 ܶ௉ோି௞ ஽௜  経過した⽇である． 
ܶ௉ோି௞ ி௜ 	 ＝	 ܶ௉ோି௞ ௌ௜＋	 ܶ௉ோି௞ ஽௜ 式	 ሺ2−28ሻ 
作業 k の先⾏作業を更新した進捗確認⼯程における任意の作業 i の期間は，作業 i 
の計画期間 ܶ௉௅ ஽௜とその時点での遅延期間 ܦ௉ோି௞ ஽௜  の和である． 
ܶ௉ோି௞ ஽௜ 	 ＝	 ܶ௉௅ ஽௜＋	 ܦ௉ோି௞ ஽௜ 式	 ሺ2−29ሻ 
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2.3 CPM と CPM に関連する基本的要素 
2.3.1 クリティカルパスメソッド（CPM） 
クリティカルパスメソッド(Critical Path Method)は，⼯程ネットワーク分析技法の
⼀つであり，CPM と略されて表現されることが多い．CPM は，所要期間が与えられ
た建設プロジェクトの各作業の施⼯順序を論理的な依存関係で連結することで各作業
の⼯程ネットワークを構築し，各作業のトータルフロートを把握したり，クリティカ
ルパスと呼ばれる最短となる建設プロジェクト全体⼯期を特定したりする技法 [13]で
ある． 
ほとんどの国際建設プロジェクトの契約書では，建設プロジェクトの⼯程管理を
CPM にて⾏うよう規定 [14]しており，客観的で論理的な⼯程管理に⽋かせない⼿法と
して⼀般的に認識されている．どんな規模の建設プロジェクトの⼯程表であっても建
設業界の⼯程管理⼿法として有効な⼿法 [15]であり，CPM を使うことで効果的に遅延
事象等による建設プロジェクトへの影響について分析をすることができ，発注者によ
る変更指⽰や⼯期延⻑による全体⼯程への影響を客観的かつ定量的に分析することが
できる [15]ため，⼯期延伸クレームには⽋かせない⼿法である． 
2.3.2 論理的依存関係 
論理的依存関係とは，CPM で作成された⼯程表を構成する各作業に設定される，作
業間の論理的な順序を⽰す依存関係である．ある作業の前に⾏う作業を先⾏作業，後
に⾏う作業を後続作業と呼ぶ． 
最も基本的な論理的依存関係が FS タイプの論理的依存関係であり，ある先⾏作業
が終了した後に次の作業が開始となる論理的依存関係である．⼆つの作業間に設定さ
れる論理的依存関係には次に⽰す４タイプが存在する． 
ＦＳ（Finish to Start）  先⾏作業が終了したら開始する（既定） 
ＳＳ（Start to Start）  先⾏作業が開始したら開始する 
ＦＦ（Finish to Finish） 先⾏作業が終了したら終了する 
ＳＦ（Start to Finish）  先⾏作業が開始したら終了する 
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論理的依存関係のタイプは⼆つの⽂字から構成されている．最初の⽂字は先⾏作業
の条件を⽰し，後の⽂字は後続作業の条件を⽰している．⽂字の種類はＳかＦのどち
らかであり，Ｓは開始(Start)，Ｆが終了(Finish)の意味を表している．すなわち，先⾏
作業が開始⼜は終了する条件で後続作業が開始⼜は終了するという条件の 2x2=4 通り
の論理的依存関係となる．論理的依存関係は異なる⼆つの作業間に設定され，⼀つの
作業に複数の先⾏作業若しくは複数の後続作業が設定されることもある． 
全ての作業が着⼯⽇から完成⽇まで論理的依存関係で連結され，⼯程ネットワーク
が完成するためには，⼯程ネットワークの起点である着⼿⽇と終点である最後の⽇で
ある完成⽇を除いた全ての作業に論理的依存関係が少なくとも⼀つ以上設定されてい
る必要がある．  
2.3.3 ラグライム・リードライム 
ラグタイムとは，論理的依存関係が設定された⼆つの作業のうちの後続作業の開始
条件⼜は終了条件のタイミングを遅らせる間隔のことである．例えば，ＦＳタイプの
論理的依存関係にラグタイムが設定されている場合には，先⾏作業の終了のタイミン
グから後続作業の開始までの間隔のことを⾔う． 
ラグタイムは負の値を⽰すこともあり，その場合には後続作業の条件のタイミング
が先⾏作業の条件よりも前倒しになることを意味し，リードタイムとも⾔う． 
ラグタイムの効⽤は，先⾏作業と後続作業との間の待ち時間を⽰す別の新規作業を
追加することなく，論理的依存関係とラグタイムで⼯程ネットワークを構成できるこ
とである．また，リードタイムの効⽤は，先⾏作業を細分化して複数の作業に分割す
ることなく，論理的依存関係とリードタイムで⼯程ネットワークを構成することがで
きることである． 
ラグタイム・リードタイムは便利な機能であるが，トータルフロートを隠すツール
としても利⽤されてしまう可能性があることに留意しておかなければならない．すな
わち，⼯程上に余裕のある論理的依存関係にラグタイムを設定してしまうと，設定し
た分だけトータルフロートが減少することになる．誤った使い⽅を未然に防⽌するた
めには，ラグタイム・リードタイムを設定する場合に，設定するラグタイムを算出す
る具体的客観的根拠を⽂書で残しておくことが考えられる． 
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2.3.4 最早⼯程と最遅⼯程 
CPM で作成されたネットワーク⼯程では，ネットワークの基点を建設プロジェクト
の開始⽇として全ての作業において⼀番早く施⼯可能な⼯程となる最早⼯程と，ネッ
トワークの基点を建設プロジェクトの終了⽇として建設プロジェクト全体を遅らせる
ことなく全ての作業をどこまで遅らせられるかを⽰す最遅⼯程の⼆種類のモードが存
在する．CPM で作成されたネットワーク⼯程の全ての作業には最早⼯程における開始
⽇である最早開始⽇と最遅⼯程における最遅開始⽇を計算で求めることができる．最
早開始⽇及び最遅開始⽇を数式で表現すると次のようになる． 
ாܶௌ௜ ൌ ܯܽݔሼܨሺെ݅ሻ ൅ ℓ	 ;	 െ݅ ∈ െܫሽ 式	 ሺ2−30ሻ 
௅ܶௌ௜ ൌ ܯ݅݊ሼܩሺ൅݅ሻ െ ℓ	 ;	 ൅݅ ∈ ൅ܫሽ 式	 ሺ2−31ሻ 
先⾏作業との間に設定される論理的依存関係によってܨሺെ݅ሻの値は次のようになる． 
ܨሺെ݅ሻ＝ ாܶௌି௜	 ＋	 ஽ܶି ௜	          ：FS の場合 式	 ሺ2−32ሻ 
ܨሺെ݅ሻ＝ ாܶௌି௜	             ：SS の場合 式	 ሺ2−33ሻ 
ܨሺെ݅ሻ＝ ாܶௌି௜	 ＋	 ஽ܶି ௜	 ―	 ஽ܶ௜ 	 	 	 	 	    	 ：FF の場合 式	 ሺ2−34ሻ 
ܨሺെ݅ሻ＝ ாܶௌି௜	 ―	 ஽ܶ௜ 	 	 	 	 	 	   	 	 	 	 	 	 	 	 ：SF の場合 式	 ሺ2−35ሻ 
後続作業との間に設定される論理的依存関係によってGሺ൅iሻの値は次のようになる． 
Gሺ൅iሻ＝ ௅ܶௌା௜	 ―	 ஽ܶ௜ 	 	         ：FS の場合 式	 ሺ2−36ሻ 
Gሺ൅iሻ＝T୐ୗା୧	    	         ：SS の場合 式	 ሺ2−37ሻ 
Gሺ൅iሻ＝ ௅ܶௌା௜	 ＋	 ஽ܶା௜	 ―	 ஽ܶ௜ 	 	     ：FF の場合 式	 ሺ2−38ሻ 
Gሺ൅iሻ＝ ௅ܶௌା௜	 ＋	 ஽ܶା௜	 	        ：SF の場合 式	 ሺ2−39ሻ 
ただし， 
15 
 
ாܶௌ௜  ：作業 i における最早開始⽇(Early Start) 
ாܶௌି௜ ：作業 i の先⾏作業における最早開始⽇(Early Start) 
௅ܶௌ௜  ：作業 i における最遅開始⽇(Late Start) 
௅ܶௌା௜ ：作業 i の後続作業における最遅開始⽇(Late Start) 
஽ܶ௜  ：作業 i の作業期間(Duration) 
஽ܶି ௜ ：作業 i の先⾏作業の作業期間(Duration) 
஽ܶା௜ ：作業 i の後続作業の作業期間(Duration) 
െܫ ：作業 i の先⾏作業の集合 
൅ܫ ：作業 i の後続作業の集合 
ℓ ：先⾏作業 or 後続作業との間の論理的依存関係に設定されているラグタイム 
建設プロジェクトの最初の作業のܲܬாௌ = ܯ݅݊ሺ ாܶௌ௜ ሻは先⾏作業がないため，ܲܬாௌ＝0
となる．また，最早終了⽇と最遅終了⽇はそれぞれ最早開始⽇と最遅開始⽇からその
作業の作業期間が経過した⽇付となるため，次の数式で表現される． 
ாܶி௜ 	 ＝	 ாܶௌ௜ ＋	 ஽ܶ௜ 式	 ሺ2−40ሻ 
௅ܶி௜ 	 ＝	 ௅ܶௌ௜ ＋	 ஽ܶ௜ 式	 ሺ2−41ሻ 
ただし， 
ாܶி௜  ：作業 i における最早終了⽇(Early Finish) 
௅ܶி௜  ：作業 i における最遅終了⽇(Early Finish) 
⼆つの作業間に設定される論理的依存関係のタイプによってそれぞれ計算式が異な
ってくる．本論⽂においてはこれ以降，数式が複雑となることを避けるために数式に
おけるラグタイム・リードタイムの影響を今後は考慮しない．また，論理的依存関係
についても，数式における論理的依存関係はＦＳタイプが設定されているものとして
議論を進める．  
2.3.5 トータルフロートとクリティカルパス 
トータルフロートは CPM で作成されたネットワーク⼯程において，往路計算と復
路計算から得られる各作業の最早開始⽇と最遅開始⽇との差分から得られる各作業の
⼯程の余裕度を⽰す指標である． 
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任意の作業 i におけるトータルフロートを数式で表現すると式(2−42ሻのようにな
り，図で表現すると，図 2-1 となる． 
்ܶி௜ ＝ ௅ܶௌ௜ − ாܶௌ௜ 式	 ሺ2−42ሻ 
ただし， 
்ܶி௜ ：作業 i におけるトータルフロート（Total Float） 
ாܶௌ௜ ：作業 i における最早開始⽇(Early Start) 
௅ܶௌ௜ ：作業 i における最遅開始⽇(Late Start) 
 
 
図 2-1 トータルフロートの概念 
CPM で作成したネットワーク⼯程において，トータルフロートが０⼜は負の値で構
成される作業のつながりであるパスをクリティカルパスと呼ぶ． 
通常，CPM で作成したネットワーク⼯程で，竣⼯⽇あるいは中間引渡⽇などの契約
指定⽇に対して⽇付指定の制約条件を設定せずに建設プロジェクトの遅延が発⽣した
場合には，CPM ⼯程表は遅延に伴って動的に後続⽅向に延びる．トータルフロートを
計算する基点となる竣⼯⽇・中間引渡⽇も動的に後⽅に移動するため，トータルフロ
ートの値は負の値とはならず，トータルフロートの値が０の作業のつながりのパスが
クリティカルパスとなる． 
しかし，竣⼯⽇あるいは中間引渡⽇などの契約指定⽇に対して⽇付指定の制約条件
を設定している場合に建設プロジェクトの遅延が発⽣した場合，これらの契約指定⽇
は固定で動的には変化しないために，トータルフロートの値が負の値を⽰すクリティ
カルパスとなる． 
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例えば，作業 i がܦ஽௜ 遅延したとする．この作業 i がクリティカルパス上にない場
合，その遅延がトータルフロートよりも⼩さい場合にはトータルフロート ்ܶி௜ がܦ஽௜ 減
った ்ܶி௜ ’となるだけで図 2-2 のようにプロジェクト全体は遅延しない． 
்ܶி௜ ’＝	 ்ܶி௜ 	 −	 ܦ஽௜  ൛: ൌ ்ܶி௜ ൐ 	 ܦ஽௜ ൟ 式	 ሺ2−43ሻ 
ただし， 
்ܶி௜ ’：作業 i がܦ஽௜ 遅延した後のトータルフロート 
 
図 2-2 ⾮クリティカルパス上の遅延とトータルフロート܂܂۴ܑ ൐ 	 ۲۲ܑの場合 
ただし， 
ாܶி௜ ’  ：作業 i がܦ஽௜ 遅延した後の作業 i の最早終了⽇ 
௅ܶௌ௜ ’ ：作業 i がܦ஽௜ 遅延した後の作業 i の最遅開始⽇ 
反対にܦ஽௜ の遅延がトータルフロートよりも⼤きい場合， ்ܶி௜  ＜ ܦ஽௜ となり， ்ܶி௜ ’の値
が負の値となり，この値をゼロとするように最遅⼯程が後続⽅向にシフト，すなわち
図 2-3 のようにプロジェクト全体が遅延することになる． 
 
図 2-3 ⾮クリティカルパス上の遅延とトータルフロート܂܂۴ܑ ൏ 	 ۲۲ܑの場合 
これらより，プロジェクト全体の遅延 ܲܬ஽ேは，各作業 i で発⽣した遅延ܦ஽௜ を単純に
全て⾜し合わせたものとはならないことがわかる．各作業 i で発⽣した遅延ܦ஽௜ に対し
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て，その作業のトータルフロート ்ܶி௜ を超過した分の遅延期間が後続作業の開始⽇に影
響を及ぼし，その合計がプロジェクトの遅延⽇数となる．これを数式で表現すると，
以下のようになる． 
ܲܬ஽ே ≦ 	 ෍ܦ஽௜
௜
式	 ሺ2−44ሻ 
ܲܬ஽ே ൌ 	 ෍ሺܦ஽௜ െ ்ܶி௜ 	 , 0ሻା
୧
式	 ሺ2−45ሻ 
2.3.6 クリティカルパスの⼆つの解釈 
請負者にとって⼯期延伸クレームが可能となる遅延は，その遅延の契約的責任原因
が請負者責任以外の遅延であって，かつその遅延が発⽣した作業が建設プロジェクト
の遅延に影響を及ぼした場合に認められる．⾔い換えるならば，クリティカルパス上
にある作業において，請負者責任以外の遅延が発⽣した場合に⼯期延伸クレームが可
能となる．  
この“建設プロジェクトの遅延に影響を及ぼす”クリティカルパスの定義について，
⼀般に⼆種類の学説に分かれている [16]．Least Float 説と Negative Float 説の２説で
ある． 
Least Float 説は，建設プロジェクトの⼯程ネットワークパスのうちで，⼀番トータ
ルフロートの値が⼩さい作業のつながりであるパスのみがクリティカルパスであると
解釈する学説である．すなわち，建設プロジェクトの⼯程ネットワークの中で，⼀番
時間が⻑くかかる⼯程ネットワーク上にある⼀番トータルフロートの値が⼩さい作業
のパスのみをクリティカルパスと考える学説である． 
これに対して，Negative Float 説は，建設プロジェクトの⼯程ネットワークパスの
中で，トータルフロートの値が０⼜は負の値を⽰す作業のつながりであるパス全てを
クリティカルパスと解釈する学説である．すなわち，その時点で有効となっている契
約⼯期よりも所要期間が⻑い⼯程ネットワーク上にある作業のつながり全てをクリテ
ィカルパスと考える学説である．  
Least Float 説に⽴てば，分析対象となる⼯程ネットワークパスであるクリティカル
パスは，建設プロジェクトの中で⼀番⻑い⼯程ネットワークパスのみとなるため，分
析対象となる遅延事象もそのネットワークパス上にある遅延事象のみに限定される．
理論的にはクリティカルパスは複数存在する可能性があるが，Least Float 説に⽴った
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場合には，実務上⼀番⼩さいトータルフロートのパスが複数存在する確率は極めて低
く，ほとんどのケースで⼀本のクリティカルパスを分析対象とすることになる．同時
発⽣遅延である Concurrent Delay も，実践上はほとんど発⽣しないことになる．反対
に，Negative Float 説に⽴てば，契約⼯期を超える⼯程ネットワークパス全てがクリ
ティカルパスとなり，分析対象となるネットワークパスが増える分，同様に遅延分析
の対象となる遅延事象も増えることになる． 
第 5 章で紹介する具体的な遅延分析⼿法では，モデル化された⼯程の最終⼯期の変
動を分析する Least Float 説に⽴っている．Negative Float 説でクリティカルパスを定
義した場合には，最終⼯期の変動のみならず，当初契約⼯期の変動といった観点から
分析結果を導き出す必要がある． 
どちらの学説を採⽤するかにあたって，発注者・請負者どちらにとってどちらの学
説が有利かといった性質のものではないと私は考える．従って，どちらを採⽤するか
という課題は純粋に技術的な判断となる．遅延事象が発⽣する前であれば，どちらの
学説を採⽤するかについて利害関係が発⽣していないため，⽐較的容易に契約当事者
間で合意を得ることが可能だと考えられる．  
2.3.7 フロートの所有権 
建設プロジェクトの⼯程管理において，フロートの所有権は重要な事項である．フ
ロートの所有権が請負者にあるのか，建設プロジェクトにあるのかについては昔から
議論されてきたこと [17] [18] [19] [20]であり，法廷でも意⾒が分かれてきた． 
もしもフロートの所有権が発注者にあったとした場合，請負者がクリティカルパス
でない作業でプロジェクト全体の遅延を引き起こさない遅延が発⽣した時に，⾔い換
えるならばトータルフロートよりも少ない遅延が発⽣した時でも，請負者が消費して
しまったフロートに対する損害を発注者に賠償しなければならないことになる．これ
は，クリティカルパスであっても⾮クリティカルパスであっても，計画⼯程から遅延
することは全く許されないことになり，発注者側のみに有利な⽚務契約となる．  
⼀⽅，フロートの所有権が請負者にある場合，建設プロジェクト全体の遅延を引き
起こさない⾮クリティカルパス上で発⽣した発注者責任による遅延に対して，発注者
は請負者に損害を賠償しなければならないことになる．全体⼯程に対して遅延が発⽣
していないにもかかわらず，発注者が請負者に対して消費したフロートの損害を賠償
しなければならないということも，発注者には全く遅延が許されないことになり，請
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負者側のみに有利な⽚務契約となる．⼯程表は請負者が作成するものであるため，し
ばしば請負者はフロートを取り込むために，作業にかかる所要期間を⻑めに設定した
り，無⽤に⻑いラグタイムを設定したり，無⽤な論理的依存関係を設定したりするこ
とがある．しかしこのような⾏為は，CPM を利⽤した遅延分析によって建設プロジェ
クトの正しい最終⼯期を算出することができなくなるため，絶対避けなければならな
い．契約図書である施⼯計画に記述した歩掛や，同じく契約図書である契約単価を構
成する単価内訳書と⼯程表上の所⽤期間との間で齟齬が出ることから契約⼯期として
の品質が低いことになり，そのような⼯程を遅延分析の対象⼯程とすること⾃体を棄
却されてしまう可能性が⾼まることになる． 
最近では明確に契約書で規定されていない限り，フロートは発注者のものでもなく
請負者のものでもなく建設プロジェクトの所有のものであり，先にフロートを消費し
たもの勝ちという⾒解が⼀般的 [21] [22]である． 
フロートの所有権は契約当事者の⼀⽅のみの所有ではなく建設プロジェクトが所有
しているという⾒解に⽴った場合，フロートの所有権が問題となる場合の焦点は，次
のようなケースの場合である．例えば５⽇のトータルフロートがあるバスにおいて，
まず発注者責任による遅延で４⽇遅延し，その後に同じパスにおいて請負者責任によ
る遅延で３⽇遅延したとする．５⽇のフロートに対して発注者責任遅延４⽇＋請負者
責任遅延３⽇＝合計７⽇の遅延となるため，建設プロジェクト全体としては２⽇の遅
延となる．この場合に，発⽣した２⽇の遅延の契約的責任をどのように分配するかと
いう問題である． 
この問題に対して，私が考える対応策は次の２種類である． 
⼀つ⽬の対応策は，建設プロジェクト全体の遅延を発⽣させた直接的な原因となる
遅延の契約的責任に基づいて責任負担とする考え⽅である．上記のケースでは，発注
者責任の遅延が発⽣した段階ではまだ１⽇のフロートが残っており，建設プロジェク
トの遅延が発⽣した直接的な原因は請負者の遅延であることになるため，建設プロジ
ェクトの２⽇の遅延の責任は請負者が負うことになる． 
⼆つ⽬の対応策は，発⽣した遅延⽇数をそれぞれ按分してそれぞれの契約的主体が
負担する考え⽅である．上記の場合はそれぞれ発注者が４⽇，請負者が３⽇の遅延を
発⽣させているため，建設プロジェクトの２⽇のうち，２ｘ４/７が発注者による負担
で２ｘ３/７が請負者の負担である． 
消費したフロートの所有権に起因する紛争を避けるためにどのような対応策を採⽤
するのかを契約当事者間で事前合意しておく必要がある． 
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2.4 第２章のまとめ 
この章で論じた事項は以下のとおりである． 
 記号の定義 
2.1 において，遅延分析を定量的に数式で表現するための記号を定義した．過去の遅
延分析の⽐較に関する⽂献では遅延分析の定量的な数式化は試みられておらず，初め
ての試みとなる．2.1.7 では，記号を⽤いて基本的なオブジェクトの性質や相互関係を
数式で表現した．ここで定義した記号を⽤いて， 主に第 5 章の各遅延分析⼿法の定量
的数式化を⾏う． 
 ⼯程表の種別の新概念の追加 
Fink [12] による３種類の⼯程表種別に進捗確認⼯程という新たな⼯程表種別を加え
て 2.2.4 で既存概念との相違点について論じた．新たに定義した進捗確認⼯程は，第 5
章 5.8 で述べる進捗確認分析法にて分析対象となる⼯程表の概念を⽰す． 
 建設プロジェクト遅延の数式化 
建設プロジェクトで発⽣する遅延とトータルフロートとの関係から，建設プロジェ
クト遅延を数式化して表現した．建設プロジェクトの遅延は，各遅延期間の総和とは
ならず，トータルフロートを超える遅延期間の総和となることを 2.3.5 において式（2-
45)で⽰した． 
 クリティカルパスの定義の⼆つの解釈 
遅延分析を⾏う上で，特に同時発⽣遅延（Concurrent Delay）を特定する上で重要
なクリティカルパスの定義の⾒解の相違や特徴について 2.3.6 で論じ，契約当事者間
で事前合意しておくべき選択肢を提⽰した．Least Float 説を採⽤した場合には，建設
プロジェクトの最終⼯期の変動をもとに遅延分析を⾏えば良いのに対して，Negative 
Float 説を採⽤した場合には，契約⼯期をマイルストーンとした CPM ⼯程で契約⼯期
の変動に着眼した遅延分析を⾏う必要があることになる． 
 フロートの所有権に関連する紛争 
フロートの所有権に関する紛争のリスクについて 2.3.7 で論じ，契約当事者間で事
前合意しておくべき選択肢を提⽰した．特に建設プロジェクトの遅延の責任負担をト
ータルフロート消費率で按分する考え⽅を採⽤した場合には，建設プロジェクトの最
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終⼯期の変動のみならず，⾮クリティカルパスにおけるフロートの消費に対しても分
析を⾏う必要がある． 
  
23 
 
第3章 遅延の定義 
この章では，本論⽂の研究対象となる建設プロジェクトの遅延を 3.1 で定義し，建
設プロジェクトの遅延を引き起こす原因となる作業の遅延に着⽬して各作業に発⽣す
る遅延のメカニズムについて数式を⽤いて表現する． 
また，遅延に関連する概念として，⽣産性の低下を意味する混乱，遅延と反対する
概念としての促進，意図的に作業進捗速度を低下させるペーシングについて概説し，
遅延分析を⾏う上での留意点について論じる． 
さらに建設プロジェクトの遅延に伴う責任負担を軽減できる同時発⽣遅延について
概説し，同時発⽣遅延に関連する紛争の争点を整理した上で事前合意しておくべき項
⽬を特定し，それぞれの項⽬に対する選択肢を提⽰する．ここで事前合意する選択肢
によっては，第 5 章で論じる具体的な遅延分析⼿法の同時発⽣遅延の成⽴の判断に影
響を及ぼすことになる． 
最後に遅延の契約的責任分類を定義し，具体的な様々な遅延事象を分類する． 
この章で定義した契約的責任分類は，第 5 章で論じる具体的な遅延分析⼿法におけ
る契約的責任を特定する上で重要な分類となる． 
3.1 「建設プロジェクトの遅延」の定義 
建設プロジェクトの遅延とは，過去の⽂献では以下のように定義づけられている．  
 
⼀⽅，国語辞書では「遅延」は次のように記述されている． 
 
つまり「遅延」という事象は，「遅れているかどうか」を判定するための基準となる
「予定された期⽇や時間」がなければ成⽴しない．ここでは，これらの「遅延」の成
・遅延は建設プロジェクトの完成日に及ぼす影響又は建設プロジェクトのクリティカルパスに及ぼす影
響である [23]．  
・遅延とは，契約に基づいて終わらせなければならない作業の期間が延びる行為や事象である [24]． 
・遅延とは計画通りに建設プロジェクトが進まない時間のことである [25]．  
・「予定された期日や時間におくれること．また，長引くこと．」（デジタル大辞泉） 
・「物事が予定より長引くこと．遅れること．」（大辞林第三版） 
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⽴要件である「予定された期⽇や時間」及び「遅延の判定」の⼆つの要件について考
察する． 
3.1.1 予定された期⽇や時間 
建設プロジェクトが「遅れているかどうか」を判定するための基準となる「予定さ
れた期⽇や時間」は，単純に契約で定められた契約⼯期である． 
契約⼯程で⽰した完了予定⽇よりも早期に終了する意思を⽰した計画⼯程を，プロ
ジェクトの着⼿時に請負者が発注者に対して提出するケースがある．この請負者の計
画している契約⼯程よりも早い完成予定⽇は，契約的には縛りはない．この場合に，
例えば請負者の責任に因らない原因によって建設プロジェクトの終了⽇が請負者の完
成予定⽇よりも遅延した場合，請負者はこの遅延に伴って発⽣する損害を回復できる
かどうかが問題となる． 
請負者の早期完成予定⽇からの遅延に対する追加費⽤請求権利を認めるかどうかに
ついては，意⾒が分かれている．前章で述べたトータルフロートの所有権問題と同じ
で，明確で客観的な法的解釈が存在しないため，こういったケースで損害を回復でき
るようにするためには，請負者は次のような対策を事前に取っておく必要がある．請
負者が発注者に対して早期完成予定の意思を⽰した⼯程表を提出する際に，請負者の
責任に因らない原因でその⼯程の建設プロジェクトの終了⽇が遅延した場合に，請負
者にはその追加費⽤を請求する権利があることを書⾯で通知しておくことが必要であ
る． 
さて，契約⼯期は建設プロジェクトの契約締結時に合意したもので始まり，プロジ
ェクト遂⾏中に発⽣した追加変更契約や⼯期延伸クレーム等で随時更新されることに
なる．遅れているかどうかの基準となる期⽇はその時点で有効となっている最新の契
約での契約⼯期である． 
3.1.2 遅延の判定 
建設プロジェクトが遅延しているかどうかについて，遅延を判定する時期が上記の
予定された期⽇や時間である契約⼯程の契約⼯期を既に過ぎていて，まだ建設プロジ
ェクトが完了していない場合，建設プロジェクトが遅延していることは明⽩である． 
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遅延を判定する時期が契約⼯程の契約⼯期よりも以前の段階で，建設プロジェクト
が遅れているかどうかを判定するためには，その時点以降の計画⼯程によって残⼯程
が残りどれだけの⽇数で建設プロジェクトを完成させられるかを客観的に⽰した上
で，その完成予定期⽇が契約⼯程の契約⼯期よりも遅れそうかどうかで判断すること
になる．つまり，遅延しているかどうかの判断は，遅延を判定する時期以降の残存部
分の計画⼯程表の実現可能性や精度に⼤きく依存することになる． 
この残存部分の計画⼯程部分が，プロジェクト開始直後の計画⼯程と同じでなけれ
ばならないのか，その時点で知り得る実績を踏まえて当初計画⼯程を修正した計画⼯
程としてよいのか，修正した計画⼯程とした場合にどのようにその実現可能性や妥当
性を担保するのかを事前に発注者と受注者とで協議し⽅針を決めておく必要がある． 
3.2 「作業の遅延」に影響を及ぼす要素 
作業の遅延に影響を及ぼす要素には次のようなものがある． 
① 作業の開始⽇の遅れに伴う作業の終了⽇の遅れ 
② 作業の中断・作業期間の延伸に伴う作業の終了⽇の遅れ 
しかし，これらの事象が発⽣したら必ず作業の終了⽇が遅れるわけではない．例え
ば，①のように作業の開始⽇の遅れが発⽣した場合，その遅延量が作業期間の短縮量
よりも多い場合にのみ，その作業の終了⽇は遅れることになる．作業期間が短縮した
場合にはܦ஽௜ の値は負の値となり，߂ ௌܶ௜＜｜ܦ஽௜ ｜であれば߂ ிܶ௜は正の値とはならず，作業
の終了⽇は遅れない．反対に，②のように作業期間が延伸した場合，その延伸量が作
業の開始⽇の先⾏量よりも多い場合にのみその作業の終了⽇は遅れることになる．作
業の開始⽇が先⾏した場合には，߂ ௌܶ௜の値は負の値となり，ܦ஽௜  ＜ ｜߂ ௌܶ௜｜であれば
߂ ிܶ௜は正の値とはならず，作業の終了⽇は遅延しない． 
すなわち作業の終了⽇の遅れは，作業の開始⽇の遅れと作業期間の延伸量の合計値
となる．数式で表現すると，作業の終了⽇の遅れは式(3−1ሻで表される． 
߂ ிܶ௜ 	 ൌ 	 ߂ ௌܶ௜ 	 ൅ 	 ܦ஽௜ 式	 ሺ3−1ሻ 
ただし， 
߂ ிܶ௜：作業 i の終了⽇の遅れ（⽇） 
߂ ௌܶ௜：作業 i の開始⽇の遅れ（⽇） 
ܦ஽௜  ：作業 i の作業期間の延伸量（⽇） 
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3.3 遅延に関連する概念 
3.3.1 混乱 (Disruption)  
混乱（Disruption）とは，建設プロジェクトの何等かの変更に起因して計画された期
間内に終わらせることができない⽣産性の低下現象のことを⾔い，前述したように作
業期間の延伸につながる． 
Gavin [26]によると，遅延による損害は建設プロジェクト全体の遅延によってのみ発
⽣するのに対して，混乱は建設プロジェクトの完成⽇の変動に無関係に，作業条件が
変化することによって発⽣する．⾔い換えるならば，全体⼯程に影響を及ぼす遅延事
象⼜は混乱事象は⼯期延⻑クレームが可能であるが，全体⼯程に影響を及ぼさない遅
延事象はクレームの対象とはならない．しかし，全体⼯程に影響を及ぼさない混乱事
象は，変更に起因する追加費⽤の請求クレームの対象となるという意味において，遅
延事象と混乱事象とは別のものであると考えるべきである．しかし，Rishe [27]による
と，遅延事象，混乱事象，促進事象は全て変更に伴う要素であるがそれらを明確に区
別することは困難であると記している． 
過去の⽂献による混乱の定義の例は以下の通りである． 
 混乱とは作業条件の変更に伴う⽣産性の低下のことである [28]．  
 混乱とは作業や作業の⼀部が計画通りに進むことを妨げる⾏為や事象のこと
である [16]．  
本論⽂では，混乱は遅延の⼀部として捉え，混乱と遅延を区別することなく，混乱
に伴う作業期間の延⻑量を遅延と解釈することにする． 
3.3.2 促進 (Acceleration)  
促進とは建設プロジェクトの全体あるいはある部分において，予定された⼯程より
も早く終わらせることであり，遅延とは対極に位置づけられる事象である．しかし，
Arditi 等 [29]によると，建設プロジェクトの促進は，完了した作業によって引き起こさ
れた遅延を取り戻すために発注者から指⽰されることが多い． 
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Thomas [30]の定義によると，予定された期間でより多くの作業を⾏うか，あるいは
同じ量の作業をより短い期間で⾏うことで促進が図られる．促進には追加費⽤が伴
い，残業あるいは休⽇作業等の予定外の時間帯において，例えば追加の労働⼒，機
械，材料，資⾦を投⼊することで，⼯程が促進されることになる．追加費⽤を伴わな
い⼯程圧縮（Mitigation）は，促進には含まれない． 
促進⾏為を当初の計画期間を縮めるという意味において，負の値の遅延という概念
と捉えるか，遅延とは異なる概念と捉えるかで取り扱う遅延分析の分析対象が変わっ
てくる．統⼀的⾒解は形成されていないが，第 5 章で紹介する遅延分析⼿法において
は，実績⼯程として明⽰的に促進を取り扱っている分析⼿法以外は促進を遅延とは別
概念として捉えている． 
既に発⽣した遅延を取り戻すための促進の種類には， 
① 促進指⽰ 
② 建設的促進 
③ ⾃発的促進 
の３種類 [16]がある．以降に個々の促進の定義について述べる． 
3.3.2.1 促進指⽰ 
促進指⽰とは，発注者から請負者に対する公式な促進の指⽰があった場合の促進⾏
為である．具体的には，契約で規定されている作業の全体あるいは⼀部分を計画より
も早く終わらせる発注者からの指⽰や，対策を施さなければ遅延の発⽣の可能性のあ
る状況下で計画外の⽅法等で計画よりも早く終わらせるような発注者指⽰が含まれ
る．発注者による公式な促進指⽰であるため，促進による請負者の追加費⽤は弁済さ
れる権利が発⽣することになる． 
3.3.2.2 建設的促進 
建設的促進は，請負者に責任のない遅延が発⽣した場合に⼯程を回復する場合の促
進⾏為であり，発注者から請負者に公式の促進指⽰がない場合である．建設的促進に
は追加費⽤が伴い，この費⽤を弁済してもらうためには，この促進⾏為が建設的促進
であるとして発注者に認めてもらう必要がある．建設的促進として認めてもらうため
の要件は，時系列順に以下のステップを踏む必要がある [16]．  
① 請負者に責任のない遅延が発⽣（契約外の追加作業による遅延を含む） 
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② 請負者がその遅延に対する⼯期延伸の権利を主張 
③ ⼯期延伸クレームに対して，所定の期間内に発注者が⼯期延伸を認めない 
④ 発⽣した遅延に対して，発注者が促進を指⽰⼜は暗⽰ 
⑤ 発注者の指⽰⼜は暗⽰に対して，請負者が建設的促進であることを通知 
すなわち，請負者に責任のない遅延に対する⼯期延伸のクレームが適切に処理され
ない状況下で，発注者から⼯程圧縮の指⽰・暗⽰があり，それに対して請負者がその
促進⾏為が建設的促進であることを通知した場合に建設的促進が認められ，その促進
に伴って発⽣する追加費⽤も弁済される権利が発⽣することになる． 
3.3.2.3 ⾃発的促進 
⾃発的促進とは，請負者に責任のある遅延が発⽣した場合に，⾃発的にその遅延を
回復しようとする促進⾏為である．発⽣した遅延が請負者責任であるが故に，その遅
延を回復するための促進に伴う追加費⽤は弁済されることはない． 
3.3.3 ペーシング (Pacing) 
Zack [23]によると，ペーシングは，発注者責任による遅延によって建設プロジェク
ト全体が遅延する場合に，請負者が作業の進捗速度を意図的に落として建設プロジェ
クトにかかるコストをより経済的・効率的にする時間的調整⾏為である．ペーシング
も前述したように同時発⽣遅延も契約的責任の異なる遅延事象が同時期に複数発⽣し
ているという意味では同じだが，ペーシングが同時発⽣遅延と明確に異なるのは，契
約相⼿⽅の遅延による影響を認識することで，意図的に⾃らの作業遂⾏スピードを低
減する点である．請負者がペーシングを⾏う理由は，発注者責任による遅延でもたら
される⼯程の変化に対応して，コスト⾯でより効率的なリソースを再配分する選択肢
を請負者が選択し，リソースの再配分をしなかった場合に被るだろう費⽤負担を少し
でも軽減しようと試みるからである．既に契約相⼿⽅の責任による遅延が発⽣して，
計画⼯程を遵守する必要がなくなるため，当初の施⼯速度で急いで施⼯して後で待つ
よりは，より経済的な速度で施⼯しようと考えてペーシングを選択することになる．
⾔い換えるならば，契約相⼿⽅の責任による遅延によって⽣み出された新たなトータ
ルフロートを消費することができるようになることで，より経済的な施⼯速度で施⼯
する計画に変更する⾏為とも⾔える． 
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ペーシングは意図的に施⼯速度を落とす⾏為であるため，遅延ではない．ペーシン
グによる施⼯速度の低減⾏為を遅延とみなされないように，請負者は明⽰的にペーシ
ングを⾏う意図を事前に⽂書で通知することで，ペーシングを遅延と誤解されるリス
クを回避するべきである． 
事前通知⽂書には， ペーシングの成⽴要件，すなわち契約相⼿⽅の遅延の存在，オ
リジナルの計画通りに施⼯した場合に発⽣すると客観的に想定される損失，及び予定
しているペーシングの計画内容，すなわちその想定損失を回避するための新しい施⼯
速度と新計画におけるその作業の終了予定⽇等を記述しておくべきである． 
3.4 同時発⽣遅延 (Concurrent Delay) 
契約的責任の異なる複数の遅延事象が同時期に発⽣しているとみなされる状況を同
時発⽣遅延 (Concurrent Delay) と呼ぶ [31]．Concurrent Delay は建設プロジェクトの
進捗がピークとなる時期に複数の責任主体の作業が同時期に遂⾏される時によく発⽣ 
[32]する．プロジェクトの遅延分析は相互に影響する複数の原因に起因する遅延が発⽣
した場合には⾮常に複雑となる [33] [34]．何故ならば，請負者も発注者も Concurrent 
Delay を証明することで，⾃らの責任による遅延事象によってプロジェクトが遅延し
た責任の負担を軽減しようと試みるからである [32]．この Concurrent Delay となる可
能性がある場合に，次の２点においてしばしば争議の対象となる [35] [36] [37]． 
①．Concurrent Delay が成⽴しているかどうかについて契約当事者間で合意される
かどうか． 
②．Concurrent Delay が成⽴していることが契約当事者間で合意された場合に，そ
れぞれの契約主体が負うべき負担をどのように分配するか． 
Concurrent Delay に関連する争議が発⽣しやすい理由の⼀つとして，Concurrent 
Delay の成⽴要件に関する定義や，Concurrent Delay の遅延責任負担分配ルールにつ
いて，統⼀的な⾒解が合意されていないことが挙げられる． 
3.4.1 同時発⽣ (Concurrent） の解釈 
英和辞書によると，Concurrent という単語の意味は，“同時発⽣の”，“同時に起こっ
て”となっている．厳密に“同時”という解釈で Concurrent を捉えるとするならば，
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Concurrent は，全く同じ⽇の同じ時間帯に発⽣した複数の遅延と解釈できる [16] 
[38]． 
例えば，ある作業において，午前中に請負者責任による機械の故障で遅延が発⽣
し，同⽇の午後に発注者責任による図⾯の発給遅延が発⽣したとする．完全に物理的
に同じ時間帯のみを Concurrent と解釈するのであれば，このケースは Concurrent 
Delay とはみなされない．実務上，プロジェクト記録としての Daily Report は⼀⽇単
位で報告されていることが多いが，Daily Report に発⽣時間まで記録することを求め
られているケースは稀であり，プロジェクト記録として残る最⼩単位である⽇単位を
Concurrent の最⼩単位とすべきであろう． 
これに対して，物理的に全く同じ時間帯でなかったとしても，ある⼀定期間内で発
⽣した複数の遅延に対して Concurrent であると解釈する [39] [40]場合がある．具体的
には，Window Analysis で⼯程分析を⾏う場合に，分析対象となる同じ Window にあ
る複数の遅延は Concurrent であると解釈する． 
どちらの解釈が発注者・請負者に有利かといった性質の違いではなく，どちらの契
約的主体であっても Concurrent Delay を⽴証したい主体かどうかで取るべき⽴場が変
わるものであるため，遅延が発⽣する前であれば⽐較的容易に合意することが可能で
あると考えられる． 
3.4.2 遅延責任負担の分配問題 
Concurrent Delay について契約当事者間で合意が得られた場合，その次に問題とな
るのが遅延責任負担の分配問題である．遅延責任負担の分配ルールにも様々な諸説が
存在するため，統⼀的な⾒解は形成されていない [41] [42]． 
まず，発注者責任遅延と第三者責任遅延が Concurrent だった場合について考察す
る．発注者責任遅延も第三者責任遅延も共に請負者には⼯期延⻑の権利が認められる
遅延であるため，争点は請負者に追加費⽤の請求権利を認めるかどうかに絞ることが
できると考えられる．多くの⽂献が追加費⽤の請求権利を認めない⽴場を取っている
のに対して，Ponce De Leon [43]は追加費⽤の請求権利を認める⽴場を取っており，
Muhanad [44] は追加費⽤請求の権利を半分だけ認めるべきだという⽴場を取ってい
る．請負者側の視点に⽴てば，発注者責任遅延が発⽣しているのだから，追加費⽤を
認めるべきだという⽴場になるし，発注者側の視点に⽴てば第三者責任遅延が発⽣し
ているのだから追加費⽤を認める必要はないという⾒解となる．請負者に追加費⽤を
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認めるか認めないかの⼆者択⼀の決断では，契約当事者の⼀⽅だけに利益となる判断
となるため，⼤きな争議リスクとなる．契約当事者の責任と負担を等分分配して，追
加費⽤の半分だけ認めるという Muhanad [44]の説は折衷案であると考えられる． 
次に，第三者責任遅延と請負者責任遅延が Concurrent だった場合について考察す
る．第三者責任遅延も請負者責任遅延も両⽅とも，請負者にとって追加費⽤の権利が
ないために，争点は請負者に⼯期延⻑の権利を認めるかどうか，発注者に遅延損害⾦
を請求する権利を認めるかどうかに焦点を絞ることができる．多くの⽂献では⼯期延
⻑の権利を認め，発注者の遅延損害⾦の権利を認めない⽴場を取っているのに対し
て，Baram [32]や Arditi [45]等は⼯期延⻑を認めない⽴場を取り，Muhanad [44]は⼯期
延⻑の権利と遅延損害⾦の権利を半分だけ認めるという⽴場に⽴っている．請負者側
の視点に⽴てば，第三者責任遅延が発⽣しているために⼯期延⻑を認めるべきだとい
う⽴場に，発注者側の視点に⽴てば請負者責任遅延が発⽣しているのだから⼯期延⻑
は認めないという⽴場となる．請負者に⼯期延⻑の権利を認めるか認めないかの⼆者
択⼀の判断では，契約当事者の⼀⽅だけに利益となる判断であるために，⼤きな争議
リスクとなる．ここでも Muhanad [44]の説は契約当事者の責任と利益を等分分配して
請負者の⼯期延⻑を半分だけ認め，発注者の遅延損害⾦を請求する権利も半分認める
ために，折衷案であると考えられる． 
最後に発注者責任遅延と請負者責任遅延が Concurrent だった場合について考察す
る．発注者責任遅延によって請負者には⼯期延⻑と追加費⽤の権利が発⽣し，請負者
責任遅延によって発注者には遅延損害⾦の請求権利が発⽣することになり，全ての権
利が絡む複雑なケースである．Ponce De Leon [43]や Rubin [46]は⼯期延⻑を認める⽴
場を取り，Baram [32]は⼯期延⻑を認めない⽴場に⽴っている．Muhanad [44]は⼯期
延⻑も遅延損害⾦も半分だけ認めるという⽴場を取っている．ここでも，契約当事者
の⼀⽅だけの権利を認めるか認めないかの⼆者択⼀の判断では，契約当事者の⼀⽅だ
けに利益となる判断となるために，⼤きな争議リスクとなる．Muhanad [44]はここで
も契約当事者の責任と負担を等分分配して，請負者の⼯期延⻑と追加費⽤を半分だけ
認め，発注者の遅延損害⾦も半分だけ認めるという折衷案を提案している． 
Nguyen [41]や Peters [42]は Concurrent Delay の対象となる⼆つの遅延事象が同時
に発⽣した場合の遅延責任負担の分配⼿法に対する過去の⽂献の⾒解の違いを表にま
とめている．これらの表の中から出典が明確に確認できたものを抽出し，さらにその
後の研究結果を追加した結果が表 3-1 である．  
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表 3-1 遅延責任負担分配⼿法⼀覧表  
⽂献 
Concurrent となる遅延の組合せ 
第三者責任遅延と 
発注者責任遅延の
Concurrent 
第三者責任遅延と 
請負者責任遅延の
Concurrent 
発注者責任遅延と 
請負者責任遅延の
Concurrent 
1 Ponce de Leon [43] ⼯期○，費⽤○ ⼯期○，費⽤× ⼯期○，費⽤× 
2 Reams [47] Battikha [48] ⼯期○，費⽤× ⼯期○，費⽤× 記述なし 
3 Arditi [45]Al-Saggaf [49] ⼯期○，費⽤× ⼯期×，費⽤× 記述なし 
4 
Rubin [46]Galloway 
[33]Wiezel [50]Alkass 
[51]Schumacher 
[52]Kartam [53]Stumpf 
[24]Reynolds [54]Niesse 
[55]AACE RP [16] 
⼯期○，費⽤× ⼯期○，費⽤× ⼯期○，費⽤× 
5 Construction Claim Monthly [56]Baram [32] ⼯期○，費⽤× ⼯期×，費⽤× ⼯期×，費⽤× 
6 Kraiem [57]James 
[40]Kutil [34]Finke 
[12]Ness [39]Bubshait 
[58] 
⼯期○，費⽤× ⼯期○，費⽤× 
⼯期○，費⽤× 
or 
等分分配 
7 Wichwire [59] ⼯期○，費⽤× ⼯期○，費⽤× 等分分配 
8 Muhanad [44] 等分分配 等分分配 等分分配 
⼯期〇：⼯期延⻑申請可能， ⼯期✕：⼯期延⻑申請不可能 
費⽤〇：追加費⽤請求可能， 費⽤✕：追加費⽤請求不可能  
33 
 
3.5 「遅延」の特定 
建設プロジェクトのある作業に遅延が確認された場合，その遅延の原因とその遅延
の影響とに分けて分析が⾏われることになる．この分析は定性的分析と定量的分析と
に分けることができる． 
まず，何が遅延の原因であるかを突き詰め，遅延の契約的責任分類のどの区分の遅
延であるかを特定する定性的分析が⾏われる．定性的分析と並⾏に，遅延の原因がい
つ発⽣し，どのくらいの期間発⽣していたかを定量的に分析することになる．この
時，遅延の発⽣時期が明確に特定できない場合には，遅延の発⽣時期を特定するルー
ルを予め決定しておく必要性が出てくる． 
例えば，５⽇間を所要期間として計画されたある作業で，２⽇⽬に悪天候の影響で
作業不能となり，最終的に６⽇間かかったとする．図 3-1 のように，２⽇⽬の悪天候
が遅延の直接的な原因であり，当初の予定よりも伸びてしまった６⽇⽬が遅延の影響
となる．遅延の直接的な原因が明確に分かっている場合，遅延の発⽣時期と期間は明
確に特定できる． 
 
図 3-1 遅延の原因を特定できる場合 
 
 
図 3-2 遅延の原因の特定が困難な場合 
しかし，例えば図 3-2 のように５⽇間を所要期間として計画された発注者による計
画書の承認作業で，実際に承認されたのが６⽇⽬だった場合について考察する．承認
作業中に承認作業担当者が休暇を取得するなど，明確に遅延理由が特定できる場合は
問題とならない．しかし，明確に遅延原因の時期を特定できない場合も考えられる．
遅延の発⽣時期の特定は直接的には建設プロジェクトの遅延への影響分析には影響し
ないが，同時発⽣遅延の特定に⼤きく影響する事項である．よって，遅延の発⽣時期
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が明確に特定できない場合の遅延の特定のルールを予め決定しておくことが望まし
い． 
考えられるルールの例として，ここで２例挙げる． 
 遅延の原因が不明瞭な場合に，遅延の影響の発⽣時期を遅延の原因とみなす⼿
法 
 遅延の原因が不明瞭な場合に作業の遅延の原因をその遅延を含む作業に要した
期間全体とみなす⼿法 
3.6 「遅延」の契約的責任分類 
建設プロジェクトで発⽣する遅延について，契約的責任の観点からその種類を整理
する．まず，請負者の視点から⾒た⼯期延⻑の権利の有無によって，Excusable Delay 
（⾔い訳できる遅延）と Inexcusable Delay（⾔い訳できない遅延）とに分類できる．
前者は契約書で⼯期延⻑の権利を認めている遅延であるのに対し，後者はその権利を
認めていない遅延であり，反対に発注者は請負者に対して遅延損害賠償⾦を請求でき
る遅延ということになる．⾔い換えるならば，Excusable Delay （⾔い訳できる遅
延）は，請負者責任以外の遅延となり，⼯期延⻑の対象となる遅延である．また，
Inexcusable Delay（⾔い訳できない遅延）は請負者責任の遅延であり，⼯期延⻑の対
象とならない遅延である． 
Excusable Delay は契約書に従って，その遅延に伴う追加費⽤の請求の権利の有無
によってさらに Compensable Delay（費⽤弁済可能な遅延）と Non-compensable 
Delay（費⽤弁済不可能な遅延）とに分類することができる．つまり，請負者責任以外
の遅延は，Compensable Delay（費⽤弁済可能な遅延）である発注者責任の遅延と
Non-compensable Delay（費⽤弁済不可能な遅延）である第三者責任の遅延とに分類
されることになる．図 3-3 はこれらの分類を図式化してわかりやすくしたものであ
る． 
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図 3-3 遅延の契約的責任分類 
建設プロジェクトで発⽣する遅延を数学の集合の概念で表現する. 
全ての遅延は，請負者責任の遅延と請負者責任以外の遅延とに区分できる． 
ܦா஽ ∪ ܦூா஽ ൌ ܦ 式	 ሺ3−2ሻ 
請負者責任の遅延と請負者責任以外の遅延は完全に区分できる 
ܦா஽ ∩ ܦூா஽ ൌ ߔ 式	 ሺ3−3ሻ 
ሺ ܦா஽ ⊔ ܦூா஽ ሻ 式	 ሺ3−4ሻ 
ሺ ܦா஽തതതത ൌ ܦூா஽ ሻ 式	 ሺ3−5ሻ 
ሺ ܦூா஽തതതത ൌ ܦா஽ ሻ 式	 ሺ3−6ሻ 
請負者責任以外の遅延は，第三者責任の遅延と発注者責任の遅延とに区分できる 
ܦ஼஽ ∪ ܦே஼஽ ൌ ܦா஽ 式	 ሺ3−7ሻ 
第三者責任の遅延と発注者責任の遅延は完全に区分できる 
ܦ஼஽ ∩ ܦே஼஽ ൌ ߔ 式	 ሺ3−8ሻ 
ሺ ܦ஼஽ ⊔ ܦே஼஽ ሻ 式	 ሺ3−9ሻ 
請負者責任以外の遅延
Clasification of Contractual Liability
遅延の契約的責任分類
追加費用請求権有
Noncompensable Delay
追加費用請求権無
Excusable Delay
工期延長申請権有
Inexcusable Delay
工期延長申請権無
請負者責任の遅延
発注者責任の遅延 第三者責任の遅延
Compensable Delay
36 
 
ただし， 
ܦா஽ ∶	 請負者責任以外の遅延(Excusable Delay) 
ܦூா஽ ∶	 請負者責任の遅延(Inexcusable Delay) 
ܦ஼஽ ∶	 発注者責任の遅延(Compensable Delay) 
ܦே஼஽ ∶	 第三者責任の遅延(Non-compensable Delay) 
3.7 契約的責任分類毎の具体的な遅延事例 
前述した契約的責任分類に対して，建設プロジェクトで発⽣する様々な遅延事象が
それぞれ具体的にどの契約的責任分類に属するかを，世界的に多く採⽤されている
FIDIC 1987 年度版 [10]と FIDIC 1999 年度版 [11]の RED BOOK を参照して整理す
る． 
3.7.1 ⼯期延⻑の権利を規定している条項 
FIDIC の RED BOOK では，⼯期延⻑の権利を規定している条項があり， 1987 年度
版では 44.1 条であり，1999 年度版では 8.4 条である．この条項に規定されている原
因で遅延が発⽣した場合には，請負者に⼯期延⻑の権利が発⽣することになるため，
この条項で定められた事項は請負者責任以外の遅延（発注者責任遅延⼜は第三者責任
遅延）の分類となる． 
まず，1987 年度版の 44.1 条では，以下の５項⽬が⼯期延⻑の権利を有する条件と
して挙げられている． 
① 余分な業務や追加作業の⼯事量や⼯事内容 
② 契約条件書に書かれている遅延の原因 
③ 異常に不運（不利）な気象条件 
④ 発注者による遅延，障害⼜は妨害 
⑤ 請負者の不履⾏や契約違反に⽣じたものを除いたその他の特別な状況 
1999 年度版の 8.4 条でも，以下の５項⽬が⼯期延⻑の権利を有する条件として挙げ
られている． 
① 契約に基づいた変更や契約⼯事の項⽬の⼤幅な数量変更 
② 契約条件書の条項で⼯期延⻑の権利を与えている遅延原因 
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③ 異常に不運（不利）な気象条件 
④ 伝染病や政府の施策によって予測不可能な労務・資機材の調達が困難となっ
た場合 
⑤ 発注者や発注者側の要員⼜は現場での発注者の遅延や妨害の中で他の請負者
に起因するもの 
これらの条項に基づく遅延は⼯期延⻑の権利を有する遅延であり，Excusable Delay
となり，請負者責任以外の遅延と解釈できる．これらの条項を個別に詳しく⾒てゆ
く． 
3.7.1.1 ⼯事の変更に関する事項 
①については，1987 年度版も 1999 年度版も⼯事の変更に関する事項について記述
されている．⼯事の変更に関する条項が記載されているのは，1987 年度版の 51.1 条
と 1999 年度版の 13.1 条であり，これらの条項には追加費⽤の請求が明確に契約書に
記述されている．すなわち，①に関する⼯事の変更に関する事項については，⼯期延
⻑の権利も追加費⽤の請求権利も認められていることになり，発注者責任遅延の分類
(Compensable Delay)となる． 
具体的には，例えば以下のような遅延が考えられる． 
 設計変更に伴う遅延 
 追加⼯事に伴う遅延 
 材料仕様変更に伴う遅延 
 ⼯事数量の増減，削除に伴う遅延 
 ⼯事場所の変更，施⼯順序の変更に伴う遅延 
3.7.1.2 ⼯期延⻑を認めると明記している事項 
②については，契約書の条項の中で明確に⼯期延⻑の権利を記述している様々な条
項が該当する．契約書の条項で⼯期延⻑の権利を明記している条項では，同時に追加
費⽤の請求権利も明記されているため，発注者責任遅延の分類(Compensable Delay)
となる． 
具体的には，以下のような条項が該当する． 
 1987 年度版 6.4 条の「図⾯の遅れに伴う遅延と費⽤」 
 1987 年度版 12.2 条の「予測できない物理的障害物や条件」 
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 1987 年度版 27.1 条の「化⽯」 
 1987 年度版 36.5 条の「規定外の試験におけるエンジニアの決定事項」 
 1987 年度版 40.2 条の「⼯事中断に伴うエンジニアの決定事項」 
 1987 年度版 42.2 条の「現場引渡しの失敗」 
 1987 年度版 69.4 条の「請負者による⼯事中断の権利」 
 1999 年度版 1.9 条の「図⾯⼜は指⽰の遅延」 
 1999 年度版 2.1 条の「現場への⽴⼊り権」 
 1999 年度版 4.7 条の「計画位置の設定」 
 1999 年度版 4.12 条の「予測できない物理的条件」 
 1999 年度版 4.24 条の「化⽯」 
 1999 年度版 7.4 条の「試験」 
 1999 年度版 8.9 条の「⼯事中断」 
 1999 年度版 10.3 条の「完成試験の遅延」 
 1999 年度版 13.7 条の「法令変更」 
 1999 年度版 16.1 条の「請負者による⼯事中断の権利」 
 1999 年度版 17.4 条の「発注者リスク」 
 1999 年度版 19.4 条の「不可抗⼒」 
これらの条項に該当する具体的な遅延としては，例えば以下のような遅延が考えら
れる． 
 発注者による図⾯発給遅延 
 発注者による情報提供遅延 
 発注者による設計条件提⽰遅延及び設計条件変更の遅延 
 経験ある請負者でも予測できない地盤条件による遅延 
 経験ある請負者でも予測できない現場条件による遅延 
 経験ある請負者でも予測できない地下条件による遅延 
 経験ある請負者でも予測できない交通規制や交通制限 
 化⽯や遺跡等考古学的・地質学的価値のあるものによる遅延 
 契約書に規定されていない試験による遅延 
 契約書に規定されているが試験場所や詳細が変更されたことによる遅延 
 エンジニアによる⼯事中断指⽰に伴う遅延 
 現場引渡し⽇の遅延 
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 発注者による⽀払遅延 
 発注者提供の測量基準点情報の誤りによる遅延（1999 年度版のみ） 
 法令変更に伴う遅延（1999 年度版のみ） 
 戦争・暴動・内戦に伴う遅延（1999 年度版のみ） 
 発注者提供の設計に関する遅延（1999 年度版のみ） 
 地震・台⾵・落雷・噴⽕等の天災による遅延（1999 年度版のみ） 
 発注者の責任による完成試験の遅延（1999 年度版のみ） 
3.7.1.3 異常な気象条件 
③については，異常な気象条件について規定している．異常な気象条件について追
加費⽤に関する記述はどこにもないため，第三者責任遅延の分類（Non-compensable 
Delay）となる． 
 具体的には，例えば以下のような遅延が考えられる． 
 降⾬・降雪による遅延 
 強⾵による遅延 
 洪⽔による遅延 
3.7.1.4 発注者義務に起因する遅延 
1987 年度版④及び 1999 年度版⑤の項⽬は，本来発注者が⾏わなければならない義
務を遂⾏しないことによる遅延や妨害⾏為について規定している． 
第２⽬のように明確に⼯期延⻑・追加費⽤の権利を認めている条項に対して，⼯期
延伸の権利は明確に規定されていないが追加費⽤の権利が明記されている条項はこの
発注者義務に起因する遅延の事項に該当する．追加費⽤の請求権利を認めているため
に，発注者責任遅延の分類（Compensable Delay）となる． 
具体的には，次のような条項が該当する． 
 1987 年度版の 31.2 条の「他の請負者の便宜」 
 1999 年度版の 4.6 条の「協⼒」 
具体的には，例えば以下のような遅延が考えられる． 
 他業者との調整に基づく遅延 
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また，契約条項には追加費⽤の請求権利が明記されていないが，発注者の義務と判
断できる事項として解釈できる条項もこの発注者義務に起因する遅延の事項として該
当すると考えられる．これらの条項の項⽬は状況に応じて追加費⽤の請求権利がある
と主張することが可能であると解釈できる． 
具体的には，次のような条項が該当し，条件付ではあるが発注者責任遅延の分類
（Compensable Delay）と考えられる． 
 1987 年度版の 1.5 条の「通知・同意・承認・証明及び決定」 
 1987 年度版の 5.2 条の「契約書類の優先順位」 
 1987 年度版の 7.2 条の「請負者による本設⼯事の設計」 
 1987 年度版の 8.1 条の「請負者の⼀般的義務」 
 1987 年度版の 11.1 条の「現場の調査」 
 1987 年度版の 19.1 条の「安全・保安及び環境保護」 
 1987 年度版の 36.1 条の「材料・プラント・出来栄えの質」 
 1987 年度版の 37.2 条の「検査と試験」 
 1987 年度版の 38.2 条の「被覆の除去と開⼝」 
 1999 年度版の 1.3 条の「コミュニケーション」 
 1999 年度版の 1.5 条の「書類の優先順位」 
 1999 年度版の 1.8 条の「⽂書保管及び供与」 
 1999 年度版の 4.1 条の「請負者の⼀般的義務」 
 1999 年度版の 4.10 条の「現場のデータ」 
 1999 年度版の 7.3 条の「検査」 
 1999 年度版の 8.5 条の「公共機関に起因する遅延」 
これらの条項に該当する遅延として具体的には次のような遅延が考えられる． 
 発注者の決断遅延 
 エンジニアによる施⼯図承認 
 提出⼯程の承認遅延 
 材料承認遅延 
 下請承認遅延 
 請負者の本設⼯事の設計に対するエンジニアの承認遅延 
 発注者提供の設計の間違いによる遅延 
 契約仕様書の誤り，脱落その他の⽋陥に基づく遅延 
41 
 
 ⼊札時に発注者が提供した地下条件・⽔⽂条件・調査情報の誤りによる遅延 
 エンジニアの過度な安全・保安・環境保護の指⽰による遅延 
（1987 年度版のみ） 
 公共機関の承認業務に起因する予⾒できない遅延（1999 年度版のみ） 
 材料・プラント・出来栄えに対するエンジニアの過度な指⽰に基づく遅延 
（1987 年度版のみ） 
 不当に厳しい材料・プラントへの検査 
 ⼀旦閉じた⼯事⽬的物を検査のために再度開けたことによる遅延 
（1987 年度版のみ） 
3.7.1.5 請負者が管理できない事項 
1987 年度版⑤に関する事項は，請負者が管理できない事項と考えられる．これらの
条項に該当する契約条項として，次のような条項が挙げられる． 
 1987 年度版の 17.1 条の「計画位置の設定」 
 1987 年度版の 20.3 条の「発注者リスク」 
 1987 年度版の 65.3 条の「特別リスク」 
 1987 年度版の 70.2 条の「法令変更」 
これらの 1987 年度版の条項では，追加費⽤請求権のみを規定しており，発注者責
任遅延の分類（Compensable Delay）であると考えられる．この内容の条項は 1999
年度版では明確に⼯期延⻑を認めている条項である． 
これらの条項に該当する具体的な遅延は以下のようなものが考えられる． 
 発注者提供の測量基準点情報の誤りによる遅延 
 法令変更に伴う遅延 
 戦争・暴動・内戦に伴う遅延 
 発注者提供の設計に関する遅延 
最後に 1999 年度版④に関する事項は⼆つの遅延について規定している．伝染病に
起因した遅延に関しては追加費⽤の記述がないため，第三者責任遅延の分類（Non-
compensable Delay）であると考えらえる．政府の施策による遅延は⼯期延⻑を認め
ると明記されている事項に含まれ，発注者責任遅延の分類（Compensable Delay）と
考えられる． 
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3.7.2 遅延損害賠償⾦を規定している条項 
遅延損害賠償⾦を規定している条項は以下の通りである． 
 1987 年度版の 47 条 
 1999 年度版の 8.7 条 
どちらの版においても，請負者が契約⼯期（中間引渡を含む）を守ることができな
かった場合に，遅延損害⾦上限額を考慮した上で請負者は発注者に遅延⽇数に応じた
遅延損害賠償⾦を⽀払うものと規定している． 
これらは契約書に⼯期延⻑の権利が記述されていない遅延原因による遅延であり，
請負者責任遅延の分類（Inexcusable Delay）と考えられ，具体的に例えば次のような
遅延が考えられる． 
 請負者の管理不⾜による書類提出の遅延 
 請負者の能⼒不⾜による施⼯計画・⼯程の精度による遅延 
 請負者の管理不⾜による仮設インフラ（⼯事⽤⽔・電気・下⽔・通信）に伴
う遅延 
 請負者の管理不⾜に伴う低⽣産性による遅延 
 請負者の管理不⾜による労務調達，技量不⾜に伴う遅延 
 請負者の管理不⾜による材料調達，材料損傷，材料制作遅延に伴う遅延 
 請負者の管理不⾜による機械調達，機械故障，機械性能不⾜，機械台数不⾜
に伴う遅延 
 請負者の管理不⾜に伴う既設構造物への損傷に伴う遅延 
 請負者の管理不⾜に伴う下請業者の⼯程調整，資⾦問題，下請選定に伴う遅
延 
 請負者の管理不⾜に伴う事故災害・⽕事等による遅延等． 
3.8 第 3 章のまとめ 
この章で論じた事項は以下の通りである． 
 建設プロジェクトの遅延の定義 
3.1 で建設プロジェクトの遅延を予定された期⽇という観点と遅延判定という⼆つの
観点から定義づけた． 
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 作業の遅延の数式化 
建設プロジェクトに含まれる各作業に着⽬し，3.2 で各作業に発⽣する遅延のメカニ
ズムについて数式を⽤いて式(3−1ሻで表現した． 
 遅延に関連する概念の整理 
遅延に関連する概念として，⽣産性の低下を意味する混乱，遅延と反対する概念と
しての促進，意図的に作業進捗速度を低下させるペーシングについて 3.3 で概説し，
遅延分析を⾏う上での留意点について論じた．明確な遅延原因が特定できない場合に
遅延の時期をどのように特定するかについては，3.5 で述べたような遅延時期の特定⽅
法の選択肢を参考にして，契約当事者間で事前合意しておくべきである． 
 同時発⽣遅延（Concurrent Delay） 
同時発⽣遅延（Concurrent Delay）に関する契約当事者間の紛争の争点を 3.4 で整
理し，事前合意しておくべき項⽬を特定した上で，それぞれの項⽬に対する選択肢を
提⽰した． 
 遅延の契約的責任分類 
遅延の契約的責任分類を定義し，具体的な様々な遅延事象に対して FIDIC を基準に
してどの契約的責任分類に属するのかを論じた．この契約的責任分類を⽤いて，第 5
章で具体的な遅延分析⼿法グループ及び個別の遅延分析⼿法について論じる． 
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第4章 遅延分析のために必要な⼯程表の要件 
この章では，遅延分析の分析対象となる⼯程表に必要とされる要件について考察す
る．過去の⽂献には遅延分析⼿法に関する記述はなされているが，遅延分析の対象と
なる⼯程表に必要とされる要件に関しては記述されていない．必要とされる要件を満
たしていない⼯程表では，そもそも遅延分析を⾏う前提条件を満たしていないという
理由でエンジニアから遅延分析すること⾃体を棄却される可能性がある．今回，遅延
分析の対象となる⼯程表に必要とされる要件を整理して論じることは，そういったリ
スクを低減することが可能となると考えられる． 
4.1 契約的有効性 
契約的に有効でない⼯程表でいくら⼯程分析をしても，特殊な事情がない限り⼯期
延伸を勝ち取ることはできない．契約的に有効である⼯程表とは，契約書に基づき発
注者の承認を受けた⼯程表である．この⼯程表には，当初契約時の契約図書に含まれ
る契約⼯程表や，その後着⼯指⽰が発給された後に提出して承認・同意を得る基本⼯
程表，⼜は建設プロジェクト遂⾏中に⼯期延伸が承認された場合には，⼯期延伸を考
慮して作成され発注者に承認された更新基本⼯程表等が含まれる． 
遅延分析⼿法の中には，契約⼯程である計画⼯程ではなく実績⼯程を分析対象⼯程
とする遅延分析⼿法もある．実績⼯程を分析対象⼯程とする遅延分析⼿法を採⽤する
場合には，契約当事者間で事前合意をしておくことが⾮常に重要である． 
4.2 ＣＰＭ⼯程表の論理性 
論理的に誤った CPM で作成された計画⼯程表では遅延分析によって建設プロジェ
クトが遅れているかどうかを客観的に判定できない．論理的に正しい CPM の成⽴要
件は以下の通りである． 
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4.2.1 キーデート（Key Date） 
契約で規定された⽇(Key Date)が⼯程表に正しく盛込まれていることが必要であ
る．契約で規定された⽇(Key Date)には，着⼿⽇，竣⼯⽇，及び状況に応じて中間引
渡⽇などが含まれる． 
着⼿⽇は”Notice to proceed”で通知された⽇付であり，この⽇を基点として CPM が
開始されている必要がある．竣⼯⽇や中間引渡⽇は契約で定められた⽇付であり，⼯
期延伸等の⼯期に関する契約変更がない限り変動することはなく，これらの⽇は遅延
が発⽣しているかどうかを判定するための基準となる「予定された期⽇や時間」とな
る． 
4.2.2 スコープ（Scope） 
WBS は Work Breakdown Structure の略語であり，⼯程表を構成する各作業を最少
単位とする階層構造のことである．CPM で作成された⼯程表は WBS で構成され，そ
の⼯程表には契約で定められた建設プロジェクトの全てのスコープを網羅していなけ
ればならない．契約に含まれるスコープの⼀部分が⽋落している WBS で作成した
CPM では，正しく竣⼯⽇を表現することができないからである．また，契約に含まれ
ないスコープは WBS に含んではならない．⼯程表を構成する WBS のスコープは契約
内容と同じでなければ，正しく⼯程管理ができないことになる． 
4.2.3 カレンダー設定 
作成された CPM の⼯程表に設定されているカレンダー（稼働⽇・⾮稼働⽇の設
定）が請負者の計画する稼働⽇・⾮稼働⽇設定と合致している必要がある． 
カレンダーが⼯程表に設定されていない場合には，稼働⽇・⾮稼働⽇から割り出し
た稼働率を考慮した作業期間が各作業に設定されている必要がある． 
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4.2.4 作業期間の設定 
各作業に設定される作業期間が実現可能で，必要以上の余裕を含まない期間で設定
されている必要がある．基本的には別途作成する施⼯計画書に記述される⽣産性，す
なわち単位⼯事数量当たりの所要期間の割合を⽰す歩掛を基準に設定されている必要
がある．⾮現実的に短すぎる作業期間や，必要以上に余裕を⾒込んだ作業期間が設定
されている CPM では，正しく竣⼯予定⽇を表現することができない． 
前述した稼働⽇・⾮稼働⽇や，過去の気象状況から判断される稼働率を考慮して作
業期間を設定する場合には，施⼯計画書等のその算出条件や経過・結果等を記述して
おくことが望ましい． 
4.2.5 論理的依存関係の設定 
論理的依存関係は先⾏作業や後続作業の施⼯順番・条件を⽰す設定であり，この設
定が誤っていれば正しい⼯程表にはならない．  
CPM で作成した⼯程表は，着⼯⽇から始まり，竣⼯⽇（⼜は中間引渡⽇）まで論理
的依存関係が設定されている必要がある．つまり着⼿⽇以外の全ての作業には先⾏作
業の論理的依存関係が，また竣⼯⽇（⼜は中間引渡⽇）以外の全ての作業に後続作業
の論理的依存関係が設定されている必要がある． 
また，ＦＳ(Finish to Start)タイプ以外の論理的依存関係が設定されている場合に
は，注意が必要である．例えばある作業間の論理的依存関係にＳＳ(Start to Start)タイ
プのみが設定されている場合，先⾏作業が開始すれば後続作業は開始できるが，先⾏
作業が終了した場合の後続作業の条件は何も設定されないことになる．この場合，⼯
程ネットワークはこの先⾏作業で途切れることになり，着⼯⽇から竣⼯⽇（⼜は中間
引渡⽇）まで連結される⼯程ネットワークには内包されず，正しい⼯程ネットワーク
とはならない．⼜は，ある作業間の論理的依存関係にＦＦ(Finish to Finish)タイプのみ
が設定されている場合，先⾏作業が終了すれば後続作業は終了できるが，後続作業の
開始条件は何も設定されないことになる．この場合においても，着⼯⽇から竣⼯⽇
（⼜は中間引渡⽇）まで連結される⼯程ネットワークには内包されないことになる．
ＦＳ(Finish to Start)タイプ以外の論理的依存関係を設定する場合には，先⾏作業と後
続作業のそれぞれにおける開始条件と終了条件が必ず設定されるように複数の論理的
依存関係を複数の後続作業との間に設定する必要がある． 
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4.2.6 ラグタイムの設定 
必要以上に余裕のあるラグタイムを設定すると⾒かけ上は⼯程の余裕はフロートで
表現されないことになるため，実現不可能なラグタイムや必要以上のラグタイムを設
定してある⼯程表は正しく竣⼯予定⽇を表現することができない．本来は合理的なラ
グタイムの設定について，施⼯計画書に記述しておくべき項⽬である． 
4.3 クリティカルパスの連続性 [60] 
⼯程表のクリティカルパスが着⼯⽇から竣⼯⽇まで連続につながらずに不連続とな
ってしまうことがしばしば発⽣することがあるが，不連続なクリティカルパスで構成
された⼯程表では，正しく遅延分析ができなくなる恐れがある．クリティカルパスが
不連続となる原因は下記の通りである． 
4.3.1 制約条件 
CPM を作成するためのソフトウエアには Microsoft Project や Primavera など複数あ
るが，これらのソフトウエアにある「制約条件」という機能を正しく利⽤しないと，
クリティカルパスが不連続となることがある．「制約条件」とは，各作業の開始⽇や終
了⽇に付与する時間の条件である． 
CPM で作成する⼯程表には，着⼯⽇を基点とする最早⼯程と，竣⼯⽇を基点とする
最遅⼯程に分類でき，通常は前者で⼯程を作成することが多い．最早⼯程における各
作業は通常「できるだけ早く」という制約条件が既定で設定され，最遅⼯程において
は各作業に「できるだけ遅く」という制約条件が既定で設定されることになる．これ
らの「できるだけ早く」，「できるだけ遅く」という制約条件は「弱い制約条件」と呼
ばれ，それぞれ CPM で作成された⼯程表においてその作業が論理的に可能な限りそ
れぞれ前⽅⽅向，後⽅⽅向に位置付けられるように作⽤する． 
この「弱い制約条件」に対して，「やや弱い制約条件」という制約条件はある指定⽇
を基点としてその作業を前⽅⽅向，後⽅⽅向に拘束するように作⽤する条件である．
具体的には，「指定⽇までに開始」，「指定⽇までに終了」，「指定⽇以降に開始」，「指定
⽇以降に終了」の４種類がある．「指定⽇までに開始」，「指定⽇までに終了」は「指定
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⽇」を基点としてその作業を後⽅⽅向に拘束する制約条件となり，反対に「指定⽇以
降に開始」，「指定⽇以降に終了」は「指定⽇」を基点としてその作業を前⽅⽅向に拘
束する制約条件となる． 
また，「指定⽇」を基点としてその作業を前⽅⽅向にも後⽅⽅向にも完全に拘束する
制約条件が「強い制約条件」であり，具体的には，「指定⽇に開始」，「指定⽇に終了」
の２種類がある． 
最初に，「弱い制約条件」に起因するクリティカルパスの不連続の例を以下に⽰す． 
 
図 4-1 弱い制約条件に起因するクリティカルパスの不連続 
図 4-1 は最早⼯程で作成された⼯程表において「できるだけ遅く」という制約条件
が付与された「作業 F」が混在する場合の例である．図の⻘で⽰された作業が⾮クリ
ティカルパスの作業，⾚で⽰された作業がクリティカルパスの作業を⽰す．全体⼯程
を決定するクリティカルパスは「作業 A」である．「作業 E」と後続する「作業 F」の
間には，５⽇の余裕期間があるため，「作業 E」には５⽇のトータルフロートがある．
「作業 F」には「できるだけ遅く」という制約条件が付与されているため，論理的に
可能な限り後⽅に位置付けられてしまうが故に，最早開始⽇と最遅開始⽇が同じ⽇と
なり，トータルフロートは０でクリティカルな作業となる．つまり，「作業 E」と「作
業 F」との間でクリティカルパスが不連続となってしまう．また，「作業 F」に後続す
る「作業 D」には「できるだけ早く」という制約条件が付与されているにもかかわら
ず，「作業 F」の後続作業であるためにその影響を受けて後⽅⽅向に移動し，クリティ
カルとなっている．「作業 B」と「作業 C」にはトータルフロートが１⽇あり，「作業
D」との間でクリティカルパスが不連続となる．すなわち，既定でない制約条件が付
与された作業を基点とした後続作業全てが，「弱い制約条件」の影響を受けてクリティ
カルとなり，⾮クリティカルである作業との間でクリティカルパスが不連続となる現
象が起きる．「作業 F」に「できるだけ遅く」という制約条件が付与されていなけれ
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ば，「作業 F」は前⽅⽅向の「作業 E」の直後に移動し，トータルフロートも５⽇とな
るし，「作業 D」も前⽅⽅向の「作業 C」の直後に移動してトータルフロートが１⽇と
なり，「作業 D」も「作業 F」も⾮クリティカルとなる． 
つまり，「弱い制約条件」に起因するクリティカルパスの不連続は，「弱い制約条
件」を付与しなければ⾮クリティカルであった作業が，条件を付与されることによっ
て⼈為的・強制的に後⽅へ移動させられてクリティカルとなる現象である．「弱い制約
条件」を付与することの妥当性を契約的・客観論理的観点から吟味した上で，遅延分
析の対象とすべきクリティカルパスであるかどうかを判断する必要がある． 
次に「やや弱い制約条件」に起因するクリティカルパスの不連続の例を⽰す． 
 
図 4-2 “指定日以後に開始”の制約条件に起因するクリティカルパスの不連続の例 
 
図 4-3“指定日以後に終了”の制約条件に起因するクリティカルパスの不連続の例 
図 4-2 と図 4-3 は，最早⼯程で作成された⼯程表で，「指定⽇以降に開始」，「指定
⽇以降に終了」という「やや弱い制約条件」が付与された「作業 E」が混在する例で
ある．「作業 E」に「やや弱い制約条件」が付与されているために，「指定⽇」を基点
として前⽅⽅向に拘束されて後続作業である「作業 C」とともにクリティカルとなっ
ている．先⾏作業である「作業 B」や「作業 D」は，「指定⽇」を含む「やや弱い制約
条件」を満たしており，それぞれのトータルフロートは１⽇，２⽇であるため，これ
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らの作業は⾮クリティカルである．このため，「作業 B」と「作業 C」との間及び「作
業 D」と「作業 E」との間でクリティカルパスが不連続となる． 
このケースでは，「指定⽇」を基点とする制約条件によって，「作業 E」が前⽅⽅向
に拘束されるために，着⼯⽇を基点とするクリティカルパスが強制的・⼈為的に設定
した「指定⽇」を基点とする新たなクリティカルパスに移動している．これは，「指定
⽇」以前の作業にフロートがあるために，「指定⽇」以前の作業が⾮クリティカルとな
るためである．「指定⽇」を設定することの妥当性を契約的・客観論理的に吟味した上
で，遅延分析の対象とすべきクリティカルパスであるかどうか判断することが必要と
なる． 
「やや弱い制約条件」で設定された「指定⽇」の条件を満たしていない⼯程表で
は，「指定⽇」の条件を満たすために必要な回復⽇数をネガティブフロートとなり，
「指定⽇」を基点とした新たなクリティカルパスが発⽣することにも注意しなければ
ならない． 
 
図 4-4“指定日以後に終了”の制約条件に起因するクリティカルパスの不連続の例 
図 4-4 は計画⼯程ではなく，進捗確認⼯程であり，計画⼯程で「やや弱い制約条
件」が付与された作業の前にある作業で発⽣した遅延実績を反映した⼯程表である．
計画⼯程時に「制約条件」を満たさない条件を付与することはあまり考えられない
が，遅延等の作業実績を記録することによって，制約条件を満たさなくなることは考
えられる．図 4-4 では，「指定⽇までに開始」の「やや弱い制約条件」が付与された
「作業 E」の先⾏作業である「作業 D」が当初の予定よりも遅延し，また「指定⽇ま
でに終了」の「やや弱い制約条件」が付与された「作業 H」の先⾏作業である「作業
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G」も当初の予定よりも遅延したことにより，それぞれ「やや弱い制約条件」の「指
定⽇」の条件を満たさなくなった⼯程表である．「作業 E」の「指定⽇」の条件を満た
すために必要となる回復⽇数である３⽇が，また「作業 H」の「指定⽇」の条件を満
たすために必要となる回復⽇数である２⽇がそれぞれネガティブフロートとなり，「指
定⽇」を基点としたクリティカルパスが発⽣している．また，条件を満たさない「指
定⽇」の制約条件が付与された「作業 E」及び「作業 H」の後続作業となる「作業
F」及び「作業 I」はクリティカルとはなっていない．この場合のクリティカルパスの
発⽣は，「指定⽇」の条件を満たすために必要な回復⽇数が原因となっており，建設プ
ロジェクト全体のクリティカルパスとはその性質が異なることに注意しなければなら
ない．すなわち，「指定⽇」の制約条件によるクリティカルパスは，「指定⽇」の条件
に対する遅延分析にのみ利⽤でき，建設プロジェクト全体の遅延分析の対象（⼯期延
伸クレームの対象）となるクリティカルパスではないことになる．  
最後に「強い制約条件」に起因するクリティカルパスの不連続の例を以下に⽰す． 
 
図 4-5「強い制約条件」に起因するクリティカルパスの不連続の例 
図 4-5 では，「作業 C」に「指定⽇に開始」，「作業 F」に「指定⽇に終了」という
「強い制約条件」が付与されている．「強い制約条件」は前⽅⽅向にも後⽅⽅向にも⼯
程を拘束してしまうために，常に最早⼯程と最遅⼯程が⼀致してクリティカルとな
る．それぞれの作業の先⾏作業と後続作業にはそれぞれトータルフロートが発⽣して
いるために⾮クリティカルとなっており，この「作業 C」及び「作業 F」の両端でク
リティカルパスが不連続となる．前述の「やや弱い制約条件」の状況と同じく，進捗
確認⼯程の段階において遅延等の実績を記録することによって「強い制約条件」によ
る「指定⽇」の条件を満たさない場合には，その「指定⽇」の条件を満たすために必
要となる回復⽇数がネガティブフロートとなり，「指定⽇」を基点とするクリティカル
パスが発⽣することになる．この場合でも，「指定⽇」に起因するクリティカルパス
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は，「指定⽇」の条件を満たすための遅延分析には利⽤できるが，建設プロジェクト全
体の遅延に対する分析には利⽤できないことは⾔うまでもない． 
「制約条件」に起因するクリティカルパスの不連続の問題について以下にまとめ
る． 
①「制約条件」を付与することの妥当性を契約的・客観的論理的な観点から吟味し
た上で，「制約条件」を利⽤することが重要である． 
②「制約条件」で設定する「指定⽇」に起因するクリティカルパスは，「指定⽇」の
「制約条件」を満たすために必要とされる回復⽇数によるネガティブフロートによっ
てもたらされるため，「指定⽇」の条件を満たすための遅延分析には利⽤できるが，建
設プロジェクト全体の遅延に対する遅延分析には利⽤できない． 
4.3.2 期限設定に起因するクリティカルパスの不連続 
「やや弱い制約条件」の⼀つである「指定⽇までに終了」と同じような概念である
「期限」の設定によってもクリティカルパスが不連続となる原因となる．共に「指定
⽇」や「期限⽇」の条件を満たすために必要となる回復⽇数がネガティブフロートと
して計算され，クリティカルパスの発⽣原因となることは共通しているが，「指定⽇ま
でに終了」の制約条件が付与された作業は，その制約条件によって指定⽇を基点とし
て後⽅⽅向に拘束されるのに対し，「期限」が設定された作業は⼯程上の⾃由度を拘束
されないことが⼤きな相違点である．「指定⽇までに終了」が付与されている場合に発
⽣する，制約条件の「指定⽇」によって⼯程の⾃由度が拘束されることによるフロー
トの発⽣を起因とするクリティカルパスの不連続の現象は，「期限⽇」の設定では発⽣
しない．図 4-6 は期限⽇の設定に起因するクリティカルパスの不連続の例を⽰したも
のである． 
 
図 4-6 「期限日」に起因するクリティカルパスの不連続の例 
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図 4-6 は「作業 E」に期限⽇が設定された進捗確認⼯程であり，実績が記録された
「作業 D」には既に遅延が発⽣している．「作業 D」の遅延によって，「作業 E」の期
限⽇の条件は満たされておらず，この条件を満たすために必要な回復⽇数２⽇がネガ
ティブフロートとなるために，「作業 D」と「作業 E」はクリティカルとなっている．
後続する作業である「作業 F」には全体⼯程に対するトータルフロートが１⽇あるた
めに⾮クリティカルとなっており，ここを境にクリティカルパスが不連続となってい
る．「期限⽇」の設定に起因するクリティカルパスの発⽣についても，「期限⽇」の条
件を満たすために必要な回復⽇数がネガティブフロートとなることに起因しているた
め，「期限⽇」の条件に対する遅延分析には利⽤できるが，建設プロジェクト全体の遅
延分析には利⽤できない． 
4.3.3 継続⽇設定に起因するクリティカルパスの不連続 
通常⼯程表を作成する場合には，事前に作業を⾏う時間帯である稼働時間と作業を
⾏わない時間帯である⾮稼働時間に分ける設定を⾏う．例えば稼働時間は朝８時から
昼１２時までと午後１３時から⼣⽅１７時までの合計８時間を稼働時間とし，それ以
外の時間帯は⾮稼働時間として設定することが多い．また，作業をする平⽇と作業し
ない⽇曜⽇や祝⽇とを分けるカレンダー設定も併せて⾏う．例えば⽇曜⽇が休みの建
設プロジェクトで作業期間として３⽇間必要な作業を⾦曜⽇に開始したとすると，
⾦，⼟，⽉に作業を⾏うことになり，終了⽇は⽉曜⽇となる．継続⽇設定とは，作業
の⾮稼働時間を考慮せずに，連続的に経過時間として計算する設定のことである．例
えばコンクリートの養⽣期間や，盛⼟⼯事における載荷盛⼟期間を継続⽇として設定
することが考えられる．コンクリートの養⽣期間や載荷盛⼟期間は，その⼯事のカレ
ンダーが稼働⽇であろうと⾮稼働⽇であろうと関係なく，継続期間の暦⽇分が必要と
なる． 
 
図 4-7「継続日」の設定の例 
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図 4-7 は⽇曜⽇が⾮稼働⽇となっている⼯程表において，ID３番の養⽣の作業の期
間は３⽇間が設定されている．⽇曜⽇が⾮稼働⽇のため，⼟曜⽇から開始して⽕曜⽇
に終了することになり，暦⽇では４⽇間で計算されることになる．これに対し，ID７
番の養⽣の作業の期間には３継続⽇が設定され，⼟曜⽇に開始して⽉曜⽇で終了と，
暦⽇で３⽇間と計算されることになる． 
この継続⽇の設定によってクリティカルパスが不連続となることがある． 
 
図 4-8 「継続日」の設定によるクリティカルパスの不連続の例 
図 4-8 は養⽣作業に４継続⽇が設定されており，先⾏作業のコンクリート打設作業
と後続作業の脱枠作業との間でクリティカルパスが不連続となっている．トータルフ
ロートの⽇数を⾒てみると，養⽣作業には１５継続時間のフロートが発⽣しているの
がわかる．この１５継続時間をひもといて解読すると，コンクリート打設作業は⽉曜
⽇の⼣⽅１７：００に終了しているため，養⽣作業はこの⽉曜⽇の１７：００に開始
することになり，終了は⾦曜⽇の⼣⽅１７：００となる．後続作業の脱枠の作業は⼟
曜⽇の朝８：００から開始となるため，⾦曜⽇の⼣⽅１７：００から⼟曜⽇の朝８：
００までの１５時間分に余裕期間が発⽣していることになる．例えば，この養⽣作業
の開始が１５時間遅れて⽕曜⽇の朝８：００から開始したとしても，後続作業である
脱枠作業の開始時間には影響がないということになる．この継続⽇が設定されている
が故に発⽣するクリティカルパスの不連続によって，直ちに遅延分析のためのクリテ
ィカルパスとして利⽤できないと判断されることはないかもしれない．しかし，継続
⽇に起因するクリティカルパスの不連続が発⽣しないようにすることは可能であり，
そのためには次のような対策が有効である．⾮稼働時間が始まる⼣⽅１７：００から
翌⽇の稼働時間が始まる朝８：００までの⾮稼働時間である１５時間を継続⽇設定す
る期間に加えて設定する必要がある．今回のケースで設定すべき継続時間は，４⽇ x 
２４時間/⽇ ＋１５時間 ＝１１１継続時間，となり，図 4-9 のように，養⽣期間を
１１１継続時間として設定することにより，クリティカルパスの不連続は解決され
る．継続⽇を設定する場合には，クリティカルパスが不連続とならないように，⾮稼
働時間を考慮に⼊れて期間を設定することが重要である． 
55 
 
 
図 4-9 「継続日」の設定によるクリティカルパスの不連続の解決の例 
4.3.4 カレンダーの設定に起因するクリティカルパスの不連続 
カレンダーの設定は，前述の稼働⽇や⾮稼働⽇の設定であるが，カレンダーは⼯程
表全体や，作業毎，作業に割当てるリソース毎に設定することが可能である．カレン
ダーには⽇曜⽇の設定のみならず，祝⽇や⻑期休暇等を設定することで，より建設プ
ロジェクトの実情に合わせた稼働⽇の設定が可能となる．また，継続⽇の設定の代わ
りに作業毎あるいはリソース毎にカレンダーを設定することで，より弾⼒的な⼯程表
の作成が可能となる．例えば⽇祝⽇の休みがない建設プロジェクトにおいて，コンク
リート打設作業をコンクリートプラントの都合で⽇祝⽇の出荷ができない場合に，そ
のコンクリート打設作業に⽇祝⽇を⾮稼働⽇としたカレンダーを設定することで，動
的に⽇祝⽇にその作業が計画されないように設定することができる．しかし，このカ
レンダーの利⽤に起因してクリティカルパスが不連続となることがある． 
 
図 4-10  「複数のカレンダー」の設定によるクリティカルパスの不連続の解決の例 
例えば図 4-10 のように，週７⽇稼働のカレンダーが設定されている先⾏作業と週
６⽇稼働のカレンダーが設定されている作業が後続している場合を考察する．先⾏作
業は１週⽬の⼟曜⽇に終了しており，後続作業はその翌⽇の⽇曜⽇が⾮稼働⽇となっ
ているためにその次の稼働⽇である⽉曜⽇が開始⽇となっている．先⾏作業の観点か
ら⾒ると，後続作業が開始されるのは⽉曜⽇のため，１⽇遅延したとしても後続作業
の開始⽇に影響を及ぼすことはないことになり，実際⽇曜⽇１⽇分のトータルフロー
トが発⽣し，クリティカルパスは不連続となる．カレンダーの設定によるクリティカ
ルパスの不連続は，後続作業の開始⽇を早めることはできないにも係わらず実際にト
ータルフロートが発⽣するという意味において，遅延解析をする上では取扱いに注意
しなければならない．遅延解析を⾏う場合のカレンダー設定に起因するクリティカル
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パスの不連続に対する対策としては，利害関係者の合意を得た上で，対象となる⾮稼
働⽇に仮のダミータスクを挿⼊してクリティカルパスを連続化することが考えられ
る．挿⼊したダミータスクはあくまでも静的に遅延分析を⾏う場合にのみ利⽤するも
のとし，遅延分析が終了したら直ちに挿⼊したダミータスクを削除し，その後の実績
記録によって⼯程が動的に変化する前に基の論理的依存関係に復旧しておく必要があ
ることに注意しなければならない． 
4.3.5 実績値の記録に起因するクリティカルパスの不連続 
プロジェクトの⼯程管理は，契約上の⼯程管理の基準となる基本⼯程（ベースライ
ン⼯程）に⽰した論理的依存関係を維持しながら，実績値を記録して全体⼯程を動的
に更新することになる．実績の論理的依存関係が基本⼯程（ベースライン⼯程）通り
でない場合に，論理的依存関係が維持されるがために実績値を記録することでクリテ
ィカルパスが不連続となることがある． 
 
図 4-11 実績値記録によるクリティカルパスの不連続の解決の例 
例えば図 4-11 のように，基本⼯程で「作業 A」「作業 B」「作業 C」が直列に連結さ
れて全ての作業がクリティカルパスで計画されていた場合を考える．「作業 A」が完了
する前に「作業 B」を開始した実績値を記録すると，図 4-11 のように，まだ開始も
終了もしていない「作業 A」はクリティカルではなくなり，「作業 A」と「作業 B」の
間でクリティカルパスが不連続となる．「作業 B」へ実績値を記録したことで「作業
A」がクリティカルでなくなった理由は，基本⼯程では「作業 A」の終了が「作業 B」
の開始条件だったが，「作業 B」の開始の実績が記録されてしまったために，「作業
A」の終了が「作業 B」に記録した実績期間の⼀⽇遅延したとしても，残存の「作業
B」の開始時期に影響を及ぼさなくなったからである．より具体的に「作業 A」のフロ
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ートを計算すると，「作業 A」の終了⽇と残存作業の「作業 B」の開始⽇との差分であ
る１⽇となる． 
当初の基本⼯程と異なる論理的依存関係で実績値を記録した⼯程表で遅延分析を⾏
う場合には，利害関係者の合意を得た上で，その時点で考えられる合理的な論理的依
存関係を設定し直すことが必要となると考えられる．論理的依存関係を再設定せずに
遅延解析を⾏うとすると，実績値を記録する作業に先⾏する実績値の記録されていな
い作業を無視して分析することになり，正しい遅延分析ができなくなるからである． 
4.3.6 リソース平準化に起因するクリティカルパスの不連続 
CPM で⼯程表を作成する際に，各作業で必要なリソース（労務，材料，機械等）を
割り当てることができ，このリソースの条件に起因してクリティカルパスが不連続と
なることがある． 
 
図 4-12 リソースを割り当てていない工程表の例 
例えば，図 4-12 のように，基礎 A と基礎 B を構築する⼯事の⼯程表について考え
る．掘削作業と埋戻し作業には機械であるバックホウが必要となる．諸条件によっ
て，このバックホウが１台しか調達できなかった場合，掘削作業と埋戻し作業にバッ
クホウというリソースをそれぞれ割り当て，同時に作業できる最⼤利⽤可能数を１台
と設定することで，図 4-13 のようにバックホウを使いまわせるように⾃動で⼯程を
調整する機能がある．この機能をリソースの平準化と⾔う． 
図 4-13 のようにリソースの平準化された⼯程表は，例えば基礎 A の掘削作業と基
礎 B の掘削作業が同時とならないように，基礎 B の掘削作業の開始⽇を基礎 A の掘削
作業の完了の後まで⾃動的に２⽇ずらされている．同様に埋戻し作業も基礎 A と基礎
B が同時とならないように調整されている．しかし，リソースの平準化による開始時
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間の調整は，明⽰的な論理的依存関係の設定がなされていないため，基礎 B の作業の
みがクリティカルパスとなり，基礎 A の作業はクリティカルとはなっていない．リソ
ースの平準化に伴う開始時間の調整によって，クリティカルパスが不連続となってい
ることになる． 
 
図 4-13 リソースを割り当て，リソース平準化された工程表の例 
 
 
図 4-14 基礎Aの掘削作業期間を１日伸ばした場合 
基礎 A はクリティカルパスではないと表⽰されているが，図 4-13 の基礎 A の掘削
作業を１⽇伸ばしてみると，図 4-14 となり，基礎 B の埋戻しの完了⽇は図 4-13 と
⽐較して１⽇伸びることになる．作業の遅延や作業期間の延⻑が全体⼯期に影響を及
ぼす作業は本来クリティカルであると特定されるべきであり，この場合の基礎 A の掘
削作業はクリティカルであると判断することが妥当である．リソースの平準化に伴う
クリティカルパスの不連続に対する対策として，リソースの任意依存関係を明⽰的に
設定することが挙げられる．明⽰的に設定することで，図 4-15 のように全ての作業
がクリティカルパス上にあることがわかる． 
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図 4-15 リソースの任意依存関係を明示的に設定した場合 
作業の順番を設定する論理的依存関係に対して，リソースの順番を設定する⾔葉と
して任意依存関係とした理由は，作業の順番は物理的・論理的にその順番でないと施
⼯できない絶対的な順番であるのに対し，リソースの順番は施⼯者が任意で順番を組
み替えることができるという意味において任意という定義とした． 
基本⼯程（ベースライン⼯程）は契約書類の⼀部であり，その内容を変更すること
は契約内容の変更と同等であるため，容易に変更することはできない．故に，基本⼯
程では施⼯の状況によって変化することが予想されるリソースの順番を⽰す任意依存
関係を設定することは好ましくなく，作業の順番を⽰す論理的依存関係のみを設定す
ることが望ましい．ただし，論理的依存関係だけではリソースの平準化に伴うクリテ
ィカルパスが不連続が発⽣する可能性を排除できないため，基本⼯程を説明する補助
⽂書として，その時点での任意依存関係を設定した補助基本⼯程を作成しておくこと
が望ましい．この補助基本⼯程は，施⼯の状況や実績の記録に応じて任意依存関係を
再設定し，プロジェクトのある断⾯においてその時点での最適なリソースの任意依存
関係を明⽰的に表現することで，連続的なクリティカルパスを表現することが可能と
なる．遅延分析には実績を記録した基本⼯程を分析対象とし，クリティカルパスを明
⽰的に表現できる補助基本⼯程を補助的に利⽤するのが良いと考えられる． 
4.4 実績情報の記録 
プロジェクトの初期段階で計画⼯程を作成し，通常はプロジェクトの遂⾏中はその
計画⼯程に対して実績情報を記録しながら，進捗確認⼯程を維持してゆく．この実績
情報を記録する更新ルールを予め定めておくことが望ましい． 
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4.4.1 実績開始⽇の記録 
任意の作業の実績開始⽇の記録について，計画⼯程通りに開始した場合には進捗確
認⼯程に変動はないため，特に問題は⽣じることはない．単純に計画⼯程と同じ開始
⽇に実績開始⽇の情報を記録させるだけでよい． 
実績開始⽇が計画⼯程通りに開始しなかった場合，進捗確認⼯程は動的に変動する
ことになるため，実績開始⽇の情報を記録するとともに，計画からずれた理由を記録
しておくべきである．計画からずれた事象が促進であれ遅延であれ，そのずれた原
因・根拠を記録に残すとともに，その作業の先⾏作業との実績論理的依存関係も併せ
て更新する必要がある．実績論理的依存関係の実績情報の記録については，後⽇発注
者と受注者とで意⾒の相違が⽣じないように，具体的な合意形成の⼿順を事前に決定
しておくことが望ましい． 
特に計画から遅延して開始した場合には，“遅延事象”を新たな作業として追加し
て，FS タイプの論理的依存関係で連結することが望ましい．新規で“遅延事象”を追加
することによって，後から遅延の発⽣時期が容易に特定できるからである． 
4.4.2 中断⽇・中断期間・再開⽇の記録 
何等かの原因で作業を中断せざるを得なくなった場合，その作業の中断⽇を記録に
残すことが必要である．また，作業の中断期間中は，“中断期間”を新たな作業として
追加して，FS タイプの論理的依存関係で連結しておくことが望ましい．新規で“中断
期間”を追加することによって，後から中断による遅延の影響が容易に特定できるから
である． 
作業が中断されている場合，多くのケースで再開⽇の⽬途が⽴たないことがあり，
再開時期が不明な場合には，新たに追加する“中断期間”の期間を客観的に定めること
ができない．もしも，この中断された作業が建設プロジェクトのクリティカルパス上
にある作業だった場合には，この中断期間をどのように設定するかでプロジェクトの
予定最終⽇が決まるために，⾮常にナイーブな課題である． 
中断されている作業が再開される前に，中断期間を設定する⼿法として，通常取ら
れている⼿法として，次の２種類が挙げられる． 
 発注者・受注者で協議・合意された中断期間を暫定的に設定する⼿法． 
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 暫定期間の合意形成が困難なため，進捗⼯程を更新する度に更新基準⽇プラス１
⽇を暫定期間として中断期間とみなして設定する⼿法． 
どちらの⼿法を⽤いたとしても，実際に再開された時点で実績としての中断期間が
確定されることになる． 
前者の⼿法を⽤いれば，実績中断期間と暫定中断期間が合致しない可能性はあるも
のの，その時点での暫定的な建設プロジェクトの遅延への影響を分析することが可能
となる⼿法である．しかし，あくまでも暫定期間を設定する⼿法であり，実際の中断
期間が確定されるまでは暫定的な遅延分析しかできないといったデメリットもある．
Windows Analysis のように，遅延分析する対象期間を区切って遅延を分析する場合に
は，前者の⼿法を⽤いて分析するのか，あるいは全ての中断期間が確定してから過去
の遡ってその Window を分析するのか，これらの⽅針を予め決めておく必要がある． 
中断された作業が再開することで，中断期間は実績として確定され，再開⽇を実績
値として記録することが可能となる．具体的には，中断⽇→中断期間→再開⽇といっ
た論理的依存関係で連結された記録となる． 
4.4.3 実績期間の記録と残存期間の設定 
実績情報を記録する段階で既に完了している作業については，実績終了⽇を記録す
ることで⾃動的に実績期間が記録される．実績終了⽇を記録するとともに，その作業
の後続作業との論理的依存関係が計画⼯程で設定された通りであるかどうかを確認
し，異なっていれば変更情報を記録として残す必要がある．実績論理的依存関係の記
録については，後⽇発注者と受注者とで意⾒の相違が⽣じないように，予め合意形成
の⼿順を決めておくことが望ましい． 
実績情報を記録する段階で，既に着⼿しているがまだ完了していない作業につい
て，予定終了⽇が当初の計画終了⽇通りの場合には，残作業期間は計画通りとなるた
めに問題は発⽣しない．予定終了⽇が当初の計画終了⽇から変化する場合には，特に
遅延する場合には，その予定終了⽇をどのような⼿法で記録するかについて，予めル
ールを決めておく必要がある．予定終了⽇が当初の計画終了⽇から変化する予定の場
合，その予定を⾒通せる場合にはその根拠とともに予定終了⽇を記録することで，実
績期間と予定残期間を記録できる． 
問題が⽣じるのは，予定終了⽇が当初の計画終了⽇よりも遅延する⾒通しで，その
残存期間を正確に⾒通せない場合である．その作業の残存期間を正しく更新すること
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で，建設プロジェクト全体のその時点での最終⼯期が正しく更新されることになる
が，残存期間を正しく⾒通せない場合には，その作業の遅延がもたらす建設プロジェ
クト全体に与える影響を正しく評価することができない． 
予定終了⽇が⾒通せない場合の残存期間の⾒積もり⼿法として，前述したように，
⼆種類の⼿法が考えられる． 
 暫定的に残存期間を設定し，暫定的な残存期間を⽤いて遅延分析を⾏う⼿法 
 残存期間を実績更新⽇＋１⽇に固定して遅延分析を⾏う⼿法 
どちらの⼿法を⽤いたとしても，最終的に実績期間が確定するのはその作業が終了
してからとなる．Windows Analysis のような遅延分析⼿法を採⽤している場合には，
暫定的な残存期間を設定することで，その時点での遅延分析が可能となる．実績期間
が確定してから正しい実績期間を⽤いて時を遡って遅延分析をするか，暫定的な残存
期間を⽤いた遅延分析をそのまま活かすか，事前に遅延分析の⽅針を決めておく必要
がある． 
4.4.4 実績値の更新に伴う論理的依存関係の変更 
論理的依存関係はその性質から⼆種類に分別でき，⼀つは強制依存関係，もう⼀つ
は任意依存関係である． 
前者は，物理的・契約的・法的にその順番でないと施⼯できない論理的依存関係で
あり，建設プロジェクトの施⼯中であってもほとんど変更される可能性がない依存関
係のことを⾔う．例えば橋梁⼯事で，下部⼯事で施⼯する杭・基礎が完了しなけれ
ば，上部⼯事の橋の架設ができない等といった物理的な施⼯順番を指す． 
後者は，請負者が任意に選択できる施⼯順番を表す論理的依存関係である．請負者
は，与えられた予算と時間の中で，契約で定められた品質・スコープを満⾜するよう
に経済合理性を考慮しながら施⼯順番を決定する．例えば橋梁⼯事において，複数の
基礎・下部構造物Ａ，Ｂ，Ｃ等がスコープに含まれている場合に，どの基礎・下部⼯
事を先に施⼯するかどうかは，現場の諸条件と請負者の都合より請負者が決定する．
請負者が決定するこの順番は，変更したら絶対施⼯できないといった性質のものでは
なく，施⼯性・安全性・経済性が変化するといった性質のものであることが多い．つ
まり，強制依存関係と⽐較して，建設プロジェクトの遂⾏中に進捗状況に合わせて変
更される可能性の⾼い論理的依存関係である． 
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任意依存関係で設定されている論理的依存関係は，実績値を記録・更新することで
変更される可能性が⾼い．また，変更された論理的依存関係もまた任意依存関係とな
る可能性が⾼く，必ずしも⼯程管理上最適な順番が選択されるとは限らない．上記の
ように施⼯性・安全性・経済性等請負者が管理する様々な要素を総合的に判断して選
択されることになるため，恣意性を排除しにくい性質の作業となる．よって，実績値
を更新する際に変化する任意依存関係として何故その任意依存関係が選択されたの
か，という理由を確実に記録に残すべきである．そして選択された任意依存関係の選
定理由・基準について発注者・請負者間で合意が得られるような仕組みが構築されて
いると，後々の紛争の種を摘み取ることができると考えられる． 
発注者・請負者間で合意を得られるような仕組みの⼀つとして，次のような⼿法を
提案する．定期的な進捗確認⼯程の実績更新の際に，論理的依存関係を全く変更しな
い場合の更新⼯程と，⼀部任意依存関係を変更した場合の更新⼯程を複数案同時に作
成し，前者よりも後者の⽅が建設プロジェクトの全体⼯期が多くならないことを確認
する会議等の機会を提供する．この会議等によって，建設プロジェクト全体の遅延の
状況を監視しながら，任意依存関係を変更することが可能となり，またその任意依存
関係の選定理由も情報共有する場が提供できると考える． 
論理的依存関係の実績記録としてもう⼀つ重要な要素は，先⾏・後続作業とのリー
ド・ラグタイムの記録である．前述したように，先⾏作業との相対的な関係で計画通
りに開始した作業についてはリード・ラグタイムの記録の必要性はない．しかし，先
⾏作業との相対的な関係で計画通りに開始しなかった作業については，実際に作業を
開始した条件が何だったのか，実際のリード・ラグタイムがどれくらいだったのかを
記録に残すことは⾮常に有益となる． 
例えば具体的には，FS 論理的依存関係に設定されたリードタイムとは，先⾏作業が
終了する前に開始する条件であるが，先⾏作業が終了する前にその作業は実績として
開始をするため，リードタイムが正しいかどうかではなく，先⾏作業のうちの何等か
の作業が終了したことが本当のその作業の開始条件となるはずである．すなわち，実
績情報として，その作業の真の開始条件を記録することが重要である． 
4.5 第４章のまとめ 
この章では，過去の遅延分析に関する⽂献で触れられてこなかった，遅延分析の分
析対象となる⼯程表に必要とされる要件について考察した．⼯程表に必要とされる要
件を把握することで，遅延分析を⾏う前提条件を満たしていないという理由で客先エ
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ンジニアから遅延分析を実施すること⾃体を棄却されるリスクを低減することができ
る． 
また，遅延分析を⾏う上で問題となるクリティカルパスが不連続となる現象につい
て様々な⾓度から原因を特定し，対策について論じた．クリティカルパスが不連続と
なる原因の特定と対策を把握することで，遅延分析中に発⽣するクリティカルパスの
不連続問題に適切に対応することが可能となる． 
最後に，実績⼯程を記録する際に留意すべき点について論じ，作業の予定終了⽇が
⾒通せない場合の残存期間の⾒積もり⼿法について選択肢を提⽰し，契約当事者間で
事前合意しておくべきであることについて論じた． 
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第5章 遅延分析⼿法 
今までに様々な遅延分析⼿法が様々な研究者たちによって提唱されてきた．この章
では，遅延分析⼿法の基本的な考え⽅に基づいて遅延分析⼿法を分類し，それぞれの
分類毎の特徴や短所について論じる．また，それぞれの遅延分析分類毎に存在する複
数の⼿法の相違点を明確にした上で，それぞれの⼿法の⼿順を具体的なモデル⼯程を
⽤いて説明するとともに，その分析結果を定量的・客観的に数式で表現する． 
5.1 遅延分析⼿法を分析するためのモデル⼯程 
個々の遅延分析⼿法を具体的に説明するための例として，モデル⼯程を設定してこ
の章の考察を進める．モデル⼯程は，建設プロジェクトの計画⼯程モデルと実績⼯程
モデルの⼆つを設定する．  
まず，計画時の⼯程として，表 5-1 で⽰された情報をバーチャートで表現した図 
5-1 をモデル計画⼯程とする．計画時の⼯期は 23 ⽇である．作業Ａと作業Ｅの先⾏作
業である着⼯⽇と，作業Ｇと作業Ｊの後続作業である竣⼯⽇のマイルストーンは省略
している． 
表 5-1 モデル計画⼯程の⼯程情報 
作業名 A B C D E F G H I J 
所⽤期間 7 ⽇ 7 ⽇ 4 ⽇ 5 ⽇ 5 ⽇ 6 ⽇ 9 ⽇ 9 ⽇ 3 ⽇ 3 ⽇ 
先⾏作業  A B C  E F E H G,H 
 
図 5-1 モデル計画⼯程 
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この図 5-1 のモデル計画⼯程に対して，表 5-2 で⽰した実績⼯程情報で作成され
た，この建設プロジェクトで発⽣した遅延事象を含んだ実績⼯程を図 5-2 で⽰すモデ
ル実績⼯程とする．  
実績⼯程での実績⼯程情報は以下の通りであり，実績全体⼯程は 37 ⽇に伸び，建設
プロジェクト全体で 14 ⽇間の遅延が発⽣している． 
表 5-2 モデル実績⼯程の⼯程情報 
作業名 A B C D E F G H I J 
所⽤期間 11 ⽇ 10 ⽇ 3 ⽇ 9 ⽇ 10 ⽇ 15 ⽇ 10 ⽇ 8 ⽇ 4 ⽇ 3 ⽇ 
先⾏作業  A B C,I  E F-2d E H D,G 
 
 
図 5-2 モデル実績⼯程 
実績⼯程に盛込まれた遅延事象は次の表 5-3 の通りである．  
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表 5-3 モデル実績⼯程に盛込まれた遅延事象⼀覧 
作業名 遅延期間 契約的責任分類 遅延発⽣⽇時（開始⽇） 
A 3 ⽇ 請負者責任遅延 1 ⽇⽬ 
A 1 ⽇ 発注者責任遅延 7 ⽇⽬ 
B 2 ⽇ 第三者責任遅延 12 ⽇⽬ 
B 2 ⽇ 発注者責任遅延 19 ⽇⽬ 
D 2 ⽇ 請負者責任遅延 27 ⽇⽬ 
D 1 ⽇ 第三者責任遅延 29 ⽇⽬ 
D 1 ⽇ 発注者責任遅延 32 ⽇⽬ 
E 1 ⽇ 発注者責任遅延 3 ⽇⽬ 
E 3 ⽇ 第三者責任遅延 4 ⽇⽬ 
E 1 ⽇ 請負者責任遅延 7 ⽇⽬ 
F 1 ⽇ 請負者責任遅延 13 ⽇⽬ 
F 3 ⽇ 発注者責任遅延 14 ⽇⽬ 
F 5 ⽇ 第三者責任遅延 19 ⽇⽬ 
G 1 ⽇ 第三者責任遅延 29 ⽇⽬ 
G 1 ⽇ 発注者責任遅延 32 ⽇⽬ 
H 1 ⽇ 発注者責任遅延 13 ⽇⽬ 
I 1 ⽇ 請負者責任遅延 21 ⽇⽬ 
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5.2 遅延分析⼿法の分類 
CPM を利⽤しているかといった観点から遅延分析⼿法を分類すると，図 5-3 のよ
うに CPM を使わない遅延分析⼿法（⾮ CPM 遅延分析⼿法）と CPM（CPM 遅延分析
⼿法）を利⽤した遅延分析⼿法とに分類することができる． 
ほとんどの国際建設プロジェクトの契約書に CPM を利⽤して⼯程管理をすること
が規定されていることを考慮すれば，⾮ CPM 遅延分析⼿法が遅延分析⼿法として採
⽤されるケースは⾮常に稀である．しかし，⾹港など⼀部の国では分析の簡便性の観
点から好んで⾮ CPM 遅延分析⼿法が採⽤されている [61]と報告されている． 
 
図 5-3 遅延分析⼿法分類-Ｉ(CPM を利⽤しているかどうか) 
5.3 ⾮ CPM 遅延分析⼿法 
⾮ CPM 遅延分析⼿法の具体例としてグローバルインパクト法（Global Impact 
Method）とネットインパクト法（Net Impact Method）が挙げられる．これらの分析
⼿法は，⽐較的初期段階である１９９０年代に提唱された古典的な遅延分析⼿法で，
現在これらの遅延分析⼿法を推奨している研究者はほとんどいない． 
5.3.1 グローバルインパクト法（Global Impact Method） 
グローバルインパクト法（Global Impact Method）は数ある遅延分析⼿法のうちで
最も簡便な⼿法である．この⼿法による理論的⼯期延伸⽇数は，建設プロジェクトで
発⽣した遅延の期間を単純に⾜し合わせたものであると考える⼿法である． 
遅延分析⼿法
⾮CPM遅延分析⼿法 CPM遅延分析⼿法
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5.3.1.1 具体的な⼿順 
この⼿法の基本的な⼿順は図 5-4 の通りである． 
 
図 5-4 Global Impact Method の基本⼿順 
① 建設プロジェクトにおける遅延の開始⽇と終了⽇を特定し，それぞれの遅延期
間を算出する． 
② それぞれの遅延の期間の単純な和を計算する． 
こうして算出されたそれぞれの遅延期間の単純和による合計⽇数が遅延した建設プ
ロジェクトに対する理論的⼯期延伸⽇数であると考える⼿法である． 
この⼿法で計算される理論的⼯期延伸⽇数はしばしば，実際のプロジェクトにおけ
る契約期⽇からの遅延⽇数よりも⼤きく計算されることがある．この場合，理論的⼯
期延伸⽇数と実際のプロジェクトの遅延⽇数との差分は建設プロジェクトを促進した
効果であると解釈するのがこの遅延分析⼿法の特徴である． 
このグローバルインパクト法（Global Impact Method）の①の⼿順を進めるにあた
り，理論的⼯期延伸⽇数の算出の対象となる遅延事象の特定の考え⽅について，複数
の解釈が存在している．この複数の解釈をまとめたものが表 5-4 である． 
解釈の相違が⽣じているのは，特定する遅延の契約的責任分類の種類に関する解釈
の相違と，遅延分析を⼀回⾏うか，契約的責任分類毎に⾏うかの相違，理論的⼯期延
伸⽇数の算出⽅法の相違，促進⽇数の考え⽅の相違である． 
以降，個別の分析⼿法について具体的に考察を進める．  
① 遅延期間の特定
② 遅延期間の和の算出
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表 5-4 Global Impact Method の解釈相違⼀覧表 
 特定する遅延の 
契約的責任種類 
遅延分析
回数 
理論的⼯期延伸⽇数
の算出⽅法 
促進⽇数 
Alkass 全て １回 遅延期間の総和 実績との差分 
Vasilyeva 発注者責任遅延のみ 
１回 遅延実績と遅延期間
総和との差分 
考えない 
Frank 請負者責任以外の遅延 
１回 遅延期間の総和 実績との差分 
Thomas 
請負者責任遅延の
分析 
発注者責任遅延の
分析 
契約的責
任種類毎
に全２回 
それぞれの分析によ
る遅延期間の総和の
差分 
考えない 
5.3.1.2グローバルインパクト法（Global Impact Method）の⻑所と短所 
グローバルインパクト法（Global Impact Method）の複数の⼿法に共通した⻑所は
多額の費⽤をかけずに簡易的に分析できる⼿法である． 
反対にグローバルインパクト法（Global Impact Method）の各⼿法に共通した次の
ような⽋点がある． 
・ プロジェクト遂⾏中には適⽤できない 
この⼿法は全ての遅延事象が確定しないと分析できない⼿法であるため，プロジェ
クトの遂⾏中では適⽤できず，プロジェクトが終了してからでないと分析できない． 
・ 同時発⽣遅延（Concurrent Delay）を考慮できない 
同時発⽣の遅延の影響は全く考慮されない．例えば，作業 B と作業 F 及び作業 D と
作業 H の同時発⽣の遅延の影響は全く考慮されていない．同時発⽣の遅延の影響を考
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慮しないために，実際に遅延した⽇数と理論的⼯期延伸⽇数の差分を促進効果とする
考え⽅は，同時発⽣の遅延⽇数をそれぞれ個別に総合計することで過⼤に計算してし
まうことになる． 
・ クリティカリティを考慮できない 
全ての遅延はプロジェクトの遅延に対して同等の影響を及ぼすと仮定して分析して
いる点が挙げられる．例えば，作業 D の指⽰遅延の遅延は，プロジェクト完成時の実
績⼯程上でクリティカルパス上にないため，直接プロジェクトの完成時期に影響を与
えていない遅延であるが，上記全ての解釈⼿法で遅延分析対象となる遅延として分析
されている．本来，プロジェクトの完成時期に影響を与える遅延事象，すなわちクリ
ティカルパス上にある遅延事象のみを遅延分析の対象とすべきであるが，この⼿法は
作業の順番やネットワークを全く考慮しない⾮ CPM 遅延分析⼿法であるため，理論
的⼯期延伸⽇数は過⼤に計算される傾向になる．当然のことながら，建設プロジェク
ト遂⾏中に発⽣するクリティカルパスの変動も考慮されていない⼿法である． 
ほとんどの建設契約が CPM によって⼯程管理をするよう規定されているにもかか
わらず⾮ CPM である分析⼿法であること，さらに上記の致命的な⽋点により信頼性
に乏しく，実際の遅延分析⼿法として採⽤・承認されるケースはほとんどないとされ
ている．しかし，Kumaraswamy, M.によると，上記の⽋点が指摘されているにもかか
わらず，この分析⼿法の簡便さの観点から⾹港で最も利⽤されている分析⼿法である
と報告 [61]されている． 
5.3.1.3 アルカス(Alkass)の⼿法 
アルカス(以下 Alkass と表現する) [62]等は分析対象とする遅延の特定に際して，遅
延の契約的責任分類による区分を⾏わず，全ての契約的責任の遅延を分析対象として
いる． 
図 5-2 のモデル実績⼯程に Alkass の⼿法を適⽤した場合，対象となる遅延は表 5-5
の通りである．全ての遅延事象の期間を単純に⾜し合わせると 30 ⽇となる．分析結果
として，理論的⼯期延伸⽇数は 30 ⽇と解釈されることになる．  
72 
 
表 5-5 Alkass の⼿法の分析対象となる遅延⼀覧表 
作業名 遅延期間 契約的責任分類 遅延発⽣⽇時（開始⽇） 
A 3 ⽇ 請負者責任遅延 1 ⽇⽬ 
A 1 ⽇ 発注者責任遅延 7 ⽇⽬ 
B 2 ⽇ 第三者責任遅延 12 ⽇⽬ 
B 2 ⽇ 発注者責任遅延 19 ⽇⽬ 
D 2 ⽇ 請負者責任遅延 27 ⽇⽬ 
D 1 ⽇ 第三者責任遅延 29 ⽇⽬ 
D 1 ⽇ 発注者責任遅延 32 ⽇⽬ 
E 1 ⽇ 発注者責任遅延 3 ⽇⽬ 
E 3 ⽇ 第三者責任遅延 4 ⽇⽬ 
E 1 ⽇ 請負者責任遅延 7 ⽇⽬ 
F 1 ⽇ 請負者責任遅延 13 ⽇⽬ 
F 3 ⽇ 発注者責任遅延 14 ⽇⽬ 
F 5 ⽇ 第三者責任遅延 19 ⽇⽬ 
G 1 ⽇ 第三者責任遅延 29 ⽇⽬ 
G 1 ⽇ 発注者責任遅延 32 ⽇⽬ 
H 1 ⽇ 発注者責任遅延 13 ⽇⽬ 
I 1 ⽇ 請負者責任遅延 21 ⽇⽬ 
合計 30 ⽇   
この⼿法による理論的⼯期延伸⽇数Ｚの算出⽅法は式(5−1ሻで表現できる． 
ܼ ൌ 	 ෍ ܦ஽௜௝௜∈ே 式	 ሺ5−1ሻ 
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促進⽇数は理論的⼯期延伸⽇数と遅延実績との差分で計算される．遅延実績は実績
⼯期 37 ⽇と計画⼯程 23 ⽇との差分である 14 ⽇であるため，促進⽇数は，37 ⽇と 14
⽇との差分となり，23 ⽇となる． 
促進⽇数 Y の算出⽅法式(5−2ሻで表現できる．  
ܻ ൌ 	 ൜෍ ܦ஽௜௝௜∈ே െ ሺ ܲܬ
஺஻ ி െ ܲܬ௉௅ ி 	 ሻൠ
ା
式	 ሺ5−2ሻ 
第 2 章の式(2−44ሻ，式(2−45ሻで⽰した通り，建設プロジェクトの遅延に影響を及
ぼすのは，遅延量とトータルフロートの差分であるため，Alkass の⼿法による理論的
⼯期延伸⽇数は明らかに過⼤な分析結果である．分析結果として，促進⽇数も算出し
ているが，この促進⽇数も過⼤な⼯期延伸⽇数を基準として算出されており，正しい
促進⽇数を表現しているとは⾔えない． 
5.3.1.4 ヴァシリエワ(Vasilyeva)の⼿法 
ヴァシリエワ(以下 Vasilyeva と表現する) [63]は発注者責任遅延のみを分析対象とし
ている．そして，理論的⼯期延伸⽇数は，発注者責任遅延の遅延期間の総和が実際の
建設プロジェクトの遅延⽇数を超過した⽇数と解釈している．すなわち促進の効果は
考えない． 
図 5-2 のモデル実績⼯程に Vasilyeva の⼿法を適⽤した場合に分析対象となる遅延
は表 5-6 の通りである．  
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表 5-6 Vasilyeva の⼿法の分析対象となる遅延⼀覧表 
作業名 遅延期間 契約的責任分類 遅延発⽣⽇時（開始⽇） 
A 1 ⽇ 発注者責任遅延 7 ⽇⽬ 
B 2 ⽇ 発注者責任遅延 19 ⽇⽬ 
D 1 ⽇ 発注者責任遅延 32 ⽇⽬ 
E 1 ⽇ 発注者責任遅延 3 ⽇⽬ 
F 3 ⽇ 発注者責任遅延 14 ⽇⽬ 
G 1 ⽇ 発注者責任遅延 32 ⽇⽬ 
H 1 ⽇ 発注者責任遅延 13 ⽇⽬ 
合計 10 ⽇ 発注者責任遅延  
発注者責任遅延の期間を合計すると 10 ⽇間となる．実績の遅延⽇数は 14 ⽇間であ
るため，理論的⼯期延伸⽇数は 10＜14 となり，このケースでは理論的⼯期延伸はな
いと判断される． 
この⼿法による理論的⼯期延伸⽇数Ｚの算出⽅法は式(5−3ሻで表現できる． 
ܼ ൌ 	 ൜෍ ܦ஼஽ ஽௜௜∈ே െ ሺ ܲܬ
஺஻ ி െ ܲܬ௉௅ ி 	 ሻൠ
ା
式	 ሺ5−3ሻ 
この⼿法では，促進⽇数の効果はもともと考えていない．単純に発注者責任遅延期
間の総和を理論的⼯期延伸⽇数としているため，例えば作業 D と作業 G に同時に発⽣
した３２⽇⽬の遅延をそれぞれ個別に計算している．従って，この⼿法による理論的
⼯期延伸⽇数は過⼤に評価されていることになる． 
5.3.1.5 フランク(Frank)の⼿法 
フランク(以下 Frank と表現する) [64]等は，請負者責任以外の遅延，すなわち発注
者責任遅延と第三者責任遅延を分析対象としている． 
図 5-2 のモデル実績⼯程に Frank の⼿法を適⽤した場合に，分析対象となる遅延は
表 5-7 の通りである． これらの遅延の期間を合計すると，22 ⽇間となる．結果とし
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て，理論的⼯期延伸⽇数は 22 ⽇間と判断される．この⼿法による理論的⼯期延伸⽇数
Ｚの算出⽅法は式(5−4ሻで表現できる． 
ܼ ൌ෍ ܦா஽ ஽௜௝௜∈ே 	 ൬ൌ෍ ܦ஼஽ ஽
௜௝ ൅෍ ܦே஼஽ ஽௜௝௜∈ே௜∈ே ൰ 式	 ሺ5−4ሻ 
促進効果は，理論的⼯期延伸⽇数と遅延実績との差分で計算され，22 ⽇間と 14 ⽇
間との差分となり，8 ⽇間が促進効果となる． 
促進⽇数 Y の算出⽅法は式(5−5ሻで表現できる．  
ܻ ൌ 	 ൜෍ ܦா஽ ஽௜௝௜∈ே െ ൫ ܲܬ
஺஻ ி െ ܲܬ௉௅ ி 	 ൯ൠ
ା
式	 ሺ5−5ሻ 
表 5-7 Frank の⼿法の分析対象となる遅延⼀覧表 
作業名 遅延期間 契約的責任分類 遅延発⽣⽇時（開始⽇） 
A 1 ⽇ 発注者責任遅延 7 ⽇⽬ 
B 2 ⽇ 第三者責任遅延 12 ⽇⽬ 
B 2 ⽇ 発注者責任遅延 19 ⽇⽬ 
D 1 ⽇ 第三者責任遅延 29 ⽇⽬ 
D 1 ⽇ 発注者責任遅延 32 ⽇⽬ 
E 1 ⽇ 発注者責任遅延 3 ⽇⽬ 
E 3 ⽇ 第三者責任遅延 4 ⽇⽬ 
F 3 ⽇ 発注者責任遅延 14 ⽇⽬ 
F 5 ⽇ 第三者責任遅延 19 ⽇⽬ 
G 1 ⽇ 第三者責任遅延 29 ⽇⽬ 
G 1 ⽇ 発注者責任遅延 32 ⽇⽬ 
H 1 ⽇ 発注者責任遅延 13 ⽇⽬ 
合計 22 ⽇   
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この⼿法では，単純に発注者責任遅延期間と第三者責任遅延期間の和を理論的⼯期
延伸⽇数としており，例えば 19 ⽇⽬に同時に発⽣した作業 B の発注者責任遅延期間
と作業 F の第三者責任遅延期間を合計している．このため，算出される理論的⼯期延
伸⽇数は過⼤に評価されていることになる． 
5.3.1.6 トーマス(Thomas)の⼿法 
トーマス(以下 Thomas と表現する) [65]等は，請負者責任の遅延のみを対象とした
分析と，発注者責任の遅延のみを対象とした分析をそれぞれ⾏い，その差分を理論的
⼯期延伸⽇数と考えるとしている． 
図 5-2 のモデル実績⼯程に Thomas の⼿法を適⽤した場合，理論的⼯期延伸⽇数は
次のように計算されることになる． 
まず，発注者責任遅延のみで分析した場合には，Vasilyeva の⼿法と同様の⼿順とな
るため，10 ⽇間の遅延⽇数となる． 
次に請負者責任遅延のみで分析する場合の対象となる遅延は表 5-8 の通りである．
請負者責任遅延の期間を合計すると，8 ⽇間の遅延⽇数となる． 
表 5-8 Thomas の⼿法の分析対象となる請負者責任遅延の⼀覧表 
作業名 遅延期間 契約的責任分類 遅延発⽣⽇時（開始⽇） 
A 3 ⽇ 請負者責任遅延 1 ⽇⽬ 
D 2 ⽇ 請負者責任遅延 27 ⽇⽬ 
E 1 ⽇ 請負者責任遅延 7 ⽇⽬ 
F 1 ⽇ 請負者責任遅延 13 ⽇⽬ 
I 1 ⽇ 請負者責任遅延 21 ⽇⽬ 
合計 8 ⽇   
これらの結果より，発注者責任遅延による分析結果の⽅が⼤きくなり，（10＞8）発
注者責任遅延による分析と請負者責任遅延による分析との差分となる 10-8＝2 ⽇間が
理論的⼯期延伸⽇数となる． 
この⼿法による理論的⼯期延伸⽇数Ｚの算出⽅法は式(5−6ሻで表現できる．  
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ܼ ൌ 	 ൬෍ ܦ஼஽ ஽௜௝௜∈ே െ	 ෍ ܦூா஽ ஽
௜௝
௜∈ே
൰
ା
式	 ሺ5−6ሻ 
この⼿法では，促進⽇数の効果は考えてない．この⼿法においても，請負者責任遅
延期間の総和と発注者責任遅延期間の総和の⽐較から理論的⼯期延伸⽇数を求める⼿
法であるため，5.3.1.4 の Vasilyeva の⼿法と同様に，同時発⽣した遅延による影響を
考慮せずに過⼤に評価する⼿法であるということができる． 
5.3.2 ネットインパクト法（Net Impact Method） 
ネットインパクト法（Net Impact Method）は．グローバルインパクト法（Global 
Impact Method）の抱える課題のうち，同時発⽣遅延の影響を考慮することを試みた⼯
程分析⼿法である． 
5.3.2.1 具体的な⼿順 
この⼿法の基本的な⼿順は図 5-5 の通りである． 
 
図 5-5 Net Impact Method の基本⼿順 
① 各遅延の開始⽇と終了⽇を特定し，それぞれの遅延期間を特定する． 
② 同時発⽣遅延（Concurrent Delay）を考慮する 
③ ⼯期延伸⽇数を算出する． 
同時発⽣遅延の考慮の仕⽅や詳細の分析⼿順について，表 5-9 に⽰す通り詳細ルー
ルの⾒解が分かれている． 
① 遅延期間の特定
② 同時発⽣遅延の考慮
③ ⼯期延伸⽇数の算出
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表 5-9 Net Impact Method の解釈相違⼀覧表 
 同時発⽣の考え⽅ 対象とする遅延の契約的責任分類 
⼯期延伸⽇数 
の算定⽅法 
Alkass 実績と遅延期間合計との差分 全て 実績と計画との差分 
Vasilyeva 
同時に発⽣した遅延を相殺して
どちらか⼀⽅だけを考慮する 
発注者責任遅延のみ 実績と遅延期間合計との差分 
Thomas 全て 対象となる遅延期間の総和 
5.3.2.2 ネットインパクト法（Net Impact Method）の⻑所と短所 
この⼿法は，グローバルインパクト法（Global Impact Method）の同時発⽣遅延の
影響を考慮した改良⼿法であるため，同時発⽣遅延を考慮していない課題以外はその
⽋点をそのまま引き継いでいる．  
・ プロジェクト中には適⽤できない 
・ クリティカリティを考慮できない 
この⼿法もプロジェクト遂⾏中には適⽤できず，完全にプロジェクトが完成してか
らでないと⼯程分析できない⼿法である． 
また，全ての遅延がプロジェクトの遅延に対して同等の影響を及ぼすと仮定して分
析している．つまり，⾮ CPM 遅延分析⼿法のため，その遅延がクリティカルパス上
にあるか⾮クリティカルパス上にあるのかを考慮しない⼿法である． 
5.3.2.3 アルカス(Alkass)の⼿法 
アルカス（以下 Alkass と表現する） [62]等の⼿法は，グローバルインパクト法
（Global Impact Method）と同様に全ての遅延事象を特定し，その開始⽇と終了⽇を
決定するところから始める．グローバルインパクト法（Global Impact Method）で
は，理論的⼯期延伸⽇数はこれら全ての期間を単純に合計したものであったが，この
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理論的⼯期延伸⽇数は実際の⼯程の遅延⽇数よりも⼤きく算出される課題があった．
また，グローバルインパクト法（Global Impact Method） では理論的⼯期延伸⽇数と
実際の⼯程の遅延⽇数との差分はプロジェクトの促進の効果であると解釈していた
が，Alkass 等の⼿法では，この差分を同時発⽣遅延による影響であると解釈する．つ
まり，プロジェクトの促進の効果は考えない⼿法である． 
この⼿法での理論的⼯期延伸⽇数は実際の⼯程の遅延⽇数と計画との差分であると解
釈する．つまり，特定した遅延期間情報は直接分析には使われない． 
図 5-2 のモデル実績⼯程に Alkass の⼿法を適⽤した場合，理論的⼯期延伸⽇数は実
績⼯程と計画⼯程との差分で計算されるため，37 ⽇-23 ⽇=14 ⽇間となる． 
この分析⼿法による理論的⼯期延伸⽇数Ｚは式(5−7ሻで表現できる．  
ܼ ൌ 	 ܲܬ஺஻ ி െ ܲܬ௉௅ ி 式	 ሺ5−7ሻ 
この⼿法では，本質的に何の分析も⾏っておらず，単純に実績⼯程と計画⼯程の差
分を理論的⼯期延伸⽇数としている．契約的責任分類も考慮されておらず，最も信頼
性の低い分析⼿法であると考えられる． 
5.3.2.4 ヴァシリエワ(Vasilyeva)の⼿法 
ヴァシリエワ(以下 Vasilyeva と表現する) [63]の⼿法では，発注者責任による遅延の
みを抽出して分析する．そして抽出した発注者責任の遅延発⽣時期を詳細に分析し，
同じ時期に発⽣している遅延事象を重複しないように遅延期間を算出する．重複しな
い発注者責任遅延の期間の総和を計算し，この総和と実際の建設プロジェクトの遅延
⽇数とを⽐較し，超過した分のみを理論的⼯期延伸⽇数と考える． 
図 5-2 の実績モデル⼯程に Vasilyeva の⼿法を適⽤する．重複して発⽣した発注者
責任遅延は，32 ⽇⽬に発⽣した作業Ｄと作業Ｇの遅延でその期間は 1 ⽇間である．よ
って，重複しない発注者責任遅延の総合計を求めると，表 5-10 のように 9 ⽇間とな
る．  
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表 5-10 Vasilyeva の⼿法の分析対象となる遅延⼀覧表 
作業名 重複しない 
遅延期間 
契約的責任分類 遅延発⽣⽇時（開始⽇） 
A 1 ⽇ 発注者責任遅延 7 ⽇⽬ 
B 2 ⽇ 発注者責任遅延 19 ⽇⽬ 
D 1 ⽇ 発注者責任遅延 32 ⽇⽬（重複） 
E 1 ⽇ 発注者責任遅延 3 ⽇⽬ 
F 3 ⽇ 発注者責任遅延 14 ⽇⽬ 
G 重複 発注者責任遅延 32 ⽇⽬（重複） 
H 1 ⽇ 発注者責任遅延 13 ⽇⽬ 
合計 9 ⽇   
この 9 ⽇間と建設プロジェクトの実際の遅延⽇数である 14 ⽇間を⽐較し，9<14 と
実際の遅延⽇数の⽅が⼤きくなるため，このケースでは⼯期延伸⽇数は認められない
という結果となる． 
この分析⼿法による理論的⼯期延伸⽇数Ｚは式(5−8ሻで表現できる．  
ܼ ൌ ቐራ൫ ܦ஼஽ ஽௜௝൯
௜∈ே
െ ሺ ܲܬ஺஻ ி െ ܲܬ௉௅ ி ሻቑ
ା
式	 ሺ5−8ሻ 
5.3.2.5 トーマス(Thomas)の⼿法 
トーマス(以下 Thomas と表現する) [65]は契約的責任分類で抽出せずに全ての遅延
事象を分析対象とする．そして，全ての遅延事象の発⽣時期・期間を詳細に分析した
上で，それぞれの遅延が同時発⽣している期間を重複しないように遅延期間の総和を
算出する．この⼿法では，理論的⼯期延伸⽇数は重複しない全ての遅延期間の総和と
なる． 
図 5-2 の実績モデル⼯程に Thomas の⼿法を適⽤してみる．この建設プロジェクト
で発⽣した遅延を契約的責任分類別に⽇毎にまとめたものが，表 5-11 である． 
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表 5-11 重複しない遅延算出のための⼀覧表 
⽇ 請負者責任遅延 発注者責任遅延 第三者責任遅延 
1 ◎ 
  
2 ◎ 
  
3 ◎ ◎ 
 
4 
  
◎ 
5 
  
◎ 
6 
  
◎ 
7 ◎ ◎ 
 
12 
  
◎ 
13 ◎ ◎ ◎ 
14 
 
◎ 
 
15 
 
◎ 
 
16 
 
◎ 
 
19 
 
◎ ◎ 
20 
 
◎ ◎ 
21 ◎ 
 
◎ 
22 
  
◎ 
23 
  
◎ 
27 ◎ 
  
28 ◎ 
  
29 
  
◎ 
32 
 
◎ 
 
この表より，重複しない遅延期間の総合計は２１⽇間となる．この 21 ⽇間が理論的
⼯期延伸⽇数と判断される． 
この分析⼿法による理論的⼯期延伸⽇数 Z は式(5−9ሻで表現できる．  
ܼ ൌራ൫ܦ஽௜௝൯
௜∈ே
式	 ሺ5−9ሻ 
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5.3.2.6 ネットインパクト法（Net Impact Method）における同時発⽣遅延 
ネットインパクト法（Net Impact Method）はグローバルインパクト法（Global 
Impact Method）の⽋点の⼀つである同時発⽣遅延の影響を考慮している⼿法である
が，完全に同時発⽣遅延の影響を考慮しているとは⾔い難いと考えられる． 
例えば Alkass と Thomas の⼿法では，全ての契約的責任分類の遅延を区別せずに
分析している．すなわち，契約的責任分類の異なる複数の遅延が同時に発⽣した場合
の責任負担の分配は考慮されていない． 
Vasilyeva の⼿法においても，契約的主体の⼀⽅のみの遅延を取り扱うため，発注者
責任以外の遅延に関連する同時発⽣遅延の影響・責任負担分配は全く考慮していない
⼿法である． 
同時発⽣遅延の影響を考慮する⼿法として，次のような⼿法で分析する⽅法も考え
られる．  
① 全ての遅延や混乱の開始⽇と終了⽇とその契約的責任を明確にする． 
② 契約的責任分類の全ての組合せ毎に７回分析する． 
(ア) 請負者責任のみの遅延 
(イ) 発注者責任のみの遅延 
(ウ) 第三者責任のみの遅延 
(エ) 請負者責任の遅延と発注者責任の遅延の同時発⽣遅延 
(オ) 請負者責任の遅延と第三者責任の遅延の同時発⽣遅延 
(カ) 発注者責任の遅延と第三者責任の遅延の同時発⽣遅延 
(キ) 請負者責任の遅延と発注者責任の遅延と第三者責任の遅延の同時発⽣遅延 
の７回の分析を⾏う． 
それぞれの遅延の契約的責任による責任負担の分配⽅法を予め決定して合意してお
く必要があるが，実績の遅延⽇数と上記の⽇数を⽐較して理論的⼯期延伸⽇数を決定
することが可能となり，上記の⼿法に⽐較して，同時発⽣遅延の影響とその責任負担
分配を考慮することができる⼿法となる． 
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図 5-2 のモデル実績⼯程にこの改善⼿法を⽤いた場合，それぞれの組合せによる影
響⽇数は以下のように計算され，表 5-12 のように整理できる． 
(ア) 請負者責任のみの遅延は 1 ⽇⽬，2 ⽇⽬，27 ⽇⽬，28 ⽇⽬の 4 ⽇間である 
(イ) 発注者責任のみの遅延は 14〜16 ⽇⽬と 32 ⽇⽬の 4 ⽇間である 
(ウ) 第三者責任のみの遅延は 4〜6 ⽇⽬，12 ⽇⽬，22〜23 ⽇⽬，29 ⽇⽬の合計 7
⽇間である 
(エ) 請負者責任の遅延と発注者責任の遅延は，3 ⽇⽬と７⽇⽬の 2 ⽇間である． 
(オ) 請負者責任の遅延と第三者責任の遅延は，21 ⽇⽬の 1 ⽇間である 
(カ) 発注者責任の遅延と第三者責任の遅延は，19 ⽇⽬と 20 ⽇⽬の 2 ⽇間である． 
(キ) 請負者責任の遅延と発注者責任の遅延と第三者責任の遅延の同時発⽣遅延は 13
⽇⽬の 1 ⽇間である． 
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表 5-12 契約的責任分類とその組合せの⼀覧表  
（ア） （イ） （ウ） （エ） （オ） （カ） （キ） 
1 ◎ 
  
    
2 ◎ 
  
    
3 ◎ ◎ 
 
◎    
4 
  
◎     
5 
  
◎     
6 
  
◎     
7 ◎ ◎ 
 
◎    
12 
  
◎     
13 ◎ ◎ ◎    ◎ 
14 
 
◎ 
 
    
15 
 
◎ 
 
    
16 
 
◎ 
 
    
19 
 
◎ ◎   ◎  
20 
 
◎ ◎   ◎  
21 ◎ 
 
◎  ◎   
22 
  
◎     
23 
  
◎     
27 ◎ 
  
    
28 ◎ 
  
    
29 
  
◎     
32 
 
◎ 
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これらのそれぞれの分析を数式で表現すると，以下のようになる． 
(ア) ⋃ ൫ D୍୉ୈ ୈ୧ ൯୧∈୒ ∖ ⋃ ൫ D୉ୈ ୈ୧ ൯୧∈୒ 式	 ሺ5−10ሻ 
(イ) ⋃ ൫ Dେୈ ୈ୧ ൯୧∈୒ ∖ ⋃ ൫ D୒େୈ ୈ୧ ൯୧∈୒ ∖ ⋃ ൫ D୍୉ୈ ୈ୧ ൯୧∈୒ 式	 ሺ5−11ሻ 
(ウ) ⋃ ൫ D୒େୈ ୈ୧ ൯୧∈୒ ∖ ⋃ ൫ Dେୈ ୈ୧ ൯୧∈୒ ∖ ⋃ ൫ D୍୉ୈ ୈ୧ ൯୧∈୒ 式	 ሺ5−12ሻ 
(エ) ൫⋃ ൫ D୍୉ୈ ୈ୧ ൯୧∈୒ ∩ ⋃ ൫ Dେୈ ୈ୧ ൯୧∈୒ ൯ ∖ ⋃ ൫ D୒େୈ ୈ୧ ൯୧∈୒ 式	 ሺ5−13ሻ 
(オ) ൫⋃ ൫ D୍୉ୈ ୈ୧ ൯୧∈୒ ∩ ⋃ ൫ D୒େୈ ୈ୧ ൯୧∈୒ ൯ ∖ ⋃ ൫ Dେୈ ୈ୧ ൯୧∈୒ 式	 ሺ5−14ሻ 
(カ) ൫⋃ ൫ Dେୈ ୈ୧ ൯୧∈୒ ∩ ⋃ ൫ D୒େୈ ୈ୧ ൯୧∈୒ ൯ ∖ ⋃ ൫ D୍୉ୈ ୈ୧ ൯୧∈୒ 式	 ሺ5−15ሻ 
(キ) ⋃ ൫ D୍୉ୈ ୈ୧ ൯୧∈୒ ∩ ⋃ ൫ D୉ୈ ୈ୧ ൯୧∈୒ ∩ ⋃ ൫ D୒େୈ ୈ୧ ൯୧∈୒ 式	 ሺ5−16ሻ 
これらの分析結果と，事前合意した責任分担分配⼿法によって，実績の遅延⽇数と
⽐較しながら，理論的⼯期延伸⽇数を決定することが可能となる． 
ただしこの⼿法は CPM を利⽤した分析⼿法ではないために，建設プロジェクト全
体の遅延に影響を及ぼす遅延を特定しておらず，厳密な意味で同時発⽣遅延を取り扱
っているとは⾔えない．また，この⼿法を以てしても，同時発⽣遅延の影響と責任負
担分配を多少考慮しているだけであり，グローバルインパクト法（Global Impact 
Method）の持つ他の⽋点をそのまま引き継ぐことになることに変わりはない． 
5.3.3 ⾮ CPM 遅延分析⼿法のまとめ 
⾮ CPM 遅延分析⼿法に共通する特徴は，分析回数が⼀回あるいは分析対象となる
責任分類毎に⼀回であるために多くの CPM 遅延分析⼿法と⽐較して分析にかかる時
間やコストが少ないというメリットがある．⼀⽅，実績⼯程表を分析対象⼯程として
いるために，建設プロジェクトが完了してからでないと分析できないデメリットや， 
CPM を利⽤しない遅延分析⼿法であるために，建設プロジェクト全体の遅延に影響を
及ぼさない遅延期間も遅延分析結果に加味されるため，分析結果が過⼤に評価される
⽋点を有している． 
⾮ CPM 遅延分析⼿法の相違点をまとめたものが表 5-13 である．  
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表 5-13 ⾮ CPM 遅延分析⼿法⼀覧 
遅延分析⼿法名称 
提唱者 
同時発⽣の遅延 契約的責任分類 分析対象 ⽐較対象 
グローバルインパクト法     
アルカス 未考慮 分類なく全ての遅延 遅延  
ヴァシリエワ 未考慮 発注者責任遅延 遅延 実績⼯程 
フランク 未考慮 請負者責任遅延以外 遅延  
トーマス 未考慮 発注者責任遅延 
請負者責任遅延 
遅延 各分析結果 
ネットインパクト法     
アルカス 未考慮 分類なく全ての遅延 実績⼯程 計画⼯程 
ヴァシリエワ 発注者責任遅延のみ 発注者責任遅延 遅延  
トーマス 契約的責任分類なし 分類なく全ての遅延 遅延  
岡本 契約的責任分類毎の
全ての組合せ毎 
全ての組合せ 遅延 各分析結果 
5.4 CPM 遅延分析⼿法の分類 
Tony [66]によると，CPM 遅延分析⼿法は次の⼆つのアプローチに分類できる． 
・理論的な請求権利に基づくアプローチ（Entitlement Based） 
・実績に基づくアプローチ(Fact Based) 
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理論的な請求権利に基づくアプローチとは，実際に発⽣したかどうかといった観点
ではなく，与条件下で理論的に考えられる理論的⼯程モデルを作成し，“もしもこうい
う条件だったならばこうなっていたはずである”といった理論的なアプローチである．
例えば，分析対象となる計画⼯程表に対して重要と考えられる遅延事象を加えたモデ
ル⼯程を作成したり，逆に実績⼯程表から関連する遅延事象を取り除いたモデル⼯程
を作成したりして，そのモデル化に伴う⼯程への影響度を分析するアプローチであ
る．このタイプのアプローチに属する遅延分析⼿法として，計画⼯程遅延挿⼊法（As-
Planned Impacted Method），実績⼯程遅延除去法（As-Built Collapsed Method）等が
挙げられる． 
実績に基づくアプローチとは，建設プロジェクトで実際にどのような事象が発⽣
し，その事象が建設プロジェクト全体に対してどのような影響を及ぼしたのかを分析
するアプローチである．このタイプのアプローチに属する遅延分析⼿法として，計画
実績⽐較法（As-Planned vs As-Built Method），進捗確認分析法（Contemporaneous 
period analysis）等が挙げられる．  
以降，それぞれの遅延分析⼿法を具体的に考察してゆく． 
5.5 計画⼯程遅延挿⼊法（As-Planned Impacted Method） 
この分析⼿法の基本的な考え⽅は，CPM で作成した計画⼯程（As-Planned 
Schedule）に対して分析対象となる遅延事象を挿⼊・加える(Impacted)ことによっ
て，動的に変化した建設プロジェクトの完成期⽇に与える影響を分析する⼿法であ
る．  
この分析⼿法の基本的な⼿順は図 5-6 の通りである． 
 
図 5-6 計画⼯程遅延挿⼊法の基本⼿順 
この計画⼯程に遅延事象を挿⼊する⼿法には，分析した結果であるモデル⼯程と⽐
較する対象について⼤きく分けて２種類の考え⽅がある． 
① 計画⼯程に遅延事象を挿⼊
② モデル⼯程の全体⼯期への影響分析
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 計画⼯程 
 実績⼯程 
⼀つの考え⽅は，分析した結果を計画⼯程と⽐較する⼿法であり，もう⼀⽅の考え
⽅は，分析した結果を実績⼯程と⽐較する⼿法である． 
分析した結果を計画⼯程と⽐較する⼿法には，計画⼯程に対して挿⼊する遅延事象
の契約的責任分類によって三つの説が存在する． 
 請負者責任以外の遅延事象 
 それぞれの契約的責任毎に分析 
 全ての契約的責任分類の事象 
⼀つは請負者責任に因らない事由による遅延事象のみを挿⼊する分析⼿法であり，
もう⼀つはそれぞれの契約的責任毎の遅延事象をそれぞれ契約的責任毎に別々に分析
する⼿法，そして最後に全ての遅延事象を個別に計画⼯程に挿⼊し，それぞれの契約
的責任毎の影響を分析する⼿法である． 
それぞれの契約的責任毎の遅延事象をそれぞれ契約的責任毎に別々に分析する⼿法
では，遅延事象を挿⼊する分析回数の考え⽅に２種類の説が存在する． 
 全ての遅延事象を⼀度に加える⼿法（Gross） 
 遅延事象毎に時系列順に加える⼿法（Unit） 
⼀つは，加える対象の遅延事象を全て⼀度に挿⼊する⼿法であり，もう⼀つは遅延
事象毎に⼀つずつ計画⼯程に挿⼊して遅延事象の数の分だけ分析する⼿法である． 
分析した結果を実績⼯程と⽐較する⼿法は，計画⼯程に対して加える遅延事象は請
負者責任に起因する遅延事象のみを全て⼀度に挿⼊する⼿法の⼀種類のみである． 
これらの分析⼿法の違いをまとめると，以下の表 5-14 のようになる． 
表 5-14 計画⼯程遅延挿⼊法の相違⼀覧表 
⽐較対象 遅延事象の契約的責任分類 分析回数 分析⼿法名称 
計画⼯程 
請負者責任以外の遅延事象 ⼀回 Impacted As-Planned Analysis 
それぞれの責任の遅延事象毎 それぞれ What if method 他 
全ての遅延事象 遅延毎に複数回 As-Planned Technique 
実績⼯程 請負者責任の遅延事象のみ ⼀回 As-Planned but for 他 
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5.5.1 計画⼯程遅延挿⼊法の⻑所と短所 
計画⼯程遅延挿⼊法の⻑所は，次の２点が挙げられる． 
① 計画⼯程を分析対象としているために，実績情報を考慮する必要がないという
こと 
② 遅延事象が発⽣した実際の時期を考慮しなくても良いこと 
実際に発⽣した遅延事象について，作業の特定，遅延の契約的責任分類，遅延期間
の情報が特定できれば，この⼿法による分析が可能であるためあまり⼿間をかけずに
分析できる⻑所がある． 
この反⾯，この⼿法の短所としては，次の 7 点が挙げられる． 
① 実績情報を考慮していないために，実際に起こった遅延事象の状況・影響を正
しく反映した分析⼿法ではない．例えば実績⼯程に記録されている促進の効果
は計画⼯程には表現されないので無視されることになる． 
② 建設プロジェクトでは当初予定していた計画⼯程から施⼯⼿順が変わること
で，計画⼯程と実績⼯程とで論理的依存関係が変化することは珍しいことでは
ない．この⼿法は計画⼯程と遅延から作成したモデル⼯程で分析するために，
実績⼯程は全く考慮されず，実際に発⽣した施⼯⼿順の変化は反映できない． 
③ 計画⼯程に遅延事象を加えて作成するモデル⼯程は，プロジェクトの後半では
実際に発⽣した遅延事象の時期とモデル⼯程上で加える遅延事象の時期との差
が⼤きくなる傾向にある． 
④ 計画⼯程を分析対象としており，計画⼯程が全プロジェクト期間に亘って実⾏
可能で完璧なものであって，間違いが全くないという前提に⽴った分析⼿法で
あるが，実際には完璧な計画⼯程を作成することは⾮常に難しい． 
⑤ 分析⼿順によっては，ある⼀部の契約的責任分類の遅延事象しか分析対象とし
ないため，あくまでも理論的な分析であって，実際に発⽣した遅延事象による
影響を正しく反映しているとは⾔えない． 
⑥ 同時発⽣した遅延である Concurrent Delay となる遅延事象に対する分析ができ
ない．  
⑦ 実績⼯程を考慮しない遅延分析⼿法であるため，分析結果は実際の建設プロジ
ェクトの遅延⽇数に合致しない． 
5.5.2 インパクティッド・アズプランド分析（Impacted As-Planned Analysis） 
インパクティッド・アズプランド分析（以下，Impacted As-Planned Analysis [67]と
表現する．）は，計画⼯程に請負者責任以外の遅延を⼀度に全て挿⼊し，計画⼯程と⽐
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較する⼿法である．請負者責任以外の遅延とは，発注者責任の遅延と第三者責任の遅
延である． 
図 5-1 のモデル計画⼯程に請負者責任以外の遅延を⼀度に全て挿⼊した結果は次の
図 5-7 のようになる． 
 
図 5-7 Impacted As-Planned Analysis 分析例 
計画⼯程に，請負者責任以外の遅延を挿⼊することで，全体⼯期は当初の計画⼯程
である 23 ⽇間から 37 ⽇間へと 14 ⽇間伸びる結果となった．この結果より，理論的
⼯期延伸期間は 14 ⽇間であると判断される． 
この⼿法による理論的⼯期延伸⽇数の算出⽅法を数式で表現する．  
⼯期延伸期間Ｚは，請負者責任以外の遅延を挿⼊したモデル⼯程と計画⼯程との差
分であるため，式(5−17ሻで表現される． 
ܼ ൌ 	 ܲܬிெ஽ െ	 ܲܬி௉௅ 式	 ሺ5−17ሻ 
請負者責任以外の遅延を挿⼊したモデル⼯程での建設プロジェクト最終⽇ ܲܬிெ஽
は，モデル⼯程の作業のうち⼀番遅く終了する作業の終了⽇ ܶெ஽ ி௜と同じとなるため，
式(5−18ሻで表現される． 
ܲܬிெ஽ ൌ 	 ܯܽݔሺ ܶெ஽ ி௜ሻ 式	 ሺ5−18ሻ 
請負者責任以外の遅延を挿⼊したモデル⼯程での任意の作業の終了⽇ ܶெ஽ ி௜は，任意
の作業 i の開始⽇ ܶெ஽ ௌ௜ から所要期間 ܶ௉௅ ஽௜  経過したものにその作業で発⽣した請負者
責任以外の遅延 ܦா஽ ஽௜௝	 を加えたものであるため，式(5−19ሻで表現される． 
ிܶ௜ெ஽ ൌ 	 ܶெ஽ ௌ௜ ൅	 ܶ௉௅ ஽௜ ൅	 ܦா஽ ஽௜௝ 式	 ሺ5−19ሻ 
91 
 
請負者責任以外の遅延を挿⼊したモデル⼯程での任意の作業 i の開始⽇ ܶெ஽ ௌ௜は，作
業 i の先⾏作業の終了⽇のうち⼀番遅いものܯܽݔሺ ܶெ஽ ிି ௜ሻで決定されるため，式(5−20ሻ
で表現される． 
ௌܶ௜ெ஽ ൌ 	 ܯܽݔሺ ܶெ஽ ிି ௜ሻ 式	 ሺ5−20ሻ 
請負者責任以外の遅延を挿⼊したモデル⼯程が計画⼯程よりも遅延するのは，挿⼊
した請負者責任以外の遅延に対して，その作業のトータルフロートが少ない場合のみ
であり，その遅延量は，挿⼊した請負者責任以外の遅延量とトータルフロートの差分
であるため，⼯期延伸期間Ｚは式(5−21ሻのようにも表現できる． 
ܼ ൌ 	 ෍ሺ ܦ஽௜௝ா஽
௜௝
െ	 ்ܶி௜ா஽ାெ஽ିூ ሻା 式	 ሺ5−21ሻ 
この⼿法は建設プロジェクトの途中段階であっても，計画⼯程にそれまでの請負者
責任以外の遅延を挿⼊することで，その断⾯における⼯期延伸⽇数を算出できるとい
う⻑所がある．⼀⽅，この⼿法は請負者責任以外の遅延のみしか取り扱わない⼿法で
あり，計画⼯程遅延挿⼊法に共通した⽋点の他に次のような⽋点がある． 
・請負者責任遅延によるクリティカルパスの変動の影響は考慮されない． 
・請負者責任遅延との同時発⽣遅延は考慮されない． 
・発注者責任遅延と第三者責任遅延を区別して分析していないため，関連する同時
発⽣遅延は考慮されない． 
また，遅延毎に分析するのではなく分析回数が 1 回のみであるため，次のような⽋
点がある． 
・個々の請負者責任以外の遅延によるクリティカルパスの変動の影響は考慮されな
い． 
5.5.3 ワット・イフ法（What if method） 
ワット・イフ法（以下，What if method と表現する．） [52]は，計画⼯程にそれぞれ
の責任毎の遅延事象を⼀度に挿⼊した結果を計画⼯程と⽐較する⼿法である．全く同
じ考え⽅で分析⼿法の名前が異なるものに，As-Planned Impact Method [66], As-
Planned Impacted [63], Impacted As-Planned Technique [68]等がある．それぞれの責
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任遅延とは，発注者責任遅延，第三者責任遅延，請負者責任遅延の３種類の契約的責
任の遅延である． 
具体的には，次のように３つのモデル⼯程をそれぞれ作成して分析することにな
る． 
ステップ１：計画⼯程に発注者責任遅延のみを挿⼊したモデルで分析する． 
ステップ２：計画⼯程に第三者責任遅延のみを挿⼊したモデルで分析する． 
ステップ３：計画⼯程に請負者責任遅延のみを挿⼊したモデルで分析する． 
最初のステップ１として，図 5-1 のモデル計画⼯程に発注者責任遅延を挿⼊した場
合，図 5-8 のようになる． 
 
図 5-8 What If Method：発注者責任遅延の分析例 Step1 
発注者責任遅延をモデル計画⼯程に挿⼊した結果，挿⼊する前の全体⼯期である 23
⽇から 28 ⽇へと 5 ⽇間伸びる結果となった． 
このステップ１を数式で表現すると，以下のようになる． 
発注者責任の遅延による影響 Z஼஽ は，発注者責任の遅延を挿⼊したモデル⼯程と計画
⼯程との差分であるため，式(5−22ሻで表現できる． 
ܼ஼஽ ൌ 	 ܲܬிெ஽ െ	 ܲܬி௉௅ 式	 ሺ5−22ሻ 
また，発注者責任の遅延を挿⼊したモデル⼯程が計画⼯程よりも遅延するのは，挿
⼊した発注者責任の遅延に対して，その作業のトータルフロートが少ない場合のみで
あり，その遅延量は，挿⼊した発注者責任の遅延量とトータルフロートの差分である
ため，発注者責任の遅延による影響 Z஼஽ は式(5−23ሻのようにも表現できる． 
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ܼ஼஽ ൌ 	 ෍ሺ ܦ஽௜஼஽
௜
െ	 ்ܶி௜஼஽ାெ஽ିூ ሻା 式	 ሺ5−23ሻ 
発注者責任の遅延を挿⼊したモデル⼯程での建設プロジェクト最終⽇ ܲܬிெ஽ は，モ
デル⼯程の作業のうち⼀番遅く終了する作業の終了⽇ ܶெ஽ ி௜と同じとなるため，式
(5−24ሻで表現できる． 
ܲܬிெ஽ ൌ 	 ܯܽݔሺ ܶெ஽ ி௜ሻ 式	 ሺ5−24ሻ 
発注者責任の遅延を挿⼊したモデル⼯程での任意の作業の終了⽇ ܶெ஽ ி௜は，任意の作
業 i の開始⽇ ܶெ஽ ௌ௜ から所要期間 ܶ௉௅ ஽௜  経過したものにその作業で発⽣した発注者責任
の遅延 ܦ஼஽ ஽௜ 	 を挿⼊したものであるため，式(5−25ሻで表現できる． 
ிܶ௜ெ஽ ൌ 	 ܶெ஽ ௌ௜ ൅	 ܶ௉௅ ஽௜ ൅	 ܦ஼஽ ஽௜ 式	 ሺ5−25ሻ 
発注者責任の遅延を挿⼊したモデル⼯程での任意の作業 i の開始⽇ ܶெ஽ ௌ௜は，作業 i の
先⾏作業の終了⽇のうち⼀番遅いものܯܽݔሺ ܶெ஽ ிି ௜ሻで決定されるため，式(5−26ሻで表
現できる． 
ௌܶ௜ெ஽ ൌ 	 ܯܽݔሺ ܶெ஽ ிି ௜ሻ 式	 ሺ5−26ሻ 
次のステップ２として，図 5-1 のモデル計画⼯程に第三者責任遅延を挿⼊した場合
は図 5-9 のようになる． 
 
図 5-9 What If Method：第三者責任遅延の分析例 Step2 
第三者責任遅延をモデル計画⼯程に挿⼊することで，挿⼊する前の全体⼯程である
23 ⽇から 32 ⽇へと 9 ⽇間伸びる結果となった． 
94 
 
このステップ２を数式で表現すると，以下のようになる． 
第三者責任の遅延による影響 Zே஼஽ は，第三者責任の遅延を挿⼊したモデル⼯程と計
画⼯程との差分であるため，式(5−27ሻで表現できる． 
ܼே஼஽ ൌ 	 ܲܬிெ஽ െ	 ܲܬி௉௅ 式	 ሺ5−27ሻ 
また，第三者責任の遅延を挿⼊したモデル⼯程が計画⼯程よりも遅延するのは，挿
⼊した第三者責任の遅延に対して，その作業のトータルフロートが少ない場合のみで
あり，その遅延量は，挿⼊した第三者責任の遅延量とトータルフロートの差分である
ため，第三者責任の遅延による影響 Zே஼஽ は式(5−28ሻのようにも表現できる． 
ܼே஼஽ ൌ 	 ෍ሺ ܦ஽௜ே஼஽
௜
െ	 ்ܶி௜ே஼஽ାெ஽ିூ ሻା 式	 ሺ5−28ሻ 
第三者責任の遅延を挿⼊したモデル⼯程での建設プロジェクト最終⽇ ܲܬிெ஽ は，モ
デル⼯程の作業のうち⼀番遅く終了する作業の終了⽇ ܶெ஽ ி௜と同じとなるため，式
(5−29ሻのように表現できる． 
ܲܬிெ஽ ൌ 	 ܯܽݔሺ ܶெ஽ ி௜ሻ 式	 ሺ5−29ሻ 
第三者責任の遅延を挿⼊したモデル⼯程での任意の作業の終了⽇ ܶெ஽ ி௜は，任意の作
業 i の開始⽇ ܶெ஽ ௌ௜ から所要期間 ܶ௉௅ ஽௜  経過したものにその作業で発⽣した第三者責任
の遅延 ܦே஼஽ ஽௜ 	 を挿⼊したものであるため，式(5−30ሻで表現できる． 
ிܶ௜ெ஽ ൌ 	 ܶெ஽ ௌ௜ ൅	 ܶ௉௅ ஽௜ ൅	 ܦே஼஽ ஽௜ 式	 ሺ5−30ሻ 
第三者責任の遅延を挿⼊したモデル⼯程での任意の作業 i の開始⽇ ܶெ஽ ௌ௜は，作業 i の
先⾏作業の終了⽇のうち⼀番遅いものܯܽݔሺ ܶெ஽ ிି ௜ሻで決定されるため，式(5−31ሻで表
現できる． 
ௌܶ௜ெ஽ ൌ 	 ܯܽݔሺ ܶெ஽ ிି ௜ሻ 式	 ሺ5−31ሻ 
最後にステップ３として，図 5-1 のモデル計画⼯程に請負者責任遅延を挿⼊した場
合は，図 5-10 のようになる． 
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図 5-10 What If Method ：請負者責任遅延の分析例 Step3 
請負者責任遅延をモデル計画⼯程に挿⼊することで，挿⼊する前の全体⼯程である
23 ⽇から 28 ⽇へと 5 ⽇間伸びる結果となった．  
このステップ３を数式で表現すると，以下のようになる． 
請負者責任の遅延による影響 Zூா஽ は，請負者責任の遅延を挿⼊したモデル⼯程と計
画⼯程との差分であるため，式(5−32ሻで表現できる． 
ܼூா஽ ൌ 	 ܲܬிெ஽ െ	 ܲܬி௉௅ 式	 ሺ5−32ሻ 
また，請負者責任の遅延を挿⼊したモデル⼯程が計画⼯程よりも遅延するのは，挿
⼊した請負者責任の遅延に対して，その作業のトータルフロートが少ない場合のみで
あり，その遅延量は，挿⼊した請負者責任の遅延量とトータルフロートの差分である
ため，請負者責任の遅延による影響 Zூா஽ は式(5−33ሻで表現できる． 
ܼூா஽ ൌ 	 ෍ሺ ܦ஽௜ூா஽
௜
െ 	 ்ܶி௜ூா஽ାெ஽ିூ ሻା 式	 ሺ5−33ሻ 
請負者責任の遅延を挿⼊したモデル⼯程での建設プロジェクト最終⽇ ܲܬிெ஽ は，モ
デル⼯程の作業のうち⼀番遅く終了する作業の終了⽇ ܶெ஽ ி௜と同じとなるため，式
(5−34ሻで表現できる． 
ܲܬிெ஽ ൌ 	 ܯܽݔሺ ܶெ஽ ி௜ሻ 式	 ሺ5−34ሻ 
請負者責任の遅延を挿⼊したモデル⼯程での任意の作業の終了⽇ ܶெ஽ ி௜は，任意の作
業 i の開始⽇ ܶெ஽ ௌ௜ から所要期間 ܶ௉௅ ஽௜  経過したものにその作業で発⽣した請負者責任
の遅延 ܦூா஽ ஽௜ 	 を挿⼊したものであるため，式(5−35ሻで表現できる． 
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ிܶ௜ெ஽ ൌ 	 ܶெ஽ ௌ௜ ൅	 ܶ௉௅ ஽௜ ൅	 ܦூா஽ ஽௜ 式	 ሺ5−35ሻ 
請負者責任の遅延を挿⼊したモデル⼯程での任意の作業 i の開始⽇ ܶெ஽ ௌ௜は，作業 i の
先⾏作業の終了⽇のうち⼀番遅いものܯܽݔሺ ܶெ஽ ிି ௜ሻで決定されるため，式(5−36ሻで表
現できる． 
ௌܶ௜ெ஽ ൌ 	 ܯܽݔሺ ܶெ஽ ிି ௜ሻ 式	 ሺ5−36ሻ 
これらの３ステップの結果をまとめると，表 5-15 のようになる． 
表 5-15 What If Method の分析結果⼀覧表 
分析ステップ 影響⽇数 
Step1 発注者責任遅延 5 ⽇間 
Step2 第三者責任遅延 9 ⽇間 
Step3 請負者責任遅延 5 ⽇間 
これらの結果から理論的⼯期延伸⽇数を算出することになる．しかし，この分析⼿
法を提唱している過去の⽂献に，⼿法の考え⽅や⼿順に関する記述はあるものの，こ
の分析結果からどのように⼯期延伸⽇数を決定するかについては記述されていない．
もし遅延分析⼿法としてこの⼿法を採⽤する場合には，得られた分析結果から理論的
⼯期延伸⽇数を決定する⽅法についても事前合意しておく必要があることになる．私
が考える理論的⼯期延伸⽇数決定⽅法には，例えば次のような⼿法が挙げられる． 
・過失相殺の⼿法 
発注者責任遅延と請負者責任遅延に共通する最⼩分析結果⽇数を過失相殺とする考
え⽅である．上記の例では，発注者責任遅延による分析結果も請負者責任遅延による
分析結果も５⽇間であるため，実際の建設プロジェクトの遅延⽇数である 14 ⽇間のう
ちの 5 ⽇間はそれぞれの契約主体の過失を相殺することになる．それぞれの契約的責
任毎の分析結果から 5 ⽇間を相殺して残る 14-5=9 ⽇間が第三者責任遅延の影響であ
り，この 9 ⽇間を⼯期延伸⽇数と考える．仮に過失相殺した後に請負者責任遅延が残
れば，⼯期延伸ではなく遅延損害⾦の弁済⽇数となる． 
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・責任負担按分の⼿法 
実際の建設プロジェクトの遅延⽇数である 14 ⽇間と，上記分析結果のそれぞれの契
約的責任毎の遅延の総計である 19 ⽇間を⽤いて，それぞれの責任負担を按分する考え
⽅である．すなわち，発注者責任遅延及び請負者責任遅延による分析結果はともに 14
÷19×5=3.7 ⽇間，第三者責任は 14÷19×9=6.6 ⽇間と考える． 
また，この⼿法は建設プロジェクトの途中段階で分析することはその断⾯における
契約的責任分類毎の影響⽇数を算出できるという意味において実務上可能ではあるも
のの，あまり分析することに意味がない．何故ならば，それぞれの契約的責任分類毎
の分析結果は建設プロジェクトの進捗に応じて累加的に変化してゆくが，最終的な遅
延責任負担がそれぞれの分析結果の相対的な判断によってなされるからである．最終
的な遅延責任負担は建設プロジェクトが終了しなければ確定しない．  
5.5.4 アズプランド・テクニック（As-Planned Technique） 
アズプランド・テクニック（以下 As-Planned Technique と表現する） [69] [70]の
⼿法は，計画⼯程に全ての遅延を時系列順に⼀つずつ挿⼊して，それぞれの遅延によ
る影響をその都度計画⼯程と⽐較する⼿法である．同じような考え⽅で名称の異なる
分析⼿法として，As-Planned Schedule Delay Analysis [58]がある． 
最初に Step-1 として，作業 A の請負者責任遅延を図 5-1 のモデル計画⼯程に挿⼊
する．挿⼊した結果は図 5-11 となり，挿⼊する前の全体⼯程 23 ⽇と⽐較して 26 ⽇
と 3 ⽇間延びる結果となる．  
 
図 5-11 As-Planned Technique ：Step-1 分析例 
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次に Step-2 として，作業Ｅの発注者責任遅延を図 5-11 に挿⼊する．挿⼊した結果
が図 5-12 であり，挿⼊する前の全体⼯程 26 ⽇と同じであり，この遅延による全体⼯
程への影響はないことがわかる． 
 
図 5-12 As-Planned Technique ：Step-2 分析例 
次に Step-3 として，作業Ｅの第三者責任遅延を図 5-12 に挿⼊する．挿⼊した結果
が図 5-13 であり，挿⼊する前の全体⼯程 26 ⽇と⽐較して，27 ⽇と 1 ⽇間延びる結
果となる． 
 
図 5-13 As-Planned Technique ：Step-3 分析例 
次に Step-4 として，作業 A の請負者責任遅延を図 5-13 に挿⼊する．挿⼊した結果
が図 5-14 であり，挿⼊する前の全体⼯程 27 ⽇と同じ結果となり，この遅延に対する
全体⼯程への影響はない． 
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図 5-14 As-Planned Technique ：Step-4 分析例 
次に Step-5 として，作業Ｅの請負者責任遅延を図 5-14 に挿⼊する．挿⼊した結果
が図 5-15 であり，挿⼊する前の全体⼯程 27 ⽇と⽐較して 28 ⽇となり，1 ⽇伸びる
結果となる． 
 
図 5-15 As-Planned Technique ：Step-5 分析例 
次に Step-6 として，作業 B の第三者責任任遅延を図 5-15 に挿⼊する．挿⼊した結
果が図 5-16 であり，挿⼊する前の全体⼯程 28 ⽇と⽐較して 29 ⽇となり，1 ⽇伸び
る結果となる． 
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図 5-16 As-Planned Technique ：Step-6 分析例 
次に Step-7 として，作業 F の請負者責任遅延及び作業Ｈの発注者責任遅延を図 
5-16 に挿⼊する．挿⼊した結果が図 5-17 であり，挿⼊する前の全体⼯程 29 ⽇と同じ
結果となり，これらの遅延による全体⼯程への影響はない． 
 
図 5-17 As-Planned Technique ：Step-7 分析例 
次に Step-8 として，作業 F の発注者責任遅延を図 5-17 に挿⼊する．挿⼊した結果
が図 5-18 であり，挿⼊する前の全体⼯程 29 ⽇と⽐較して 32 ⽇と 3 ⽇間延びる結果
となる． 
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図 5-18 As-Planned Technique ：Step-8 分析例 
次に Step-9 として，図 5-18 に作業 F の第三者責任遅延を挿⼊した結果を⽰したも
のが図 5-19 である．遅延事象を挿⼊する前の全体⼯程 32 ⽇と⽐較して，37 ⽇とな
り，5 ⽇間伸びる結果となる．  
 
図 5-19 As-Planned Technique ：Step-9 分析例 
次に Step-10 として，図 5-19 に作業Ｂの発注者責任遅延と，作業Ｉの請負者責任
遅延を挿⼊する．挿⼊した結果が図 5-20 であり，挿⼊する前の全体⼯程 37 ⽇と同じ
結果となる．すなわち，これらの遅延は全体⼯程には影響を及ぼさないことがわか
る． 
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図 5-20 As-Planned Technique ：Step-10 分析例 
次に Step-11 として，図 5-20 に作業Ｄの請負者責任遅延と第三者責任遅延を挿⼊
する．挿⼊した結果が図 5-21 であり，挿⼊する前の全体⼯程 37 ⽇と同じ結果とな
る．すなわち，これらの遅延は全体⼯程には影響を及ぼさないことがわかる． 
 
図 5-21 As-Planned Technique ：Step-11 分析例 
次に Step-12 として，図 5-21 に作業Ｇの第三者責任遅延を挿⼊する．挿⼊した結
果が図 5-22 であり，挿⼊する前の全体⼯程 37 ⽇と⽐較して 38 ⽇となり，1 ⽇間伸
びる結果となる．  
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図 5-22 As-Planned Technique ：Step-12 分析例 
次に Step-13 として，図 5-22 に作業Ｄの発注者責任遅延を挿⼊する．挿⼊した結
果が図 5-23 であり，挿⼊する前の全体⼯程 37 ⽇と同じ結果となる．すなわち，これ
らの遅延は全体⼯程には影響を及ぼさないことがわかる． 
 
図 5-23 As-Planned Technique ：Step-13 分析例 
最後に Step-14 として，図 5-23 に作業Ｇの発注者責任遅延を挿⼊する．挿⼊した
結果が図 5-24 であり，挿⼊する前の全体⼯程 37 ⽇と⽐較して 38 ⽇と 1 ⽇間伸びる
結果となる． 
 
図 5-24 As-Planned Technique ：Step-14 分析例 
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以上，これらのステップ毎の結果をまとめると，表 5-16 のようになる． 
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表 5-16 As-Planned Technique 時系列順分析結果⼀覧表 
Step 発注者責任遅延 第三者責任遅延 請負者責任遅延 備考 
Step-1   3 ⽇間  
Step-2    遅延なし 
Step-3  1 ⽇間   
Step-4    遅延なし 
Step-5   1 ⽇間  
Step-6  1 ⽇間   
Step-7    遅延なし 
Step-8 3 ⽇間    
Step-9  5 ⽇間   
Step-10    遅延なし 
Step-11    遅延なし 
Step-12  1 ⽇間   
Step-13    遅延なし 
Step-14 1 ⽇間    
 4 ⽇間 8 ⽇間 4 ⽇間  
各ステップにおいて，遅延を挿⼊したモデル⼯程が計画⼯程よりも遅延するのは，
挿⼊した遅延に対して，その遅延を挿⼊する作業のトータルフロートが少ない場合の
みであり，その遅延量は，挿⼊した遅延量とトータルフロートの差分であるため，挿
⼊した遅延による影響は数式で表現すると次のようになる． 
ܼ஼஽ ൌ 	 ෍ሺ ܦ஽௜஼஽
௜
െ	 ்ܶி௜ାெ஽ିூ ሻା 式	 ሺ5−37ሻ 
ܼூா஽ ൌ 	 ෍ሺ ܦ஽௜ூா஽
௜
െ 	 ்ܶி௜ାெ஽ିூ ሻା 式	 ሺ5−38ሻ 
ܼே஼஽ ൌ 	 ෍ሺ ܦ஽௜ே஼஽
௜
െ	 ்ܶி௜ାெ஽ିூ ሻା 式	 ሺ5−39ሻ 
この⼿法も実際の建設プロジェクトの遅延⽇数は考慮されずに分析された結果であ
る．実際の全体遅延⽇数は 14 ⽇であるのに対し，それぞれの契約的責任分類毎の分析
結果の合計は 16 ⽇となる．5.5.3 と同様に，分析結果からどのように責任負担を決定
するか事前に決定しておく必要がある．考えられる決定⼿法は 5.5.3 と同様に過失相
殺の⼿法と責任負担按分の⼿法とが考えられる．遅延責任負担の算出⽅法がそれぞれ
の契約的責任分類毎の分析結果を⽤いてなされるため，建設プロジェクト遂⾏中に分
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析することは可能であるが，この⼿法においても最終的な遅延責任負担が確定するの
は建設プロジェクトが完了してからとなる． 
また，この⼿法は個々の遅延について契約的責任分類を特定しながら⼀つずつ挿⼊
してゆくため，同時発⽣遅延を考慮できる分析⼿法であるという⾒解も考えられよ
う．しかし，分析対象⼯程が実績⼯程でなく計画⼯程であるため，このモデル上で同
時発⽣しているように⾒える複数の遅延が実績⼯程上では必ずしも同時発⽣している
とは限らない点に注意する必要がある．すなわち，あくまでもモデル⼯程上の同時発
⽣遅延を取り扱うことは可能であるが，厳密な意味において実際の同時発⽣遅延は取
り扱えない⼿法である． 
上記のように時系列順に分析したのと同じように，これらの分析ステップを逆時系
列順に⾏った場合の分析結果は表 5-17 のようになる．表には遅延の影響がなかった
ステップは省略して表現している． 
表 5-17 As-Planned Technique 逆時系列順分析結果⼀覧表 
Step 発注者責任遅延 第三者責任遅延 請負者責任遅延 備考 
Step-1 1 ⽇間    
Step-2  1 ⽇間   
Step-3   ２⽇間  
Step-4  3 ⽇間   
Step-5 3 ⽇間    
Step-6   1 ⽇間  
Step-7   1 ⽇間  
Step-8  3 ⽇間   
Step-9 1 ⽇間    
 5 ⽇間 7 ⽇間 4 ⽇間  
この結果は，時系列順で分析した表 5-16 と異なる結果を⽰している．つまり，As-
Planned Technique の分析⼿法は，挿⼊する遅延事象の順番が変わると結果が異なる
分析⼿法であることがわかる． 
逆時系列順に遅延事象を挿⼊した場合の遅延事象の影響⽇数は次の式で算出され
る． 
ܼ஼஽ ൌ 	 ෍ሺ ܦ஽௜஼஽
௜
െ	 ்ܶி௜ିெ஽ାூ ሻା 式	 ሺ5−40ሻ 
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ܼூா஽ ൌ 	 ෍ሺ ܦ஽௜ூா஽
௜
െ 	 ்ܶி௜ିெ஽ାூ ሻା 式	 ሺ5−41ሻ 
ܼே஼஽ ൌ 	 ෍ሺ ܦ஽௜ே஼஽
௜
െ	 ்ܶி௜ିெ஽ାூ ሻା 式	 ሺ5−42ሻ 
ここで， T୘୊୧ି୑ୈା୍ とは，ある作業 i の後続作業の全ての作業に遅延事象を逆時系列
順に挿⼊した場合の作業 i のトータルフロートを⽰しており，作業 i に遅延事象を挿⼊
する前の作業 i のトータルフロートを⽰している． 
この数式が意味しているところは，ある作業に遅延事象を挿⼊した結果として全体
⼯程が伸びた場合には，遅延事象を挿⼊した作業を含まないパス上のトータルフロー
トの⽇数は増加することである．これにより，遅延事象を挿⼊した作業を含まないパ
ス上の別の作業に別の遅延事象を挿⼊した場合の影響⽇数に影響を及ぼす． 
今回，遅延事象を挿⼊する順番として，時系列順と逆時系列順の 2 種類で考察を試
みた．個⼈的に，遅延事象を挿⼊する順番としては，逆時系列順ではなく，時系列順
とした⽅が良いと私は考える．何故ならば，逆時系列順に遅延事象を挿⼊するという
ことは，挿⼊する遅延事象の前には遅延事象が全く発⽣していない状況を分析してい
ることになり，現実に発⽣した状況とはかなりかけはなれている状況を分析している
ことになるからである．従って，この分析⼿法で逆時系列順に遅延事象を加える⼿法
を選択した場合には，あくまでも理論的なアプローチとしてのモデル⼯程を利⽤した
分析⼿法であると割り切る必要がある． 
さらに，この⼿法を採⽤する場合に考慮に⼊れておかなければならない重要な要素
がある．それは，遅延事象を計画⼯程に挿⼊する際の遅延を挿⼊する場所の特定の問
題である．例えば，作業Ｇの計画時の期間は９⽇間であるが，実績期間は遅延２⽇間
を含めて 10 ⽇間である．すなわち，実績では遅延 2 ⽇間と促進 1 ⽇間を含んでい
る．この場合の第三者責任遅延の挿⼊位置は，開始⽇から起算して 5 ⽇⽬とし，終了
⽇から起算しない．遅延の挿⼊に伴う全体⼯程への影響⽇数の計算には，遅延⽇数を
含んだ合計期間のみが寄与するために，遅延をどこに挿⼊するのかは重要でないと思
われるかもしれないが，上記のようにどの遅延を先に挿⼊するかで分析結果が変わっ
てくるために，挿⼊する場所の特定は挿⼊する遅延の順番を決定する上で重要な意味
を持ってくる． 
こうして，挿⼊する遅延の位置を開始⽇からの相対的な位置で決定する⽅針とした
場合に，もう⼀つ留意しておくべき点がある．遅延の中には，異常気象のように，作
業の⼿順とは無関係に発⽣したものも含まれ，こういった遅延事象をその作業の開始
⽇からの相対的な位置に挿⼊することは，実際にはその相対的な位置で発⽣する実現
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可能性の低いモデルで分析することになる．つまり，この⼿法で分析する場合には，
実現可能性よりも，理論的モデルでの分析であることを割り切って利⽤しなければな
らないことになる． 
最後にクリティカルパスの変動についても触れておく．この⼿法は個々の遅延事象
を⼀つずつ挿⼊してゆく⼿法であるため，挿⼊する遅延事象によるクリティカルパス
の変動の影響を考慮できる⼿法である．しかし上述した通り，挿⼊する遅延事象の順
番によって分析結果が変化する性質を持っており，同じ期間に複数の遅延事象が発⽣
している場合には，どちらの遅延事象を先に挿⼊するかで結果が変わることになる．
後に挿⼊する遅延事象は，先に挿⼊した遅延事象によるクリティカルパスの変動の影
響を受けてしまうため，挿⼊する遅延事象の順番によっては正しくクリティカルパス
の変動を管理することができないということができる．挿⼊する遅延事象の順番に関
する課題に対しては，後述する遅延セクションという概念を利⽤することで解決する
ことができる． 
5.5.5 アズプランド・バットフォー（As-Planned but for） 
アズプランド・バットフォー（以下 As-Planned but for と表現する．） [63] [66]の⼿
法は，計画⼯程に請負者責任の遅延を全て挿⼊し，得られた結果を実績⼯程と⽐較す
る⼿法である．同じ考え⽅で名称の異なる遅延分析⼿法として，But-for Analysis 
using As-Planned CPM [71]，But-for or Collapsing Technique [62]，Adjusted As-
Planned CPM Approach [64]等がある．実績⼯程との差分は，請負者責任以外の遅延
が発⽣していなかったとした場合に短縮できたと考えられる理論的な⼯期延伸⽇数と
なる． 
図 5-1 のモデル計画⼯程に請負者責任の遅延を挿⼊した場合，図 5-25 のようにな
る． 
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図 5-25 As-Planned But For 分析例 
計画⼯程に請負者責任の遅延を全て挿⼊した場合，全体⼯期は 28 ⽇となり，実績⼯
程の 37 ⽇と⽐較して 9 ⽇間早く終わる結果となる．もし請負者責任遅延以外の遅延
が発⽣していなかったとしたら，９⽇間は早く終わらせることができたということ
で，理論的⼯期延伸⽇数が９⽇間と算出されることになる．  
この⼿法を数式で表現すると，以下のようになる． 
⼯期延伸期間 Z は，請負者責任の遅延を挿⼊したモデル⼯程と実績⼯程との差分で
あるため，式(5−43ሻで算出される． 
ܼ ൌ 	 ܲܬி஺஻ െ	 ܲܬிெ஽ 式	 ሺ5−43ሻ 
また，請負者責任の遅延を挿⼊したモデル⼯程が計画⼯程よりも遅延するのは，挿
⼊した請負者責任の遅延に対して，その作業のトータルフロートが少ない場合のみで
あり，その遅延量は，挿⼊した請負者責任の遅延量とトータルフロートの差分である
ため，請負者責任の遅延による影響期間 Ｚூா஽ は式(5−44ሻで表現できる． 
ܼூா஽ ൌ 	 ෍ሺ ܦ஽௜ூா஽
௜
െ 	 ்ܶி௜ூா஽ାெ஽ିூ ሻା 式	 ሺ5−44ሻ 
よって，⼯期延伸期間 Z は式(5−45ሻでも表現できる． 
ܼ ൌ 	 ܲܬி஺஻ െ	 ܲܬி௉௅ െ෍ሺ ܦ஽௜ூா஽
௜
െ 	 ்ܶி௜ூா஽ାெ஽ିூ ሻା 式	 ሺ5−45ሻ 
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請負者責任の遅延を挿⼊したモデル⼯程での建設プロジェクト最終⽇ ܲܬிெ஽ は，モ
デル⼯程の作業のうち⼀番遅く終了する作業の終了⽇ ܶெ஽ ி௜と同じとなるため，式
(5−46ሻで表現できる． 
ܲܬிெ஽ ൌ 	 ܯܽݔሺ ܶெ஽ ி௜ሻ 式	 ሺ5−46ሻ 
請負者責任の遅延を挿⼊したモデル⼯程での任意の作業の終了⽇ ܶெ஽ ி௜は，任意の作
業 i の開始⽇ ܶெ஽ ௌ௜ から所要期間 ܶ௉௅ ஽௜  経過したものにその作業で発⽣した請負者責任
の遅延 ܦூா஽ ஽௜ 	 を加えたものであるため，式(5−47ሻで表現できる． 
ிܶ௜ெ஽ ൌ 	 ܶெ஽ ௌ௜ ൅	 ܶ௉௅ ஽௜ ൅	 ܦூா஽ ஽௜ 式	 ሺ5−47ሻ 
請負者責任の遅延を挿⼊したモデル⼯程での任意の作業 i の開始⽇ ܶெ஽ ௌ௜は，作業 i の
先⾏作業の終了⽇のうち⼀番遅いものܯܽݔሺ ܶெ஽ ிି ௜ሻで決定されるため，式(5−48ሻで表
現できる． 
ௌܶ௜ெ஽ ൌ 	 ܯܽݔሺ ܶெ஽ ிି ௜ሻ 式	 ሺ5−48ሻ 
この⼿法は計画⼯程に請負者責任遅延を挿⼊したモデル⼯程を実績⼯程と⽐較して分析結
果が確定するため，厳密には建設プロジェクトが終了してからでないと分析ができない．
建設プロジェクト遂⾏中に分析をするならば，⽐較対象とする⼯程表は実績⼯程表ではな
く，実績⼯程と計画⼯程の融合⼯程である進捗確認⼯程を利⽤することが考えられる．進
捗確認⼯程を⽐較対象⼯程とすることで，建設プロジェクト遂⾏中でもこの⼿法による分
析が可能となるが，最終的な分析結果は実績⼯程表を⽤いることになる． 
5.6 実績⼯程遅延除去法（As-Built Collapsed Method） 
この分析⼿法の基本的な考え⽅は， CPM で作成した実績⼯程（As-Built 
Schedule）から分析対象となる遅延事象を取り除く（Collapsed）ことによって，動的
に変化した建設プロジェクトの完成期⽇に与える影響を分析する⼿法である． 
この実績⼯程から遅延事象を取り除く⼿法には，分析対象とする遅延の契約的責任
分類の考え⽅に複数の説が存在する． 
 発注者責任遅延のみを分析対象とする 
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 請負者責任以外の遅延を分析対象とする 
 発注者責任遅延による分析と請負者責任遅延による分析をそれぞれ⾏う 
 それぞれの責任遅延毎に分析を⾏う 
 それぞれの責任遅延とその全ての組合せに対してそれぞれ分析を⾏う 
上記の説のうち複数の責任遅延を分析対象とする説では，遅延事象を取り除く回数
の考え⽅に⼆種類の考え⽅が存在する． 
 全ての遅延事象を⼀度に取り除く⼿法（Gross） 
 遅延事象毎に逆時系列順に取り除く⼿法（Unit） 
これらの分析⼿法の違いをまとめると，表 5-18 のようになる． 
これらの⼿法は，それぞれの分析⼿法毎に固有の分析名称が名付けられているわけ
でなく，同じ名称で詳細の⼿法やルールが異なるものが混在している．But For や
Collapsed As-Built の名称がついている⼿法が多く，遅延分析⼿法の名称だけでは詳
細の⼿順の違いやルールを判別できない．このため，混乱を避けるために表に遅延
分析名称を記述せず，提唱している研究者名を記述することにした． 
表 5-18 実績⼯程遅延除去法の⼿法の相違⼀覧表 
分析対象遅延の契約的責任分類 分析回数 研究者名の例 
発注者責任遅延 ⼀回 Schumacher, L.他 
請負者責任遅延以外 ⼀回 Frank, J.A 他 
発注者責任遅延の分析と 
請負者責任遅延の分析の⽐較 
⼀回 Trauner.T.J. 他 
遅延毎 
それぞれの責任遅延毎の分析 ⼀回 Songül Dayi 他 
遅延毎 
それぞれの責任遅延とその全ての組合せ ⼀回 Mbabazi, A 他 
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5.6.1 実績⼯程遅延除去法（As-Built Collapsed Method）の⻑所と短所 
この⼿法の⻑所は，建設プロジェクトで実際に発⽣した事象を記録した実績⼯程を
分析対象としているために，信頼性が⾼いという点が挙げられる．実際に発⽣した損
失という「事実」を重要視するアメリカの法廷やイギリスの専⾨家達の間では，特に
受けいれられている⼿法である．実績⼯程を分析対象とするために，促進の効果も考
慮することができる．精度の⾼い計画⼯程が存在しない場合や，計画⼯程の信頼性が
低い場合においても，正確な建設プロジェクトの実施記録が残されている場合には，
この⼿法が適⽤可能である．また，後述する Window Analysis や Time Impact 
Analysis と⽐較して時間とコストをそれほどかけずに分析できるという⻑所も持ち合
わせている． 
反対に，この⼿法の⽋点として次の要素が挙げられる． 
① 実績⼯程が CPM ⼿法で作成される必要があるが，実績⼯程上の論理的依存
関係の設定には恣意性が排除できない．実際に事象が起きた後から論理的依
存関係を設定するプロセスとなるが，この⼿法によって請負者側によい結果
をもたらすような恣意性が働くために，その事象が発⽣する前に請負者が計
画していた論理的依存関係と異なる設定がなされる可能性がある．つまり，
事象が発⽣する前の時点で，経験ある請負者が通常計画しないような論理的
依存関係が設定される可能性がある．この実績⼯程上の論理的依存関係を設
定する作業は，⾮常に⼈為操作されやすい性格を持っている． 
② 実績⼯程から遅延事象を取り除いた結果得られるモデル⼯程は，既にモデル
となっていて実際に発⽣した事象ではない．このため，モデル⼯程はあくま
でも分析のための理論的な⼯程となり，実際とは異なる状況を⽰した⼯程表
である． 
③ 実績⼯程のみを分析対象としているため，実績⼯程から遅延事象を取り除い
た結果得られる影響は，その遅延が発⽣した時点で計画されていた⼯程上の
クリティカルパスを反映していない可能性がある．建設プロジェクト遂⾏中
に論理的依存関係が変更されていた場合，この⼿法は最終の実績⼯程での論
理的依存関係しか考慮しない．また，全ての遅延を除去し終わったモデル⼯
程は，計画⼯程と同じものとはならず，この遅延分析⼿法の分析結果は建設
プロジェクトの遅延⽇数とは合致しない． 
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④ 実績⼯程表を取り扱うため，建設プロジェクトが終了してからでないと分析
することができない．実績⼯程表の代わりに実績⼯程と計画⼯程の融合⼯程
である進捗確認⼯程を対象とすることも考えられ，建設プロジェクト遂⾏中
に確かにこの分析⼿法を⽤いて分析することは可能となる．しかし，建設プ
ロジェクト遂⾏中に分析した分析結果は，最終的に建設プロジェクトが完了
してから実績⼯程表を⽤いて分析した結果に引き継ぐことができるとは限ら
ない．何故ならば，建設プロジェクト遂⾏中の進捗確認⼯程から建設プロジ
ェクトが遂⾏されるにつれ，実績情報を基に各後続作業のフロートやクリテ
ィカルパスが変動する可能性があるからである． 
5.6.2 シューマッハ（Schumacher）等の⼿法 
Schumacher [52]等の⼿法は，実績⼯程から発注者責任遅延を⼀度に取り除く⼿法で
ある．同じ考え⽅の⼿法に触れている研究者として，Sherif [72] , Stumpf [24], 
Lovejoy [25], Wail [73]等が挙げられる． 
この⼿法を図 5-2 のモデル実績⼯程に適⽤した場合，実績⼯程から発注者責任遅延
を除去した結果が図 5-26 である．発注者責任遅延を取り除いた結果，除去する前の
全体⼯程 37 ⽇に対して 33 ⽇と 4 ⽇短縮することになる．この４⽇間が理論的⼯期延
伸⽇数であると考える⼿法である． 
 
図 5-26 Schumacher 等の⼿法の分析例 
この⼿法を数式で表現すると，以下のようになる． 
発注者責任遅延を含む作業のモデル⼯程での終了⽇は，発注者遅延事象を取り除く
ことで式(5−49ሻのように変化する． 
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ிܶ௜ିெ஽௜ ൌ ிܶ௜ିெ஽ାூ െ ܦ஽௜஼஽ 式	 ሺ5−49ሻ 
モデル⼯程での終了⽇が変化したことに伴い，その作業の後続作業のモデル⼯程での
開始⽇は式(5−50ሻで更新される．（発注者遅延事象を取り除いた作業が実績⼯程上の
クリティカルパス上にない場合には，下記の式におけるモデル⼯程での開始⽇は変化
せずに更新されることになる．） 
ௌܶ௜ିெ஽௜ ൌ ܯܽݔ൫ ிܶି ௜ିெ஽௜ ൯ 式	 ሺ5−50ሻ 
モデル⼯程において，影響を受ける作業の全ての開始⽇と終了⽇が更新されることに
伴い，モデル⼯程全体の最終⽇は式(5−51ሻで更新される． 
ܲܬிିெ஽௜ ൌ ܯܽݔሺ ிܶ௜ିெ஽ ሻ 式	 ሺ5−51ሻ 
従ってこの⼿法によって分析される⼯期延伸⽇数 Z は式(5−52ሻで求められる． 
ܼ ൌ ܲܬி஺஻ െ ܲܬிିெ஽ 式	 ሺ5−52ሻ 
あるいは，発注者責任遅延を取り除くことによって，最終⼯期に変化が⽣じるケース
は，取り除く発注者責任遅延を含んだ作業が実績⼯程上のクリティカルパス上にある
場合のみなので，⼯期延伸⽇数 Z は式(5−53ሻによっても求めることができる． 
ܼ ൌ෍ሺ ܦ஽௜஼஽ െ ்ܶி௜ିெ஽ାூ ሻା
௜
式	 ሺ5−53ሻ 
実績⼯程上のクリティカルパス上にない作業から遅延事象の期間を取り除いた場合に
は，その作業のトータルフロートは取り除いた期間よりも⼤きいため，ሺ ܦ஽௜஼஽ െ
்ܶி௜ିெ஽ାூ ሻの値は負の値を⽰すため，上記の合計の計算では 0 として処理されることに
なる．また，実績⼯程上のクリティカルパスであった作業から遅延事象の期間を取り
除いた場合に最終⼯期の変化する量は，取り除いた遅延の期間と取り除くことによっ
て⽣み出されたその作業のトータルフロートとの差となることを上記の式の意味して
いるところである． 
この⼿法は発注者責任遅延のみを実績⼯程から除去する⼿法であるため，同時発⽣遅
延は考慮できない．また，除去する遅延は発注者責任遅延のみであるため，他の契約
的責任遅延によるクリティカルパスの変動の影響も考慮することができない． 
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5.6.3 フランク（Frank）等の⼿法 
Frank [64]等の⼿法は，請負者責任以外の遅延を⼀度に実績⼯程から取り除く⼿法で
ある．請負者責任以外の遅延とは，発注者責任遅延と第三者責任遅延を指す． 
 この⼿法を図 5-2 のモデル実績⼯程に適⽤した場合，実績⼯程から請負者責任以
外の遅延を⼀度に取り除いた結果は，図 5-27 のようになる．請負者責任以外の遅延
を取り除くことによって，取り除く前の全体⼯程 37 ⽇と⽐較して 30 ⽇となり，7 ⽇
間短縮する結果となる．よって，理論的⼯期延伸⽇数は 7 ⽇間と判断される． 
 
図 5-27 Frank 等の⼿法の分析例 
この⼿法の理論的⼯期延伸⽇数の算出を数式で表現すると，以下のようになる． 
請負者責任以外の遅延を含む作業のモデル⼯程での終了⽇は，請負者責任以外の遅
延事象を取り除くことで式(5−54ሻのように変化する． 
ிܶ௜ିெ஽௜ ൌ ிܶ௜ିெ஽ାூ െ ܦ஽௜ா஽ 式	 ሺ5−54ሻ 
モデル⼯程での終了⽇が変化したことに伴い，その作業の後続作業のモデル⼯程での
開始⽇は式(5−55ሻで更新される．（請負者責任以外の遅延事象を取り除いた作業が実
績⼯程上のクリティカルパス上にない場合には，下記の式におけるモデル⼯程での開
始⽇は変化せずに更新されることになる．） 
ௌܶ௜ିெ஽௜ ൌ ܯܽݔ൫ ிܶି ௜ିெ஽௜ ൯ 式	 ሺ5−55ሻ 
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モデル⼯程において，影響を受ける作業の全ての開始⽇と終了⽇が更新されることに
伴い，モデル⼯程全体の最終⽇は式(5−56ሻで更新される． 
ܲܬிିெ஽௜ ൌ ܯܽݔሺ ிܶ௜ିெ஽ ሻ 式	 ሺ5−56ሻ 
従って，この⼿法によって分析される⼯期延伸⽇数 Z は式(5−57ሻで求められる． 
ܼ ൌ ܲܬி஺஻ െ ܲܬிିெ஽ 式	 ሺ5−57ሻ 
あるいは，請負者責任以外の遅延を取り除くことによって，最終⼯期に変化が⽣じる
ケースは，取り除く請負者責任以外の遅延を含んだ作業が実績⼯程上のクリティカル
パス上にある場合のみなので，⼯期延伸⽇数 Z は式(5−58ሻによっても求めることがで
きる． 
ܼ ൌ෍ሺ ܦ஽௜ா஽ െ ்ܶி௜ିெ஽ାூ ሻା
௜
式	 ሺ5−58ሻ 
実績⼯程上のクリティカルパス上にない作業から遅延事象の期間を取り除いた場合に
は，その作業のトータルフロートは取り除いた期間よりも⼤きいため，ሺ ܦ஽௜ா஽ െ
்ܶி௜ିெ஽ାூ ሻの値は負の値を⽰すため，上記の合計の計算では 0 として処理されることに
なる．また，実績⼯程上のクリティカルパスであった作業から遅延事象の期間を取り
除いた場合に最終⼯期の変化する量は，取り除いた遅延の期間と取り除くことによっ
て⽣み出されたその作業のトータルフロートとの差となることを上記の式の意味して
いるところである． 
この⼿法は請負者責任以外の遅延のみを実績⼯程から除去する⼿法であるため，同時
発⽣遅延は考慮できない．また，請負者責任遅延は取り除かれることがないため，請
負者責任遅延によるクリティカルパスの変動の影響を考慮することができない． 
5.6.4 トラウナー（Trauner）等の⼿法（One-Shot 型） 
Trauner [68]等の⼿法は，実績⼯程から発注者責任遅延を取り除く分析と，同じく実
績⼯程から請負者責任の遅延を取り除く分析をそれぞれ⾏い，これらを⽐較してそれ
ぞれの責任分担を決定する⼿法である．取り除く作業は全ての遅延を⼀度に同時に取
り除く⼿法とそれぞれの遅延毎に取り除く⼿法と⼆種類存在する．同じ考え⽅に触れ
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ている過去の研究者として，Zack [67], Mohan [74], Sasan [75], Braimah [76]等が挙げ
られる． 
まず，ここでは遅延事象を⼀度に取り除く⼿法(One-Shot 型)を考察する． 
 この⼿法を図 5-2 のモデル実績⼯程に適⽤した場合，実績⼯程から発注者責任遅
延のみを取り除いた結果は 5.6.1 の Schumacher の⼿法の結果と同じであり，次の図 
5-28 のようになる． 
 
図 5-28 Trauner 等の⼿法(One-Shot 型)の分析例-発注者責任遅延の除去 
実績⼯程より発注者責任遅延を除去することにより，除去する前の全体⼯程 37 ⽇に
対して，33 ⽇と 4 ⽇間短縮されることになる．発注者責任遅延に伴う全体⼯程への影
響⽇数は 4 ⽇間と判断される． 
次に実績⼯程から請負者責任遅延を取り除く．図 5-2 のモデル実績⼯程から請負者
責任遅延を取り除いた結果は図 5-29 のようになる． 
 
図 5-29 Trauner 等の⼿法(One-Shot 型)の分析例 請負者責任遅延の除去 
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実績⼯程より請負者責任遅延を⼀度に取り除いた結果，取り除く前の全体⼯程 37 ⽇
と⽐較して 34 ⽇と 3 ⽇間短縮される結果となる．これより，請負者責任遅延による
全体⼯程への影響は 3 ⽇間であると判断されることになる． 
これらの結果をまとめると，次の表 5-19 のようになる． 
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表 5-19 Trauner 等の分析(One-Shot 型)結果⼀覧表 
分析⼿法 ⼯期への影響 
発注者責任遅延を取り除いた分析結果 4 ⽇間 
請負者責任遅延を取り除いた分析結果 3 ⽇間 
実績⼯程でのプロジェクト遅延⽇数 14 ⽇間 
この結果より，発注者責任遅延による影響が 4 ⽇間，請負者責任遅延による影響が
3 ⽇間となる．Trauner はこの分析結果より， 3 ⽇間は発注者・請負者が共に負担す
べきであるとみなして相殺する過失相殺の考え⽅を採⽤している．残りの 4-3＝1 ⽇間
が発注者責任による遅延となり，⼯期延伸⽇数は 1 ⽇間と算出されることになる． 
この⼿法を数式で表現すると，以下のようになる．発注者責任の遅延を取り除いた
場合の数式は，Schumacher の⼿法で説明しているので，ここでは割愛する． 
請負者責任の遅延を含む作業のモデル⼯程での終了⽇は，請負者責任の遅延事象を
取り除くことで式(5−59ሻのように変化する． 
ிܶ௜ିெ஽௜ ൌ ிܶ௜ିெ஽ାூ െ ܦ஽௜ூா஽ 式	 ሺ5−59ሻ 
モデル⼯程での終了⽇が変化したことに伴い，その作業の後続作業のモデル⼯程での
開始⽇は式(5−60ሻで更新される．（請負者責任の遅延事象を取り除いた作業が実績⼯
程上のクリティカルパス上にない場合には，下記の式におけるモデル⼯程での開始⽇
は変化せずに更新されることになる．） 
ௌܶ௜ିெ஽௜ ൌ ܯܽݔ൫ ிܶି ௜ିெ஽௜ ൯ 式	 ሺ5−60ሻ 
モデル⼯程において，影響を受ける作業の全ての開始⽇と終了⽇が更新されることに
伴い，モデル⼯程全体の最終⽇は式(5−61ሻで更新される． 
ܲܬிିெ஽௜ ൌ ܯܽݔሺ ிܶ௜ିெ஽ ሻ 式	 ሺ5−61ሻ 
従って，この請負者責任遅延による⼯期への影響⽇数 Z は式(5−62ሻで求められる． 
ܼ ൌ ܲܬி஺஻ െ ܲܬிିெ஽ 式	 ሺ5−62ሻ 
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あるいは，請負者責任の遅延を取り除くことによって，最終⼯期に変化が⽣じるケー
スは，取り除く請負者責任の遅延を含んだ作業が実績⼯程上のクリティカルパス上に
ある場合のみなので，⼯期への影響⽇数は式(5−63ሻによっても求めることができる． 
ܼ ൌ෍ሺ ܦ஽௜ூா஽ െ ்ܶி௜ିெ஽ାூ ሻା
௜
式	 ሺ5−63ሻ 
実績⼯程上のクリティカルパス上にない作業から遅延事象の期間を取り除いた場合に
は，その作業のトータルフロートは取り除いた期間よりも⼤きいため，ሺ ܦ஽௜ா஽ െ
்ܶி௜ିெ஽ାூ ሻの値は負の値を⽰すため，上記の合計の計算では 0 として処理されることに
なる．また，実績⼯程上のクリティカルパスであった作業から遅延事象の期間を取り
除いた場合に最終⼯期の変化する量は，取り除いた遅延の期間と取り除くことによっ
て⽣み出されたその作業のトータルフロートとの差となることを上記の式の意味して
いるところである． 
これらの結果より，結論として導かれる⼯期延伸⽇数 Z は請負者責任遅延による影響
⽇数よりも発注者責任遅延による影響⽇数の⽅が⼤きい場合に算出され，その計算式
は式(5−64ሻで導かれることになる． 
Z ൌ ൝෍ሺ ܦ஽௜ா஽ െ ்ܶி௜ିெ஽ାூ ሻା
௜
െ෍ሺ ܦ஽௜ூா஽ െ ்ܶி௜ିெ஽ାூ ሻା
௜
ൡ
ା
式	 ሺ5−64ሻ 
この⼿法は発注者責任遅延と請負者責任遅延をそれぞれ実績⼯程から⼀度に除去する
⼿法であるため，個々の遅延によるクリティカルパスの変動の影響を考慮することが
できない．また，分析では同時に単⼀の契約的責任分類の遅延しか取り扱わないた
め，同時発⽣遅延を考慮することができない． 
5.6.5 トラウナー（Trauner）等の⼿法（One-by-One 型） 
前述した⼿法とほぼ同じ考え⽅で，取り除く遅延事象を遅延事象毎にその都度取り
除く⼿法(One-by-One 型)をここで考察する． 
遅延事象毎にその都度遅延事象を取り除く場合，実際の建設プロジェクトになるべ
く合致する状況で分析するために，取り除く順番は通常は逆時系列順となる．  
この⼿法を図 5-2 のモデル実績⼯程に適⽤した場合，最初に作業 G の発注者責任遅
延を除去する．作業 D の発注者責任遅延を最初に取り除く選択肢もあるが，この作業
D の発注者責任遅延は全体⼯程に影響を及ぼしていない．作業 G の発注者責任遅延を
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除去した結果が図 5-30 である．遅延を除去したことによって，除去する前の全体⼯
程 37 ⽇から 36 ⽇へと 1 ⽇間短縮する結果となる． 
 
図 5-30 Trauner 等の⼿法(One-by-One)の分析例-Step-1 
次に図 5-30 から作業 D の発注者責任遅延を取り除いた結果が図 5-31 である．こ
の遅延による全体⼯程への影響はない．  
 
図 5-31 Trauner 等の⼿法(One-by-One)の分析例-Step-2 
次に図 5-31 から作業 D の請負者責任遅延を除去した結果が図 5-32 である．この
遅延を除去することによる全体⼯程への影響はない． 
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図 5-32 Trauner 等の⼿法(One-by-One)の分析例-Step-3 
続いて，図 5-32 から作業 I の請負者責任遅延を除去した結果が図 5-33 である．こ
れらの遅延による全体⼯程への影響はない． 
 
図 5-33 Trauner 等の⼿法(One-by-One)の分析例-Step-4 
続いて，図 5-33 から作業 B の発注者責任遅延を除去した結果が図 5-34 である．
遅延を除去する前の全体⼯程 36 ⽇と⽐較して 35 ⽇へと 1 ⽇間短縮される結果とな
る． 
 
図 5-34 Trauner 等の⼿法(One-by-One)の分析例-Step-5 
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続いて，図 5-34 から作業 F の発注者責任遅延を除去した結果が図 5-35 である．こ
の遅延を除去することによって， 遅延を除去する前の全体⼯程である 35 ⽇と⽐較し
て 34 ⽇へと 1 ⽇間短縮される結果となる． 
 
図 5-35 Trauner 等の⼿法(One-by-One)の分析例-Step-6 
続いて図 5-35 から作業 H の請負者責任遅延を除去した結果が図 5-36 である．こ
の遅延による全体⼯程への影響はない． 
 
図 5-36 Trauner 等の⼿法(One-by-One)の分析例-Step-7 
続いて図 5-36 から作業 F の請負者責任遅延を除去した結果が図 5-37 である．この
遅延による全体⼯程への影響はない． 
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図 5-37 Trauner 等の⼿法(One-by-One)の分析例-Step-8 
続いて図 5-37 から作業 E の請負者責任遅延を取り除いた結果が図 5-38 である．
この遅延による全体⼯程への影響はない． 
 
図 5-38 Trauner 等の⼿法(One-by-One)の分析例-Step-9 
次に図 5-38 から作業 A の発注者責任遅延を除去した結果が図 5-39 である．遅延
を取り除いたことにより，除去する前の全体⼯程である 34 ⽇と⽐較して 33 ⽇へと 1
⽇間短縮される結果となる． 
125 
 
 
図 5-39 Trauner 等の⼿法(One-by-One)の分析例-Step-10 
次に図 5-39 から作業 E の発注者責任遅延を除去した結果が図 5-40 である．この
遅延による全体⼯程への影響はない． 
 
図 5-40 Trauner 等の⼿法(One-by-One)の分析例-Step-11 
最後に図 5-40 から作業 A の請負者責任遅延を除去した結果が図 5-41 である．遅
延を除去することによって，遅延を除去する前の全体⼯程 33 ⽇と⽐較して 30 ⽇へと
3 ⽇間短縮される結果となる． 
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図 5-41 Trauner 等の⼿法(One-by-One)の分析例-Step-12 
これらの影響⽇数 Z の算出⽅法を数式で⽤いて表現すると，以下のようになる． 
ܼூா஽ ൌ෍ሺ ܦ஽௜ூா஽ െ ்ܶி௜ூா஽,஼஽ିெ஽ାூ ሻା 式	 ሺ5−65ሻ 
ܼ஼஽ ൌ෍ሺ ܦ஽௜஼஽ െ ்ܶி௜ூா஽,஼஽ିெ஽ାூ ሻା 式	 ሺ5−66ሻ 
また，以上の分析結果をまとめたものが，表 5-20 になる． 
表 5-20 Trauner 等の⼿法（One-by-One）の分析結果⼀覧表 
Step 遅延の契約的責任分類 影響⽇数 
Step-1 発注者責任遅延 1 ⽇間 
Step-5 発注者責任遅延 1 ⽇間 
Step-6 発注者責任遅延 1 ⽇間 
Step-10 発注者責任遅延 1 ⽇間 
Step-12 請負者責任遅延 3 ⽇間 
この結果より，発注者責任遅延による影響が 4 ⽇間，請負者責任遅延による影響が 3
⽇間という結果となる． 
この⼿法は発注者責任遅延と請負者責任遅延をそれぞれ実績⼯程から個別に除去する
⼿法であるため，個々の遅延によるクリティカルパスの変動の影響を考慮することが
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できる．しかし，除去する遅延の順番によっては分析結果が異なるため，特に複数の
遅延が同時に発⽣している場合に除去する遅延の順番によってはそのクリティカルパ
スの変動の影響を考慮できない場合がある．除去する遅延の順番に起因する問題に対
しては，後述する遅延セクションという概念を利⽤することで解決することができ
る．  
5.6.6 ソンギュル・ダイ（Songül Dayi）等の⼿法（One-Shot 型） 
Songül Dayi [77]等の⼿法は，実績⼯程から遅延を取り除く際に，それぞれの契約的
責任分類毎にそれぞれ分析する⼿法である．遅延を取り除くタイミングとして，全て
の遅延を⼀度に取り除く⼿法（One-Shot 型）と，遅延毎にそれぞれ取り除く⼿法
（One-by-One 型）とがある．ここでは全ての遅延を⼀度に取り除く⼿法について考
察し，次に遅延毎にそれぞれ取り除く⼿法を考察する．同じ考え⽅の分析⼿法に触れ
ている過去の研究者として，Fathi [78], Farrow [66]等が挙げられる．発注者責任遅延
は Schumacher 等の⼿法，請負者責任遅延は Trauner 等の⼿法で既に触れているた
め，ここでは第三者責任遅延のみについて触れる． 
図 5-2 のモデル実績⼯程にこの⼿法を適⽤した場合，第三者責任遅延を取り除いた
結果が図 5-42 である．遅延を除去する前の全体⼯程 37 ⽇と⽐較して 34 ⽇へと 3 ⽇
間短縮される結果となる． 
  
図 5-42 Songül Dayi の⼿法（One-Shot 型）の分析例 -第三者責任遅延の除去 
この影響⽇数 Z の算出⽅法を数式で⽤いて表現すると，式(5−67ሻのようになる． 
Z ൌ ሺ ܦ஽௜ே஼஽ െ ்ܶி௜ିெ஽ାூ ሻା 式	 ሺ5−67ሻ 
これらの結果をとりまとめると，表 5-21 のようになる． 
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表 5-21 Songül Dayi の⼿法(One-Shot 型)の分析結果⼀覧表 
取り除く遅延の契約的責任分類 影響⽇数 
発注者責任遅延を取り除いた分析 4 ⽇間 
請負者責任遅延を取り除いた分析 3 ⽇間 
第三者責任遅延を取り除いた分析 3 ⽇間 
これらの結果より，それぞれの契約主体の負担を決定する．Songül Dayi の考え⽅は
過失相殺の考え⽅である．すなわち，発注者責任遅延による影響も請負者責任遅延に
よる影響も 3 ⽇間は発⽣しているため，この 3 ⽇間はそれぞれが負担すべき責任遅延
であると解釈され，相殺される．残りの 4-3=1 ⽇間が発注者責任遅延による影響とな
り，⼯期延伸⽇数は 1 ⽇間と判断される．仮に，第三者責任遅延による影響⽇数が発
注者責任遅延よりも⼤きかった場合，⼯期延伸⽇数は第三者責任遅延による影響⽇数
と請負者責任遅延による影響⽇数との差分となる． 
この分析⼿法による⼯期延伸⽇数 Z の算出式は以下の通りである．⼯期延伸⽇数
は，発注者責任遅延による影響⽇数と第三者責任遅延による影響⽇数のうち⼤きい⽅
と，請負者責任遅延による影響⽇数の差分で，請負者責任遅延の影響⽇数の⽅が⼩さ
い場合に算出されることになる． 
Z ൌ ൝	ܯܽݔ ൝෍ሺ ܦ஽௜஼஽ െ ்ܶி௜ିெ஽ାூ ሻା	 ,෍ሺ ܦ஽௜஼஽ െ ்ܶி௜ିெ஽ାூ ሻା
௜
ሻ
௜
ൡ െ෍ሺ ܦ஽௜ூா஽ െ ்ܶி௜ିெ஽ାூ ሻା
௜
ൡ
ା
式	 ሺ5−68ሻ 
この⼿法は実績⼯程からそれぞれの契約的責任分類毎の遅延を⼀度に除去する⼿法で
あるため，個々の遅延によるクリティカルパスの変動の影響を考慮することができな
い．また，分析では同時に単⼀の契約的責任分類の遅延しか取り扱わないため，同時
発⽣遅延を考慮することができない． 
5.6.7 ソンギュル・ダイ（Songül Dayi）等の⼿法（One-by-One 型） 
ここでは，それぞれの契約的責任毎の遅延を遅延毎に逆時系列順に取り除く⼿法に
ついて考察する．図 5-2 のモデル実績⼯程にこの⼿法を適⽤した場合，最初に作業 G
の発注者責任遅延を除去した結果が図 5-43 である．遅延を除去することによって，
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遅延を除去する前の全体⼯程である 37 ⽇と⽐較して 36 ⽇と 1 ⽇間短縮される結果と
なる． 
 
図 5-43 Songül Dayi の⼿法（One-by-One 型）の分析例 Step-1 
次に図 5-43 から作業 D の発注者責任遅延を除去した結果が図 5-44 である．この
遅延による全体⼯程への影響はない． 
 
図 5-44 Songül Dayi の⼿法（One-by-One 型）の分析例 Step-2 
次に図 5-44 から作業 G の第三者責任遅延を除去した結果が図 5-45 である．遅延
を除去することによって，除去する前の全体⼯程である 36 ⽇から 35 ⽇へと 1 ⽇間短
縮される結果となる． 
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図 5-45 Songül Dayi の⼿法（One-by-One 型）の分析例 Step-3 
次に図 5-45 から作業 D の第三者責任遅延と請負者責任遅延，作業 I の請負者責任
及び作業 F の第三者責任遅延を除去した結果が図 5-46 である．これらの遅延による
全体⼯程への影響はない． 
 
図 5-46 Songül Dayi の⼿法（One-by-One 型）の分析例 Step-4 
次に図 5-46 から作業 B の発注者責任遅延を除去した結果が図 5-47 である．遅延
を除去することによって，除去する前の全体⼯程である 35 ⽇と⽐較して 33 ⽇へと 2
⽇間短縮される結果となる． 
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図 5-47 Songül Dayi の⼿法（One-by-One 型）の分析例 Step-5 
次に図 5-47 から作業 F の発注者責任遅延と請負者責任，及び作業 H の発注者責任
遅延を除去した結果が図 5-48 である．これらの遅延による全体⼯程への影響はな
い． 
 
図 5-48 Songül Dayi の⼿法（One-by-One 型）の分析例 Step-6 
次に図 5-48 から作業 B の第三者責任遅延を除去した結果が図 5-49 である．遅延
を除去することによって，除去する前の全体⼯程である 33 ⽇と⽐較して 31 ⽇へと 2
⽇間短縮される結果となる． 
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図 5-49 Songül Dayi の⼿法（One-by-One 型）の分析例 Step-7 
次に図 5-49 から作業 A の発注者責任遅延を除去した結果が図 5-50 である．遅延
を除去することによって，除去する前の全体⼯程である 31 ⽇と⽐較して 30 ⽇へと 1
⽇間短縮される結果となる． 
 
図 5-50 Songül Dayi の⼿法（One-by-One 型）の分析例 Step-8 
次に図 5-50 から作業 E の請負者責任遅延と第三者責任遅延及び発注者責任遅延を
除去した結果が図 5-51 である．これらの遅延による全体⼯程への影響はない． 
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図 5-51 Songül Dayi の⼿法（One-by-One 型）の分析例 Step-9 
最後に図 5-51 から作業 A の請負者責任遅延を除去した結果が図 5-52 である．遅
延を除去することによって，除去する前の全体⼯程である 30 ⽇から 27 ⽇へと 3 ⽇間
短縮される結果となる．  
 
図 5-52 Songül Dayi の⼿法（One-by-One 型）の分析例 Step-10 
これらの影響⽇数 Z の算出⽅法を数式で⽤いて表現すると，以下のようになる． 
ܼூா஽ ൌ෍ሺ ܦ஽௜ூா஽ െ ்ܶி௜ିெ஽ାூ ሻା 式	 ሺ5−69ሻ 
ܼ஼஽ ൌ෍ሺ ܦ஽௜஼஽ െ ்ܶி௜ିெ஽ାூ ሻା 式	 ሺ5−70ሻ 
ܼே஼஽ ൌ෍ሺ ܦ஽௜ே஼஽ െ ்ܶி௜ିெ஽ାூ ሻା 式	 ሺ5−71ሻ 
また，以上の分析結果をまとめたものが，表 5-22 となる．  
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表 5-22 Songül Dayi の⼿法（One-by-One 型）の分析結果⼀覧表 
Step 遅延の契約的責任分類 影響⽇数 
Step-1 発注者責任遅延 1 ⽇間 
Step-3 第三者責任遅延 1 ⽇間 
Step-5 発注者責任遅延 2 ⽇間 
Step-7 第三者責任遅延 2 ⽇間 
Step-8 発注者責任遅延 1 ⽇間 
Step-10 請負者責任遅延 1 ⽇間 
これらの結果により，発注者責任遅延による影響⽇数が 4 ⽇間，第三者責任遅延に
よる影響⽇数が 3 ⽇間，請負者責任遅延による影響⽇数が 3 ⽇間という分析結果とな
る． 
この⼿法は実績⼯程から個別に遅延を除去する⼿法であるため，個々の遅延による
クリティカルパスの変動の影響を考慮することができる．しかし，除去する遅延の順
番によっては分析結果が異なるため，特に複数の遅延が同時に発⽣している場合に除
去する遅延の順番によってはそのクリティカルパスの変動の影響を考慮できない場合
がある．除去する遅延の順番に起因する問題に対しては，後述する遅延セクションと
いう概念を利⽤することで解決することができる． 
5.6.8 モババジ（Mbabazi）の⼿法 
この⼿法は，実績⼯程から取り除く遅延の種類を，全ての契約的責任分類毎と，そ
れらの全ての組合せの計７回⾏う⼿法であり，それぞれ取り除く対象の遅延事象を⼀
度に取り除く⼿法である．つまり，次に⽰す組合せに対して分析を⾏う． 
 発注者責任遅延 
 請負者責任遅延 
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 第三者責任遅延 
 発注者責任遅延と請負者責任遅延の同時発⽣遅延 
 発注者責任遅延と第三者責任遅延の同時発⽣遅延 
 請負者責任遅延と第三者責任遅延の同時発⽣遅延 
 発注者責任遅延と請負者責任遅延と第三者責任遅延の同時発⽣遅延 
最初のステップとして，図 5-2 のモデル実績⼯程から発注者責任の遅延を取り除い
た場合，図 5-53 のようになる．このステップの分析結果は Schumacher の⼿法と同
じ結果である．この影響⽇数の算出⽅法も Schumacher の⼿法と全く同じである． 
 
図 5-53 Mbabazi の⼿法の分析例-発注者責任遅延の除去 
実績⼯程から発注者責任遅延を取り除いた結果，取り除く前の全体⼯程 37 ⽇と⽐較
して 33 ⽇と 4 ⽇間短縮される結果になる．  
次のステップとして，図 5-2 のモデル実績⼯程から請負者責任の遅延を取り除いた
場合，図 5-54 のようになる．この結果は Trauner の⼿法の請負者責任遅延を取り除
いた結果と全く同じである．この影響⽇数の算出⽅法も Trauner の⼿法と全く同じで
ある． 
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図 5-54 Mbabazi の⼿法の分析例-請負者責任遅延の除去 
実績⼯程から請負者責任遅延を取り除いた結果，取り除く前の全体⼯程 37 ⽇と⽐較
して 34 ⽇と 3 ⽇間短縮される結果になる．  
次のステップとして，図 5-2 のモデル実績⼯程から第三者責任の遅延を取り除いた
場合，図 5-55 のようになる．この分析結果は，Songül Dayi の⼿法の第三者責任遅延
を取り除いた結果と全く同じである．影響⽇数の算出⽅法も Songül Dayi と全く同じ
である． 
 
図 5-55 Mbabazi の⼿法の分析例-第三者責任遅延の除去 
実績⼯程から第三者責任遅延を取り除いた結果，取り除く前の全体⼯程 37 ⽇と⽐較
して 34 ⽇と 3 ⽇間短縮される結果となる．  
次のステップで，図 5-2 のモデル実績⼯程から発注者責任遅延と請負者責任の遅延
の同時発⽣遅延を取り除いた場合，図 5-56 のようになる． 
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図 5-56 Mbabazi の⼿法の分析例 -                       発
注者責任遅延と請負者責任遅延の同時発⽣遅延の除去 
実績⼯程から発注者責任遅延と請負者責任遅延の同時発⽣遅延を取り除いた結果，
取り除く前の全体⼯程 37 ⽇と⽐較して 35 ⽇へと 2 ⽇間短縮される結果になる． 
この影響⽇数の算出⽅法は式（5−72ሻで表現できる．  
ሺ ܦ஽௜஼஽∩ூா஽ െ ்ܶி௜஼஽∩ூா஽ିெ஽ାூ ሻା 式	 ሺ5−72ሻ 
次のステップで，図 5-2 のモデル実績⼯程から発注者責任遅延と第三者者責任の遅
延の同時発⽣遅延を取り除いた場合，図 5-57 のようになる.  
 
図 5-57 Mbabazi の⼿法の分析例 -                       発
注者責任遅延と第三者責任遅延の同時発⽣遅延の除去 
実績⼯程から発注者責任遅延と第三者責任遅延の同時発⽣遅延を取り除いた結果，
取り除く前の全体⼯程 37 ⽇と⽐較して 35 ⽇へと 2 ⽇間短縮される結果となる．  
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この影響⽇数の算出⽅法は式(5−73ሻで表現できる．  
ሺ ܦ஽௜ே஼஽∩஼஽ െ ்ܶி௜ே஼஽∩஼஽ିெ஽ାூ ሻା 式	 ሺ5−73ሻ 
次のステップで，図 5-2 のモデル実績⼯程から請負者責任遅延と第三者者責任の遅
延の同時発⽣遅延を取り除いた場合，図 5-58 のようになる. 
 
図 5-58 Mbabazi の⼿法の分析例 -                       請
負者責任遅延と第三者責任遅延の同時発⽣遅延の除去 
実績⼯程から請負者責任遅延と第三者責任遅延の同時発⽣遅延を取り除いた結果，
取り除く前の全体⼯程と取り除いた後とで変化しないため，これらの遅延による全体
⼯程への影響はないことがわかる． 
最後のステップとして，図 5-2 のモデル実績⼯程から発注者責任遅延と請負者責任
遅延と第三者者責任の遅延の同時発⽣遅延を取り除いた場合，図 5-59 のようにな
る．遅延を取り除く前の全体⼯程 37 ⽇と⽐較して 36 ⽇へと 1 ⽇間短縮される結果と
なる． 
この影響⽇数の算出⽅法は式(5−74ሻで表現できる．  
ሺ ܦ஽௜஼஽∩ே஼஽∩ூா஽ െ ்ܶி௜஼஽∩ே஼஽∩ூா஽ିெ஽ାூ ሻା 式	 ሺ5−74ሻ 
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図 5-59 Mbabazi の⼿法の分析例 -                       発
注者責任遅延と請負者責任遅延と第三者責任遅延の同時発⽣遅延の除去 
これらの分析結果をとりまとめると，表 5-23 のようになる． 
表 5-23 Mbabazi の⼿法の分析結果⼀覧表 
取り除く遅延の契約的責任分類 影響⽇数 
発注者責任遅延 4 ⽇間 
請負者責任遅延 3 ⽇間 
第三者責任遅延 3 ⽇間 
発注者責任遅延と請負者責任遅延の同時発⽣遅延 2 ⽇間 
発注者責任遅延と第三者責任遅延の同時発⽣遅延 2 ⽇間 
請負者責任遅延と第三者責任遅延の同時発⽣遅延 影響なし 
発注者責任遅延と請負者責任遅延と 
第三者責任遅延の同時発⽣遅延 
1 ⽇間 
以上の結果から，⼯期延伸⽇数を算出することになる．  
この⼿法は実績⼯程からそれぞれの契約的責任分類毎の遅延を⼀度に除去する⼿法で
あるため，個々の遅延によるクリティカルパスの変動の影響を考慮することができな
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い．契約的責任分類の組合せ毎に分析を⾏うため，同時発⽣遅延を考慮することがで
きる． 
5.7 計画実績⽐較法（As-Planned vs As-Built Method） 
計画実績⽐較法（以降 As-Planned vs As-Built Method と表現する．）の基本的な考
え⽅は，CPM で作成された実績⼯程と計画⼯程とを⽐較して分析する⼿法である．
As-Planned vs As-Built Method という名称若しくはそれに類似した名称として記述さ
れた過去の⽂献のうち，その分析⼿法の内容が前述した Net Impact Method と同じ⼿
法であると誤解している⽂献 [76] [77] [78]も多い．しかし，この⼿法が CPM を利⽤
している⼿法であるといった観点から，Net Impact Method とは異なる⼿法である．  
5.7.1  具体的な⼿順 
 
図 5-60 As-Planned vs As-Built Method の具体的⼿順 
この⼿法に共通した具体的な⼿順として，実績⼯程におけるクリティカルパスにあ
る作業を特定し，その作業の計画⼯程での作業期間と実績期間とを⽐較して，遅延期
間を算出する．この遅延期間を合計したものが遅延分析結果となる．Net Impact 
Method と⼤きく異なる点は，CPM を利⽤して，実績⼯程のクリティカルパスにある
作業のみを分析対象としている点にある． 
① 実績工程のクリティカルパスの特定
② 計画期間と実績期間の比較
③ 遅延期間の特定
④ 遅延期間を合計
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5.7.2  計画実績⽐較法の⻑所と短所 
この⼿法の⻑所は，実績⼯程のクリティカルパスの特定と実現可能な計画⼯程があ
れば，⽐較的費⽤と労⼒をかけずにシンプルに遅延分析をすることが可能であること
である．他の CPM を利⽤した複雑なモデルを利⽤する遅延分析を実施する前の最初
の分析⼿法として有⽤な⼿法であると紹介されている [2]． 
これに対して，この⼿法の短所は次のようなものが挙げられる． 
・ プロジェクト遂⾏中には分析できない 
この分析⼿法も，実績⼯程を分析対象とするため，建設プロジェクトが終わってか
らでないと分析できない⼿法である． 
・ 分析結果が過⼤となる可能性がある 
実績⼯程上のクリティカルパスにある作業の実績期間を計画⼯程の作業の計画期間
と⽐較して遅延期間を算出する⼿法であるため，上記の例のように算出される分析遅
延⽇数が全体遅延よりも多く算出されることになる．これは，実績⼯程上のクリティ
カルパスにある作業が必ずしも計画⼯程上のクリティカルパス上にある作業ではない
ことに由来する． 
・ クリティカルパスの動的性質を考慮できない 
次に，建設プロジェクト遂⾏中にクリティカルパスは動的に変化するが，あくまで
も建設プロジェクトが完成した時点での⼀断⾯でしか分析しない⼿法である．故に，
実績⼯程上では⾮クリティカルパスにある作業の遅延があるプロジェクト遂⾏中の⼀
断⾯でクリティカルパス上にあった場合の影響は全く考慮できない．同時発⽣遅延に
ついても同様に建設プロジェクトのある断⾯における分析しかできない． 
・ 実績⼯程のクリティカルパス特定の恣意性・困難性 
さらに，発⽣した遅延を特定するために，実績⼯程のクリティカルパスを特定する
必要があるが，実績⼯程のクリティカルパスを特定することは容易ではなく分析者の
主観的判断となりやすく，操作されやすい．クリティカルパスは作業毎の論理的依存
関係を設定して初めて⽰されるものである．実際のプロジェクトではある作業が終了
する前に次の作業が開始するなど，後続作業がラップすることは珍しくないが，ラッ
プした作業の論理的依存関係をどのように評価するのかといった課題がある．プロジ
ェクト遂⾏中の⽇報や進捗報告の書類等から，その作業が何故タイミング良く開始し
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なかったのか，何故中断したのか，何故タイミング良く終わらなかったのかが判定で
きなければ，遅延の原因を特定できず，遅延責任分類ができないことになる． 
・ 実現可能な完璧な計画⼯程という前提条件 
最後に，遅延期間を算出するために計画⼯程の作業の計画期間と⽐較するというこ
とは，計画⼯程の計画期間が実現可能な正しい期間で計画されているという前提に⽴
っている．当然のことながら，実現不可能な期間で計画されていた計画⼯程しかない
プロジェクトでは，この⼿法は適⽤できないことになる． 
5.7.3  分析対象の遅延の契約的責任分類による⾒解の相違 
As-Planned vs As-Built Method の遅延分析⼿法も，分析対象とする遅延の特定に際
し，契約的責任分類別に分析するかどうかで異なる説が混在している． 
 契約的責任分類をしない 
 契約的責任分類別に分析を⾏う 
前者は Alkass [62]による Adjusted As-Built CPM Technique という⼿法であり，遅
延の契約的責任分類毎の分析を⾏わず，実績⼯程のクリティカルパス上にある遅延全
ての遅延の合計が⼯期延伸期間であるという⽴場に⽴って分析する．  
これに対して Stumpf [24]は，実績⼯程のクリティカルパス上にある遅延に対して，
それぞれの契約的責任分類別に分析を⾏うという後者の⽴場に⽴っている．契約的責
任分類別とは，請負者責任遅延と，請負者責任以外の遅延の⼆つの分類であり，契約
的責任分類別に分析を⾏うことで，それぞれの遅延の責任負担を分配することが可能
となる [24]． 
5.7.4  アルカス（Alkass）の⼿法 
Alkass の⼿法を図 5-2 のモデル実績⼯程に適⽤すると，実績⼯程におけるクリティ
カルパスは作業 A→作業 B→作業 C→作業 G→作業 I と作業 E→作業 F→作業 G→作業
I と⼆つ存在している．前者のパスにおける分析対象となる遅延を全て加えると，10
⽇間となり，後者のパスにおける分析対象となる遅延を全て加えると 16 ⽇間となる．
よって，より遅延期間の⻑い後者のパスが分析対象となる．実績⼯程と計画⼯程との
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差分である 14 ⽇間と遅延期間の合計の 16 ⽇間との差分である 2 ⽇間が促進の効果で
あると解釈され，⼯期延伸⽇数は実績⼯程と計画⼯程の差分の 14 ⽇間となる． 
この⼿法の⼯期延伸⽇数 Z の算出⽅法は式(5−75ሻで表現できる． 
ܼ	 ൌ 	 ܯܽݔ ቐ෍൫ ܦ஽௖௣௜஺஻ ൯
௖௣௜
ቑ ሺൌ ܯܽݔ ቐ ෍ ൫ ஽ܶ௖௣௜஺஻ െ ஽ܶ௜௉௅ ൯
௖௣௜ሺୀ௜ሻ
ቑሻ 式	 ሺ5−75ሻ 
この⼿法は，契約的責任を分類せずに分析するため，同時発⽣遅延を考慮すること
はできない． 
5.7.5  スタンプ（Stumpf）の⼿法 
Stumpf の⼿法を図 5-2 のモデル実績⼯程に適⽤した場合，前述した Alkass の⼿法
で⽰した通り実績⼯程におけるクリティカルパスは⼆つ存在し，分析対象となるクリ
ティカルパスはより⻑い遅延期間の合計である後者のパスとなる．後者のパスにおけ
る請負者責任以外の遅延の期間の合計は 14 ⽇間，請負者責任遅延の期間の合計は 2
⽇間となる．  
この⼿法による各契約的責任影響⽇数は式(5−76ሻ，式(5−77ሻで表現できる．  
発注者責任⽇数	 ൌ ෍൫ ܦ஽௖௣௜ா஽஺஻ ൯
௖௣௜
式	 ሺ5−76ሻ 
請負者責任⽇数	 ൌ ෍൫ ܦ஽௖௣௜ூா஽஺஻ ൯
௖௣௜
式	 ሺ5−77ሻ 
実績⼯程と計画⼯程との差は 14 ⽇間である．Stumpf は過失相殺の⼿法を採⽤して
次のように遅延責任を分配する考え⽅を⽰している．それぞれの責任遅延は最低 2 ⽇
間発⽣しているため，この 2 ⽇間は同時発⽣遅延 Concurrent Delay とみなす．この 2
⽇間と発注者責任遅延の差分である 12 ⽇間を発注者が負担することになり，⼯期延伸
⽇数は 12 ⽇間となる． この⼿法による⼯期延伸⽇数 Z は式(5−78ሻ，式(5−79ሻで表
現できる．  
ܼ ൌ෍൫ ܦ஽௖௣௜ா஽஺஻ ൯
௖௣௜
െ෍൫ ܦ஽௖௣௜ூா஽஺஻ ൯
௖௣௜
 ቐ:	 ෍൫ ܦ஽௖௣௜ா஽஺஻ ൯
௖௣௜
൐෍൫ ܦ஽௖௣௜ூா஽஺஻ ൯
௖௣௜
ቑ 式	 ሺ5−78ሻ 
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ܼ ൌ ሺ ܲܬܣܤ ܨ െ ܲܬܲܮ ܨ ሻ െ ሺ෍൫ ܦ஽௖௣௜ூா஽஺஻ ൯
௖௣௜
െ෍൫ ܦ஽௖௣௜ா஽஺஻ ൯
௖௣௜
ሻ ቐ:෍൫ ܦ஽௖௣௜ா஽஺஻ ൯
௖௣௜
൏෍൫ ܦ஽௖௣௜ூா஽஺஻ ൯
௖௣௜
ቑ 式	 ሺ5−79ሻ 
複数のクリティカルパスが存在した場合に，遅延期間のより⻑いパスを分析対象と
し，今回の分析ではたまたま遅延期間の合計が異なる分析結果となっているが，状況
によっては遅延期間の合計が全く同じとなる状況も考えられる． 
例えば，対象とする契約的責任分類として，請負者責任遅延と発注者責任遅延の⼆
種類で分析した場合，前者のクリティカルパスでは請負者責任遅延期間合計 3 ⽇間，
発注者責任遅延期間合計 4 ⽇間で合計 7 ⽇間，後者のクリティカルパスでは請負者責
任遅延期間合計 2 ⽇間，発注者責任遅延期間合計 5 ⽇間で合計 7 ⽇間と，同じ合計遅
延期間でその構成が異なるといった状況を想定する．解決⽅法としては，それぞれの
契約的責任遅延毎の平均期間で責任負担を分配する考え⽅である．例えば上記のケー
スでは，請負者責任遅延期間 2.5 ⽇間，発注者責任遅延期間 4.5 ⽇間とみなす． 
Stumpf は，過失相殺の考え⽅を採⽤しているが，責任負担按分の考え⽅を⽤いること
も可能である．例えば，以下のような式でそれぞれの遅延責任負担を分配する⼿法で
ある． 
発注者負担⽇数＝発注者責任遅延⽇数/(発注者責任遅延⽇数＋請負者責任遅延⽇数)
×プロジェクト遅延⽇数 
請負者負担⽇数＝請負者責任遅延⽇数/(発注者責任遅延⽇数＋請負者責任遅延⽇数)
×プロジェクト遅延⽇数 
この改善案による⼯期延伸⽇数は式(5−80ሻで表現できる． 
ܼ	 ൌ 	 ሺ ܲܬܣܤ ܨ െ ܲܬܲܮ ܨ ሻൈ	
∑ ൫ ܦ஽௖௣௜ா஽஺஻ ൯௖௣௜
ሺ∑ ൫ ܦ஽௖௣௜ா஽஺஻ ൯௖௣௜ ൅ ∑ ൫ ܦ஽௖௣௜ூா஽஺஻ ൯௖௣௜ ሻ
式	 ሺ5−80ሻ 
5.8 進捗確認分析法（Contemporaneous period analysis） 
進捗確認分析法（以降 Contemporaneous period analysis と表現する．）のタイプの
⼯程分析⼿法は，建設プロジェクトのある断⾯を基点として，基点よりも前を実績⼯
程，基点よりも後を計画⼯程とする実績⼯程と計画⼯程の複合⼯程である進捗確認⼯
程を分析対象とする特徴がある．分析対象を実績⼯程のみとすると，契約的な観点か
ら契約⼯程である計画⼯程を分析対象としていない⽋点があり，また計画⼯程のみを
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分析対象とすると，実績としての⼯程促進の効果やクリティカルパスの変動を含んだ
施⼯順番の変更を考慮できない⽋点があった．これらの⽋点を補うために，基点まで
は実績⼯程を反映し，基点以降を計画⼯程とした複合⼯程を分析対象とすることで，
その基点の時点での実際の建設プロジェクトの状況に応じた遅延分析が可能となる．
多くの遅延分析⼿法は建設プロジェクトが終了してからでないと分析できない⽋点を
有していたことに対して，進捗確認⼯程を分析対象とすることで建設プロジェクトの
遂⾏中でも分析が可能となる． 
Contemporaneous period analysis は，⼤きく次の⼆つのグループに分けることがで
きる．それは実績⼯程に遅延事象を挿⼊して分析するタイムインパクト分析法（Time 
Impact Analysis）のグループと，建設プロジェクトを Window や Snapshot と呼ばれ
る複数の期間に分割してその期間毎に分析をするウィンドウ分析法（Window 
Analysis）のグループである． 
5.8.1 タイムインパクト分析法（Time Impact Analysis） 
タイムインパクト分析法（以降，Time Impact Analysis と表現する．）この⼿法は，
過去の分析結果を基に累加的に⾏われる分析であり [79]，遅延や遅延を説明するため
のサブ⼯程ネットワークである fragnet 等を更新された CPM ⼯程に挿⼊することで分
析を⾏う [2]．遅延等を挿⼊する前と後とのプロジェクト完成⽇の差分を計算すること
によって，その遅延による建設プロジェクト全体の影響を分析して建設プロジェクト
全体の遅延を特定する⼿法である [3]． 
Mohan [74]によると，この⼿法の具体的な⼿順は以下の通り． 
・遅延事象を特定する． 
・計画⼯程に対して，分析対象の遅延事象が起きるまでの分を実績値で更新する． 
・遅延事象を挿⼊してプロジェクト完成期⽇を計算する． 
・遅延事象による影響は計画⼯程の完成期⽇と新しい完成期⽇との差分である． 
・それぞれの遅延事象について同様のプロセスを踏み，全てのプロジェクトに発⽣
した遅延を計算する． 
具体的に図 5-1 のモデル計画⼯程と図 5-2 モデル実績⼯程に対して，この⼿法
Time Impact Analysis を適⽤して考察する．作業 A に発⽣する請負者責任遅延は建設
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プロジェクトの着⼿と同時に発⽣しているため，まずこの作業 A の請負者責任遅延を
図 5-1 のモデル計画⼯程に挿⼊した結果が図 5-61 である． 
 
図 5-61 Time Impact Analysis – Step-1 分析結果 
作業Ａの請負者責任遅延を挿⼊することで，挿⼊する前の全体⼯程である 23 ⽇間と
⽐較して 26 ⽇へと 3 ⽇間延伸されることになった． 
次のステップとして，作業 E の発注者責任遅延を図 5-61 に挿⼊した結果が図 5-62
である．作業 E の発注者責任遅延を挿⼊することによって全体⼯程⽇数に変動はな
い． 
この作業 E の発注者責任遅延は，前のステップで取り扱った作業 A の請負者責任遅
延と３⽇⽬は物理的に同じ時期に発⽣した同時発⽣遅延であると誤解されるかもしれ
ないが，作業 A の遅延は全体⼯程の遅延に影響を及ぼしているのに対して，作業 E の
発注者責任遅延は全体⼯程の遅延に影響を及ぼしていないため，これらの複数の遅延
は Concurrent Delay とはみなされない．  
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図 5-62 Time Impact Analysis – Step-2 分析結果 
次のステップとして，作業 E で発⽣した第三者責任遅延を図 5-62 に挿⼊した結果
が図 5-63 である．遅延を挿⼊したことによって，挿⼊する前の全体⼯程 26 ⽇から
27 ⽇へと 1 ⽇間延伸することになった． 
 
図 5-63 Time Impact Analysis – Step-3 分析結果 
次のステップとして，第 7 ⽇⽬に発⽣した作業 A の発注者責任遅延と作業 E の請負
者責任遅延について考察する．図 5-63 に作業 A の発注者責任遅延を挿⼊した結果
が，図 5-64 である．遅延を挿⼊することによる全体⼯程への影響はない． 
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図 5-64 Time Impact Analysis – Step-4 分析結果 
⼀⽅，図 5-63 に作業 E の請負者責任遅延を挿⼊した結果が，図 5-65 である． 請
負者責任遅延を挿⼊することで，挿⼊する前の全体⼯程 27 ⽇から 28 ⽇へと 1 ⽇間延
伸する結果となった． 
 
図 5-65 Time Impact Analysis – Step-5 分析結果 
これらの結果より，第７⽇⽬に発⽣した作業 A の発注者責任遅延と作業 E の請負者
責任遅延は同じ⽇に発⽣しているが，作業 E の請負者責任遅延しか全体⼯程に影響を
及ぼしていないため，Concurrent Delay とはならない． 
図 5-63 に作業 A の発注者責任遅延を作業 E の請負者責任遅延を挿⼊した結果が図 
5-66 である．  
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図 5-66 Time Impact Analysis – Step-6 分析結果 
次のステップとして，作業 B の第三者責任遅延を考慮する．図 5-66 に作業 B の第
三者責任遅延を挿⼊した結果が図 5-67 である．遅延を挿⼊することによって，挿⼊
する前の全体⼯程である 28 ⽇から 29 ⽇へと 1 ⽇間延伸される結果となった． 
 
図 5-67 Time Impact Analysis – Step-7 分析結果 
次のステップとして，前のステップと部分的に同じ 13 ⽇⽬に発⽣した作業 F の請
負者責任遅延と作業 H の発注者責任遅延を挿⼊した結果が図 5-68 である．作業 F の
請負者責任遅延を挿⼊することで，挿⼊前の全体⼯程 29 ⽇と変化はないが，作業 F
を含むパスも 29 ⽇となっていることに注意する．これは，前のステップで挿⼊した作
業 B の 13 ⽇⽬の第三者責任遅延がもしなかったとしたならば，この作業 F で発⽣し
た請負者責任遅延によって全体⼯程が 1 ⽇延伸したことになる．すなわち，この作業
F で発⽣した請負者責任遅延と作業 B の 13 ⽇⽬の第三者責任遅延が Concurrent 
Delay であることを意味している．⼀⽅，作業 H で発⽣した発注者責任遅延を挿⼊し
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た結果，作業 H を含むパスにはトータルフロートが 3 ⽇間あるため，この遅延による
全体⼯程への影響はないことがわかる．すなわち，この作業 H の発注者責任遅延は作
業 B の 13 ⽇⽬の第三者責任遅延と作業 F の請負者責任遅延と同時期に発⽣している
が，作業 H の発注者責任遅延は Concurrent Delay ではないことになる． 
 
図 5-68 Time Impact Analysis – Step-8 分析結果 
次のステップとして，図 5-68 に作業 F の発注者責任遅延を挿⼊した結果が図 5-69
である．遅延を挿⼊することによって，挿⼊する前の全体⼯程である 29 ⽇から 32 ⽇
へと 3 ⽇間延伸される結果となる． 
 
図 5-69 Time Impact Analysis – Step-9 分析結果 
次のステップとして，作業 B に発⽣した発注者責任遅延と作業 F に発⽣した第三者
責任遅延について考察する．まず作業 B に発⽣した発注者責任遅延を図 5-69 に挿⼊
した結果が図 5-70 である． 
この時，ただ単純に作業 B に発⽣した発注者責任遅延を挿⼊するのみではなく，実
績情報に基づいて作業 H の実績期間を更新している．作業 H の実績期間は計画の 9 ⽇
間ではなく，請負者の促進の効果によって７⽇間に短縮されている． 
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作業 B に発注者責任遅延を挿⼊することによる全体⼯程への影響はないことがわか
る． 
⼀⽅，同時期に発⽣した作業 F に発⽣した第三者責任遅延を図 5-69 に挿⼊した結
果が図 5-71 である．遅延を挿⼊することによって，挿⼊する前の全体⼯程である 32
⽇から 37 ⽇へと 5 ⽇間延伸される結果となる．これらの結果により，第 19 ⽇⽬と第
20 ⽇⽬の同時期に作業 B の発注者責任遅延と作業 F の第三者責任遅延が発⽣している
が，全体⼯程に影響を及ぼす遅延は作業 F の第三者責任遅延のみであるため，これら
の遅延は Concurrent Delay ではないことがわかる． 
 
図 5-70 Time Impact Analysis – Step-10 分析結果 
 
図 5-71 Time Impact Analysis – Step-11 分析結果 
次のステップとして，作業 I の請負者責任遅延を図 5-71 に挿⼊した結果が図 5-72
である．この時，既に促進の効果が判明している作業 B の実績期間も更新されてお
り，計画よりも 1 ⽇間短縮された実績期間が記録されている． 
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この作業 I の請負者責任遅延も前ステップの作業 F で発⽣した第三者責任遅延と同
時期である第 21 ⽇⽬に発⽣しているが，作業 I の請負者責任遅延は全体⼯程に影響を
及ぼしていないため，これらの遅延は Concurrent Delay ではないことがわかる． 
 
図 5-72 Time Impact Analysis – Step-12 分析結果 
次のステップとして，作業 D で発⽣した請負者責任遅延を分析することになるが，
この遅延が発⽣する直前までの実績情報を更新した結果が図 5-73 である．実績情報
に基づき，実績期間及び論理的依存関係の変更が更新されている．この請負者による
実績期間・論理的依存関係の変更に伴う促進の効果によって，全体⼯程は変更前の 37
⽇から 36 ⽇へと 1 ⽇間短縮されている． 
 
図 5-73 Time Impact Analysis – Step-13 分析結果 
この図 5-73 に対して，作業 D で発⽣した請負者責任を挿⼊した結果が図 5-74 で
ある．この遅延の挿⼊による全体⼯程の変動がないため，この遅延に伴う全体⼯程へ
の影響はないことがわかる． 
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図 5-74 Time Impact Analysis – Step-14 分析結果 
次のステップとして，第 29 ⽇⽬に発⽣した作業 D と作業 G の第三者責任遅延につ
いて考察した結果が図 5-75 である．遅延を挿⼊することによって全体⼯程は挿⼊す
る前の 36 ⽇から 37 ⽇へと 1 ⽇間延伸される結果となった．ここで，作業 D の第三者
責任遅延を含むパスにはトータルフロートが存在しているために，この遅延による全
体⼯程への影響はない．すなわち，これらの遅延は第 29 ⽇⽬の同時期に発⽣した遅延
であるが，Concurrent Delay ではないことになる． 
 
図 5-75 Time Impact Analysis – Step-15 分析結果 
次のステップとして，同様に第 32 ⽇⽬に発⽣した作業 D と作業 G の発注者責任遅
延について考察する．これらの遅延を挿⼊した結果を⽰したものが図 5-76 である．
遅延を挿⼊したことによって，挿⼊する前の全体⼯程である 37 ⽇から 38 ⽇へと 1 ⽇
間延伸される結果となった．ただし，ここでも作業 D の発注者責任遅延による全体⼯
程への影響はないため，これらの遅延も Concurrent Delay ではないことがわかる． 
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図 5-76 Time Impact Analysis – Step-16 分析結果 
最後のステップとして，完成⽇までの実績情報を更新した結果が図 5-77 である．
作業 G の実績期間が実績情報に基づいて促進の効果を踏まえて短縮され，それに伴っ
て全体⼯程も更新前の 38 ⽇から 37 ⽇へと 1 ⽇間短縮される結果となっている． 
 
図 5-77 Time Impact Analysis – Step-17 分析結果 
以上の結果をまとめたものが表 5-24 である． 
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表 5-24Time Impact Analysis 分析結果⼀覧表 
分析ステップ 遅延の契約的責任分類 影響⽇数 
Step-1 請負者責任 3 ⽇間 
Step-3 第三者責任 1 ⽇間 
Step-5 請負者責任 1 ⽇間 
Step-7,8 第三者責任と請負者責任
の Concurrent Delay 
1 ⽇間 
Step-9 発注者責任 3 ⽇間 
Step-11 第三者責任 5 ⽇間 
Step-13 請負者努⼒ ▲１⽇間 
Step-15 第三者責任 1 ⽇間 
Step-16 発注者責任 1 ⽇間 
Step-17 請負者努⼒ ▲１⽇間 
よって，発注者責任遅延に伴う影響⽇数が 4 ⽇間，第三者責任遅延に伴う影響⽇数
が 7 ⽇間，請負者責任遅延に伴う影響⽇数が 2 ⽇間，第三者責任遅延と請負者責任遅
延との Concurrent Delay に伴う影響⽇数が 1 ⽇間という結果となり，この合計は実際
の建設プロジェクトの遅延⽇数である 14 ⽇と合致している． 
この分析⼿法による影響⽇数の算出を数式で表現すると，次のようになる． 
ܼூா஽ ൌ ቄ෍൫ ܦ஽௜ூா஽ െ ்ܶி௜ାெ஽ିூ ൯ା ：ሺ ܦ஽௜ூா஽ ∩ ܦ஽௝஼஽ ് ߮ሻ ∧ ሺ ܦ஽௝஼஽ െ ்ܶ ி௝ାெ஽ି௃ ൏ 0ሻቅ 式	 ሺ5−81ሻ 
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ܼ஼஽ ൌ ቐ
෍൫ ܦ஽௜஼஽ െ ்ܶி௜ାெ஽ିூ ൯ା ： ቀ൫ ܦ஽௜஼஽ ∩ ܦ஽௝ே஼஽ ് ߮൯ ∧ ൫ ܦ஽௝ே஼஽ െ ்ܶ ி௝ାெ஽ି௃ ൏ 0൯ቁ
           ∨ ቀ൫ ܦ஽௜஼஽ ∩ ܦ஽௝ூா஽ ് ߮൯ ∧ ൫ ܦ஽௝ூா஽ െ ்ܶ ி௝ାெ஽ି௃ ൏ 0൯ቁ
ቑ 式	 ሺ5−82ሻ 
ܼே஼஽ ൌ ቐ
෍൫ ܦ஽௜ே஼஽ െ ்ܶி௜ାெ஽ିூ ൯ା ： ቀ൫ ܦ஽௜ே஼஽ ∩ ܦ஽௝஼஽ ് ߮൯ ∧ ൫ ܦ஽௝஼஽ െ ்ܶ ி௝ାெ஽ି௃ ൏ 0൯ቁ
           ∨ ቀ൫ ܦ஽௜ே஼஽ ∩ ܦ஽௝ூா஽ ് ߮൯ ∧ ൫ ܦ஽௝ூா஽ െ ்ܶ ி௝ାெ஽ି௃ ൏ 0൯ቁ
ቑ式	 ሺ5−83ሻ 
ܼ஼஽∩ூா஽ ൌ
ە
ۖ
۔
ۖ
ۓ ෍ቂ݉݅݊൫ ܦ஽௜஼஽ െ ்ܶி௜ାெ஽ିூ ൯ା, ൫ ܦ஽௝ூா஽ െ ்ܶ ி௝ାெ஽ି௃ ൯ାቃ
                   ：൮
൫ ܦ஽௜஼஽ ∩ ܦ஽௝ூா஽ ് ߮൯
∧ ൫ ܦ஽௜஼஽ െ ்ܶி௜ାெ஽ିூ ൐ 0൯
∧ ൫ ܦ஽௝ூா஽ െ ்ܶ ி௝ାெ஽ି௃ ൐ 0൯
൲
ۙ
ۖ
ۘ
ۖ
ۗ
式	 ሺ5−84ሻ 
ܼ஼஽∩ே஼஽ ൌ
ە
ۖ
۔
ۖ
ۓ ෍ቂ݉݅݊൫ ܦ஽௜஼஽ െ ்ܶி௜ାெ஽ିூ ൯ା, ൫ ܦ஽௝ே஼஽ െ ்ܶ ி௝ାெ஽ି௃ ൯ାቃ
                   ：൮
൫ ܦ஽௜஼஽ ∩ ܦ஽௝ே஼஽ ് ߮൯
∧ ൫ ܦ஽௜஼஽ െ ்ܶி௜ାெ஽ିூ ൐ 0൯
∧ ൫ ܦ஽௝ே஼஽ െ ்ܶ ி௝ାெ஽ି௃ ൐ 0൯
൲
ۙ
ۖ
ۘ
ۖ
ۗ
式	 ሺ5−85ሻ 
ܼே஼஽∩ூா஽ ൌ
ە
ۖ
۔
ۖ
ۓ ෍ቂ݉݅݊൫ ܦ஽௜ே஼஽ െ ்ܶி௜ାெ஽ିூ ൯ା, ൫ ܦ஽௝ூா஽ െ ்ܶ ி௝ାெ஽ି௃ ൯ାቃ
                   ：൮
൫ ܦ஽௜ே஼஽ ∩ ܦ஽௝ூா஽ ് ߮൯
∧ ൫ ܦ஽௜ே஼஽ െ ்ܶி௜ାெ஽ିூ ൐ 0൯
∧ ൫ ܦ஽௝ூா஽ െ ்ܶ ி௝ାெ஽ି௃ ൐ 0൯
൲
ۙ
ۖ
ۘ
ۖ
ۗ
式	 ሺ5−86ሻ 
この⼿法を⽤いて実績情報を基準に計画⼯程を更新する際，特に実績期間が請負者に
よる促進の効果によって短縮される場合に注意する点がある．今回の具体的な例とし
ては，実績期間の短縮を分析対象⼯程に反映するタイミングとして，実際に作業が終
了した時点として更新する⼿法とした．しかし，実際には作業が終了する前でも実績
期間を短縮できることが判明しているケースも考えられ，その作業が終了する前にそ
の促進の効果を分析対象⼯程に反映することで，結果が異なる可能性がある．すなわ
ち，促進の実績効果をどのように，どのようなタイミングで⼯程に反映するかのルー
ルを事前に契約当事者間で合意を得ておく必要があるということになる． 
この分析⼿法の⻑所として，以下のような点が挙げられる． 
・この⼿法は請負者の責任でないリスクが発⽣して⼯期延⻑するべきタイミング
で，どのくらいの⼯期延⻑となるかを決定するための最適な分析⼿法である [38]． 
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・この⼿法の⻑所の⼀つは，プロジェクトが完成してから事実を基に紛争解決する
のではなく，遅延事象が発⽣した時点でタイムリーにその遅延事象による影響を評価
できることである [79]． 
・遅延分析を⾏う過程において，挿⼊する遅延の契約的責任を特定するため，契約
当事者による遅延の詳細な調査を通して紛争リスクを低減する効果もある [2]． 
⼀⽅で，この⼿法の⽋点として，以下の点が挙げられる． 
・時間も費⽤もかかる分析⼿法であり，特にたくさんの遅延事象が発⽣している場
合には適していない [80]． 
・この⼿法を採⽤するためには，分析に必要となる⽇々の記録を正確に細⼼に契約
に則って保存しておく必要がある [81]． 
・この⼿法では遅延事象は個別に分析されるため，Concurrent Delay の影響はすぐ
にはわからない⼿法であり，潜在的な同時発⽣遅延を分析することは不可能 [62]であ
る．  
・この分析は累加的に⾏われる分析のため，遅延事象の数が多ければ，その分析結
果は過去の分析結果に左右されることになる [74]． 
5.8.2 ウィンドウ分析法（Windows Analysis）グループ 
ウィンドウ分析法（以降 Windows Analysis と表現する）グループは建設プロジェク
ト全体期間を Window や Snapshot と呼ばれるより⼩さい期間に分割し，それぞれの
Window で発⽣した遅延をクリティカルパスに注⽬しながら時系列順に⾏う分析⼿法
グループである． 
このグループには，分割する期間の⼤きさや分析対象となる遅延の契約的責任分類
を⾏うかどうか等によって，次のような分析⼿法に分類できる． 
・スナップショット分析法（Snapshot Analysis Method）／伝統的ウィンドウ分析
法（Traditional Windows Analysis） 
・遅延分類単離法（Isolated Delay Type Technique）／新ウィンドウ分析法
（Modified Windows Analysis） 
・遅延セクション遅延分析法（Delay Analysis Method Using Delay Section） 
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・⽇毎遅延分析法（Daily Windows Delay Analysis） 
建設プロジェクトをより⼩さな期間に分割する際の分割期間の⼤きさをどのように
決定するかは⾮常に重要であり，分割する際の基準として，プロジェクトの主要なマ
イルストーンやクリティカルパスに⼤きな変化があった時や主要な遅延事象が発⽣し
た時や計画⼯程を更新した時などで区切るのが良い [82] [12] [83]と⾔われているが，
この分割期間の⼤きさによって分析結果が変わるという⽋点 [82]を持っている．これ
は，遅延分析は分割された期間内の分析を⾏う⼿法であるが，この分割期間内にクリ
ティカルパスが変動していた場合には，そのクリティカルパスの変動に伴う影響が明
確にならないからである．この主張に対して，逆に Bdekugri, Braimah, and 
Gameson2008 [80]は Window Analysis の主要な⻑所は，クリティカルパスの動的変化
の性質を考慮できることであると主張している． 
また，Windows Analysis グループでは実績⼯程を⽤いて遅延分析を⾏うが，実績⼯
程は遅延事象が発⽣した後に作成するものであり，正確な遅延分析を妨げるような間
違いや省略等，主観的に操作されやすい性格を持っているとも指摘されている [82]． 
この分析⼿法は，複雑な⼯程ネットワークを管理しやすい⼤きさに分割して分析し
やすくしており，クリティカルパスの動的変動の性質を利⽤していた分析であり 
[76]，多くの研究者・専⾨家・裁判所等で⼀般的に最適な選択の⼀つであるとして広
く認められている [41]⼀⽅で，分析するためにかかるコストと時間が膨⼤である⽋点
がある [67] [76]とも⾔われている． 
以下，具体的な各⼿法について考察を進めるが，Windows Analysis 分析を⾏うのに
適した既存の CPM を取り扱うソフトウエアはあまりないことも⽋点の⼀つである．
分割した期間を明⽰的に表現する機能を持つソフトウエアが現状では提供されていな
いからである． 
5.8.2.1 スナップショット分析法（Snapshot Analysis Method）他 
スナップショット分析法（以下 Snapshot Analysis Method と表現する）あるいは伝
統的ウィンドウ分析法（以下 Traditional Window Analysis と表現する）は計画⼯程，
実績⼯程，計画⼯程に対して実績⼯程を基に更新した更新⼯程で分析する．計画⼯程
における主要なプロジェクトのマイルストーンや実績⼯程における主要な遅延事象の
発⽣時期，計画⼯程と実績⼯程とで⼤きな変更が⽣じた時期等によって，計画⼯程の
建設プロジェクト全期間を Snapshot／Window（以下ここでは Snapshot と略す）と
呼ばれる複数の期間に分割する [62]．遅延分析はこの分割した Snapshot の期間毎に
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時系列順に⾏われる．Barry [84]は，Snapshot の期間の特定⽅法として，⽉毎に
Snapshot を設定するのが通常であると述べており，Snapshot 期間の特定⽅法は研究
者によって解釈が異なる． 
Mohan [74]によると，Traditional Windows Analysis の概念は Snapshot Analysis 
Method とよく似ていて，Snapshot Analysis Method がプロジェクトの完成期⽇の変
動を基に遅延を特定するのに対して，Traditional Windows Analysis はそれぞれの
Window の期間の最終⽇の変動を基に遅延を特定するという違いがあると述べてい
る．遅延を特定する際に，Window の期間の延伸量のみで特定する場合，その延伸さ
れた Window のパスがクリティカルパスのものかどうかを判定しない限り，特定した
遅延が全体⼯程に影響を与える遅延であるかどうかがわからないことになる．故に，
Mohan のように遅延事象や実績情報を基に⼯程を更新した場合の Window の⼤きさの
変動量を持って遅延とする特定⼿法は，正しく全体⼯程に影響を及ぼす遅延を表現し
ていないことになる．この論⽂においては，Mohan の説を採⽤せず，⼯程を更新した
ことによる全体⼯程の変動量を持って，遅延量の特定とする説を採⽤して考察を進め
る． 
最初の Snapshot 期間内の計画⼯程は 実績⼯程の期間と論理的依存関係を反映させ
て更新され，更新される前と後で全体⼯程の完成期⽇がどれだけ変動したかを⽰した
差分がその Snapshot 期間における遅延となる [74]．次の Snapshot の期間の分析は，
最初の Snapshot 期間で作成した更新⼯程を基に，分析対象となる Snapshot 期間の計
画⼯程に実績⼯程の期間と論理的依存関係を反映させた更新⼯程を作成し，更新した
ことによる全体⼯程の完成期⽇の変動差分をその Snapshot 期間に発⽣した遅延とし
て特定する．残りの Snapshot 期間についても同様の⼿順で分析を⾏い，それぞれの
Snapshot 期間に発⽣した遅延量を特定する．それぞれの Snapshot 期間で特定した遅
延の原因は個別に調査・分析する． 
Tony Farrow [66]の解釈によると，最初の分析⼿法は計画⼯程に対して実績情報を盛
込んで遅延影響⽇数を特定していくということで同じだが，プロジェクトの途中で計
画⼯程が更新された場合には，更新計画⼯程を分析対象とするべきであると述べてい
る．更新計画⼯程を分析に利⽤することで，その時点におけるより実際の状況に近い
条件で分析が可能となるが，実際の建設プロジェクトで更新計画⼯程を分析に利⽤で
きるかというと，⾮常に難しい．その理由は，建設プロジェクトの途中で作成された
更新計画⼯程は，なかなか発注者・請負者間でリアルタイムに合意されることが稀で
あるためである． 
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具体的に図 5-1 のモデル計画⼯程と図 5-2 モデル実績⼯程に対して，Snapshot 
Analysis Method を適⽤して考察する．計画⼯程からパスが分岐する作業 E の終了時
点と，パスが合流する作業 J の開始時点，及び実績⼯程より論理的依存関係が変更と
なった作業 F の終了から１⽇前で期間を区切って Snapshot 期間を設定する． 
 
図 5-78 Snapshot 分析結果 Step-1 
最初の Snapshot 期間の分析⼿順として，図 5-1 のモデル計画⼯程に対して作業 E
が終わるまでに発⽣した遅延全てを盛込み，実績情報で更新したものが，図 5-78 で
ある．更新する前の全体⼯程 23 ⽇に対して，28 ⽇と 5 ⽇間延びる結果となった． 
次の Snapshot 期間は作業 E が終わってから作業 F が終わる 1 ⽇前までの期間であ
る．この期間に発⽣した全ての遅延事象と実績情報で図 5-78 を更新したものが図 
5-79 である．更新する前の全体⼯程 28 ⽇と⽐較して，37 ⽇と 9 ⽇間伸びる結果とな
った． 
 
図 5-79 Snapshot 分析結果 Step-2 
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最後の Snapshot 期間に発⽣した全ての遅延事象と実績情報で図 5-79 を更新したも
のが図 5-80 である．更新する前の全体⼯程 37 ⽇と同じ結果となり，この Snapshot
期間では遅延は発⽣しているが，全体⼯程には影響がない結果となった． 
 
図 5-80 Snapshot 分析結果 Step-3 
 
この⼿法による n 個⽬の Snapshot 期間における遅延⽇数Z௡の算出⽅法は式(5−87ሻ
で表現できる．  
Z݊ ൌ෍ቄܦ஽௜ െ ்ܶி௜ 	ାெ஽ିூ : ௌܹ௡ ൏ ஽ܶ௜ାெ஽ௐ೙షభ ൏ ிܹ௡ቅା 式	 ሺ5−87ሻ 
ここで， 
ௌܹ௡   : n 個⽬の Snapshot 期間	 の開始⽇ 
஽ܶ௜ାெ஽ௐ
೙షభ : n െ 1 個⽬の Snapshot 期間まで更新した⼯程表における作業	 i	 の期間 
ிܹ௡   : n 個⽬の Snapshot 期間	 の終了⽇ 
この⼿法は分析の前に遅延の契約的責任分類を特定しないため，遅延の契約的責任
に伴う負担分配ができない⽋点がある．また，分析対象となる Snapshot 期間内にあ
る全ての遅延事象と実績情報を⼀度に更新するため，更新に伴うクリティカルパスの
変動に対応できず，更新する遅延事象の数が多ければ多いほどどの遅延事象が全体⼯
程に影響を与える直接的な原因の遅延であるのかを特定することが難しくなる．契約
的責任分類の特定をしないために，同時発⽣遅延の分析も困難である． 
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5.8.2.2 遅延分類単離法（Isolated Delay Type Technique） 
遅延分類単離法（以降，Isolated Delay Type Technique，あるいは IDT 法と表現す
る）あるいは新ウィンドウ分析法（以降 Modified Windows Analysis と表現する）も計
画⼯程と実績⼯程，更新⼯程を基に全体⼯程をより⼩さな期間に分割し，その期間毎
に遅延分析を⾏う．しかし Snapshot Analysis Method／Traditional Windows Analysis 
と根本的に異なるのは，事前に遅延の契約的責任分類を明⽰的に分類し，計画⼯程の
更新を契約的責任分類毎の遅延に対して個別に分析する点である．Alkass [62]による
Isolated Delay Type Technique の具体的な⼿順は次の通りである． 
この⼿法の分析は発注者側の視点による分析と請負者側の視点による分析に分けて
⾏われる．それぞれの分析において，計画⼯程と実績⼯程，更新⼯程を基に全体⼯程
を管理できる期間に分割しながら，その期間毎に遅延分析を⾏う．  
発注者側の視点の分析は，最初の分割期間に発⽣した請負者責任遅延を計画⼯程に
反映して更新⼯程を作成する．請負者責任遅延を反映して更新したことによるプロジ
ェクト全体の完成期⽇の延⻑⽇数を特定し，その分割期間における遅延⽇数の影響⽇
数が算出される．次の分割期間の分析に⼊る前に，その分割期間に発⽣した発注者責
任遅延と第三者責任遅延を先ほどの更新⼯程に反映させる．この更新⼯程を基に，次
の分割期間に発⽣した請負者責任遅延を反映し，反映して更新されたことによる全体
⼯程の延⻑⽇数を特定し，その分割期間における遅延⽇数の影響⽇数を算出する．こ
のプロセスを建設プロジェクトの最後の期間まで繰り返して続けることによって，最
終的な請負者責任の遅延の影響⽇数を合計し，請負者責任による遅延⽇数を算出す
る． 
⼀⽅，請負者側の視点の分析も同様に，最初の分割期間に発⽣した発注者責任遅延
と第三者責任遅延を計画⼯程に反映して更新⼯程を作成する．これらの遅延を反映し
て更新したことによるプロジェクト全体の完成期⽇の延⻑⽇数を特定し，その分割期
間における遅延⽇数の影響⽇数が算出される．次の分割期間の分析に⼊る前に，その
分割期間に発⽣した請負者責任遅延を先ほどの更新⼯程に反映させる．この更新⼯程
を基に，次の分割期間に発⽣した発注者責任遅延と第三者責任遅延を反映し，反映し
て更新されたことによる全体⼯程の延⻑⽇数を特定し，その分割期間における遅延⽇
数の影響⽇数を算出する．このプロセスを建設プロジェクトの最後の期間まで繰り返
して続けることによって，最終的な請負者責任以外の遅延の影響⽇数を合計し，請負
者責任以外の遅延による遅延⽇数を算出する． 
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⼀⽅，Gothand [85]による Modified Windows Analysis の具体的な⼿順は次の通りで
ある．まず建設プロジェクト全体の計画⼯程を複数の Window に分割する．分析対象
となる Window 内の計画⼯程に対して実績⼯程を基に更新する．この更新作業は，遅
延の契約的責任分類毎にそれぞれ⾏い，それぞれの契約的責任分類毎に遅延量を特定
する．契約的責任分類は，発注者責任遅延と第三者責任遅延の請負者責任以外の遅
延，請負者責任遅延毎に⾏う．遅延量の特定はこれらの遅延を更新したことによる全
体⼯程の変動⽇数によって特定する．全ての契約的責任分類の遅延を盛込んだ更新⼯
程を基に，次の Window の分析を⾏い，この⼿順をプロジェクトの最後まで繰り返
す． 
具体的にこれらの遅延分析⼿法を図 5-1 のモデル計画⼯程と図 5-2 のモデル実績⼯
程に当てはめて考察する．最初の分割期間として，モデル計画⼯程におけるプロジェ
クト開始から作業 A の完了までの 7 ⽇間を選定して分析を始める． 
まず，発注者側の視点による最初の分割期間による分析から始める．図 5-1 のモデ
ル計画⼯程に対して，この分割期間内に発⽣した全ての請負者責任遅延を挿⼊し，こ
の分析期間の実績値で更新した結果が図 5-81 となる． 
 
図 5-81 IDT 分析⼿法による発注者視点による分析結果 Step-1 
最初の分割期間内に発⽣した請負者責任遅延は作業 A と作業 E に発⽣しており，こ
の結果，更新する前の全体⼯程 23 ⽇から 26 ⽇へと 3 ⽇間延びる結果となった． 
これに対して，請負者側の視点に⽴った分析は最初の分割期間内に発⽣した全ての
発注者責任遅延と第三者責任遅延を挿⼊し，この分割期間の実績値で図 5-1 のモデル
計画⼯程を更新する．更新した結果が図 5-82 である． 
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図 5-82 IDT 分析⼿法による請負者視点による分析結果 Step-1 
最初の分割期間内に発⽣した請負者責任以外の遅延は作業 A と作業 E に発⽣してお
り，この結果，更新する前の全体⼯程 23 ⽇から 27 ⽇へと 4 ⽇間延びる結果となっ
た． 
それぞれ発注者側の視点の分析結果に対して請負者責任以外の遅延を挿⼊し，請負
者側の視点の分析結果に請負者責任の遅延を挿⼊して次の分割期間の分析に⼊る準備
を⾏う．これらの結果はそれぞれ同じ結果となり，図 5-83 となる． 
 
図 5-83 IDT 分析⼿法による Step-2 のための準備結果 
この図 5-83 と図 5-2 のモデル実績⼯程を基に，次の分析期間を作業 H の完了まで
とする． 
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まず，発注者側の視点に⽴った分析は，図 5-83 のモデル⼯程に作業 H の完了まで
に発⽣した請負者責任遅延を挿⼊し，この分割期間の実績情報で更新する．更新した
結果が図 5-84 である． 
 
図 5-84 IDT 分析⼿法による発注者視点による分析結果 Step-2 
この分割期間の発注者側の視点による更新によって，更新前の全体⼯程である 28 ⽇
から 29 ⽇へと 1 ⽇間延びる結果となった． 
⼀⽅，請負者側の視点に⽴った分析は，図 5-83 のモデル⼯程に作業 H の完了まで
に発⽣した請負者責任以外の遅延を挿⼊し，この分割期間の実績情報で更新する．更
新した結果が図 5-85 である． 
 
図 5-85 IDT 分析⼿法による請負者視点による分析結果 Step-2 
この分割期間の請負者側の視点による更新によって，更新前の全体⼯程である 28 ⽇
から 31 ⽇へと 3 ⽇間延びる結果となった． 
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それぞれ発注者側の視点の分析結果に対して請負者責任以外の遅延を挿⼊し，請負
者側の視点の分析結果に請負者責任の遅延を挿⼊して次の分割期間の分析に⼊る準備
を⾏う．これらの結果はそれぞれ同じ結果となり，図 5-86 となる． 
 
図 5-86 IDT 分析⼿法による Step-3 のための準備結果 
この図 5-86 と図 5-2 のモデル実績⼯程を基に，次の分析期間を作業 C の完了まで
とする． 
まず，発注者側の視点に⽴った分析は，図 5-86 のモデル⼯程に作業 C の完了まで
に発⽣した請負者責任遅延を挿⼊し，この分割期間の実績情報で更新する．更新した
結果が図 5-87 である． 
 
図 5-87 IDT 分析⼿法による発注者視点による分析結果 Step-3 
この分割期間の発注者側の視点による更新によって，更新前の全体⼯程である 32 ⽇
と変化なく，ここでは遅延は発⽣していない結果となった． 
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⼀⽅，請負者側の視点に⽴った分析は，図 5-87 のモデル⼯程に作業 C の完了まで
に発⽣した請負者責任以外の遅延を挿⼊し，この分割期間の実績情報で更新する．更
新した結果が図 5-88 である． 
 
図 5-88 IDT 分析⼿法による請負者視点による分析結果 Step-3 
この分割期間の請負者側の視点による更新によって，更新前の全体⼯程である 32 ⽇
から 37 ⽇へと 5 ⽇間延びる結果となった． 
それぞれ発注者側の視点の分析結果に対して請負者責任以外の遅延を挿⼊し，請負
者側の視点の分析結果に請負者責任の遅延を挿⼊して次の分割期間の分析に⼊る準備
を⾏う．これらの結果はそれぞれ同じ結果となり，図 5-89 となる． 
 
図 5-89 IDT 分析⼿法による Step-4 のための準備結果 
この図 5-89 と図 5-2 のモデル実績⼯程を基に，次の分析期間をプロジェクト終了
までとする． 
まず，発注者側の視点に⽴った分析は，図 5-89 のモデル⼯程にプロジェクト終了
までに発⽣した請負者責任遅延を挿⼊し，この分割期間の実績情報で更新する．更新
した結果が図 5-90 である． 
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図 5-90 IDT 分析⼿法による発注者視点による分析結果 Step-4 
この分割期間の発注者側の視点による更新によって，更新前の全体⼯程である 37 ⽇
から 35 ⽇へと 2 ⽇間短縮された結果となった． 
⼀⽅，請負者側の視点に⽴った分析は，図 5-89 のモデル⼯程に作業 C の完了まで
に発⽣した請負者責任以外の遅延を挿⼊し，この分割期間の実績情報で更新する．更
新した結果が図 5-91 である． 
 
 
図 5-91 IDT 分析⼿法による請負者視点による分析結果 Step-4 
この分割期間の請負者側の視点による更新によって，更新前の全体⼯程である 37 ⽇
と変化なく，この分割期間では遅延は発⽣していない結果となる． 
以上の分析結果をまとめたものが，表 5-25 となる． 
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表 5-25 IDT 分析⼿法結果⼀覧 
分析ステップ 発注者側視点分析 請負者側視点分析 
Step-1 3 ⽇間 4 ⽇間 
Step-2 1 ⽇間 3 ⽇間 
Step-3 0 ⽇間 5 ⽇間 
Step-4 ▲2 ⽇間（短縮） 0 ⽇間 
合計 2 ⽇間 12 ⽇間 
この結果，建設プロジェクト全体で 14 ⽇間遅延した内訳は発注者責任の 12 ⽇間と
請負者責任の 2 ⽇間という結果となる． 
この⼿法による n 個⽬の分割期間における発注者視点による遅延⽇数 Z௡ூா஽ 及び請負
者視点による遅延⽇数 Z௡ா஽ 算出⽅法は式(5−88ሻ，式(5−89ሻで表現できる．  
Z௡ூா஽ ൌ෍ቄ ܦூா஽ ஽௜ െ ்ܶி௜ 	ାெ஽ିூ : ௌܹ௡ ൏ ஽ܶ௜ାெ஽ௐ೙షభ ൏ ிܹ௡ቅା 式	 ሺ5−88ሻ 
Z௡ா஽ ൌ෍ቄ ܦா஽ ஽௜ െ ்ܶி௜ 	ାெ஽ିூ : ௌܹ௡ ൏ ஽ܶ௜ାெ஽ௐ೙షభ ൏ ிܹ௡ቅା 式	 ሺ5−89ሻ 
ここで， 
ௌܹ௡   : ݊個⽬の分割期間	 の開始⽇ 
஽ܶ௜ାெ஽ௐ
೙షభ : ݊ െ 1 個⽬の分割期間まで更新した⼯程表における作業	 ݅	 の期間 
ிܹ௡   : ݊個⽬の分割期間	 の終了⽇ 
この遅延分析⼿法の⽋点として，次の４つが挙げられる． 
・建設プロジェクトを分割するサイズが変わると，分析結果が変わる⼿法である． 
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・それぞれの期間に発⽣した遅延を⼀度に反映させるために，この期間に発⽣する
可能性のあるクリティカルパスの変動を反映できない⾮現実的な分析となる可能性が
ある． 
・気象条件の変更などの，第三者責任遅延を特定して分析していない． 
・すなわち，同時発⽣遅延を正確に考慮できる分析⼿法ではない． 
Nguyen [41]によると，この⼿法が発表されてから⼗年以上が経つが，いまだかつて
⼀例もこの⼿法を使って遅延分析を⾏った実際の報告事例がないと述べている． 
5.8.2.3 遅延セクション遅延分析法（Delay Analysis Method Using Delay Section） 
これまでに紹介した Snapshot Analysis Method，Traditional Windows Analysis，
Isolated Delay Type Technique，Modified Windows Analysis はいずれも建設プロジェ
クトをより⼩さいサイズに分割し，分割された期間に発⽣した遅延や実績情報を更新
することによって遅延分析を⾏う⼿法であるが，その分割された期間の⼤きさによっ
て分析結果が変わるという⽋点があった．遅延セクション遅延分析法（以降，Delay 
Analysis Method Using Delay Section，あるいは DAMUDS と略す．）では，これらの
⽋点を補うため，分割期間の決定⼿順を客観的に設定した⼿法である．このため，誰
が分析したとしても DAMUDS で分析すれば同じ結果が得られる⼿法である． 
具体的な分割期間の決定⼿順は，遅延セクション（Delay Section）という概念を利
⽤する．Delay Section という概念は，分析する対象としての遅延事象を遅延事象のそ
のものとして捉えるのではなく，同じ物理的時間帯に同時に他の遅延が発⽣している
かどうかといった観点から，⼀つの遅延事象を⼀つの遅延事象のみが発⽣している時
間帯と，複数の遅延が発⽣している時間帯とに区別して取り扱う．そして，建設プロ
ジェクト全体を Delay Section 毎に分割する．すなわち，物理的に同じ時間帯に全く
遅延が発⽣していない期間と，⼀つの遅延のみが発⽣している期間と，複数の遅延が
発⽣している期間とに分割するのである． 
この⼿法は，Delay Section という概念の他に Contractor’s Float という概念を取り
⼊れて [86]，同時発⽣遅延のみならず，促進の効果をも考慮に⼊れた遅延分析⼿法で
ある． Contractor’s Float はプロジェクト全体⼯期を短縮するような促進を評価するた
めの指標としてのそれぞれの作業におけるトータルフロートである．複数の遅延が発
⽣している Delay Section において，それぞれの遅延によって全体⼯程に影響を及ぼ
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す遅延であるかどうかの判定を，遅延を盛込んだ時のトータルフロートが０または負
の値となっているかどうかで判定する． 
具体的に図 5-1 のモデル計画⼯程と図 5-2 のモデル実績⼯程にこの⼿法を適⽤して
考察を進める．Step-1 として決定される最初の Delay Section は，作業 A に発⽣した
請負者責任遅延のうち，同じ時期に他の遅延が発⽣していない１⽇⽬と２⽇⽬とな
る．作業 A に最初の Delay Section を挿⼊した結果が図 5-92 である．Delay Section
を挿⼊した結果，挿⼊前の全体⼯程 23 ⽇から 25 ⽇へと 2 ⽇間伸びる結果となった． 
 
図 5-92 DAMUDS 分析結果 Step-1 
次の Step-2 の Delay Section は建設プロジェクトの 3 ⽇⽬となり，作業 A に発⽣し
た請負者責任遅延と作業 E に発⽣した発注者責任遅延が同時期に発⽣している．Step-
1 の結果の図 5-92 に対して Delay Section を挿⼊した結果が図 5-93 である．Delay 
Section を挿⼊したことによって，挿⼊する前の全体⼯程 25 ⽇から 26 ⽇へと 1 ⽇間
伸びる結果となった．ここで，請負者責任遅延が発⽣した作業 A を含んだパスがクリ
ティカルパスとなっているため，作業 A のトータルフロートは 0 ⽇であり，この遅延
が全体⼯程に影響を与えている．⼀⽅，作業 E を含んだパスはクリティカルパスでは
なく，トータルフロートは 2 ⽇間あるため，この発注者責任遅延は全体⼯程に影響を
及ぼしていない．よって，この Step-2 の Delay Section の分析結果は，請負者責任遅
延の影響によって，1 ⽇間建設プロジェクトが遅延したという結果となる． 
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図 5-93 DAMUDS 分析結果 Step-2 
次の Step-3 の Delay Section は作業 E に発⽣した第三者責任遅延単独の期間であ
り，建設プロジェクトの 4 ⽇⽬から 6 ⽇⽬となる．Step-2 の結果の図 5-93 に対して
Delay Section を挿⼊した結果が図 5-94 である．Delay Section を挿⼊したことによっ
て，挿⼊する前の全体⼯程 26 ⽇から 27 ⽇へと 1 ⽇間伸びる結果となった．  
 
図 5-94 DAMUDS 分析結果 Step-3 
次の Step-4 の Delay Section は作業 A に発⽣した発注者責任遅延と作業 E に発⽣し
た請負者責任遅延の複数遅延が発⽣した７⽇⽬である．Step-3 の結果の図 5-94 に対
して Delay Section を挿⼊した結果が図 5-95 である．Delay Section を挿⼊したこと
によって，挿⼊する前の全体⼯程 27 ⽇から 28 ⽇へと 1 ⽇間伸びる結果となった．こ
こで，発注者責任遅延が発⽣した作業 A を含んだパスはクリティカルパスではなく，
トータルフロートが 1 ⽇間発⽣しているため，この発注者責任遅延は全体⼯程に影響
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を及ぼしていない．⼀⽅，請負者責任遅延が発⽣した作業 E を含んだパスはクリティ
カルパスであるため，この請負者責任遅延は全体⼯程に影響を及ぼしている．よっ
て，この Step-4 の Delay Section の分析結果は，請負者責任遅延の影響によって，1
⽇間建設プロジェクトが遅延したという結果となる． 
 
図 5-95 DAMUDS 分析結果 Step-4 
次の Step-5 の Delay Section は作業 B に発⽣した第三者責任遅延のうち，他の遅延
が同時に発⽣していない単独の期間のみとなり，建設プロジェクトの 12 ⽇⽬となる．
Step-4 の結果の図 5-95 に対して Delay Section を挿⼊した結果が図 5-96 である．
Delay Section を挿⼊したことによって，挿⼊する前の全体⼯程 28 ⽇と変化なく，こ
の Delay Section による全体⼯程への影響はない．  
 
図 5-96 DAMUDS 分析結果 Step-5 
次の Step-6 の Delay Section は作業 B に発⽣した第三者責任遅延のうち，作業 F に
発⽣した請負者責任遅延と作業 H に発⽣した発注者責任遅延と同時に発⽣した 13 ⽇
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⽬となる．Step-5 の結果の図 5-96 に対して Delay Section を挿⼊した結果が図 5-97
である．Delay Section を挿⼊したことによって，挿⼊する前の全体⼯程 28 ⽇から 29
⽇と 1 ⽇間伸びる結果となった．ここで，第三者責任遅延が発⽣した作業 B を含んだ
パスはクリティカルパスであるため，この第三者責任遅延は全体⼯程に影響を及ぼし
ている．また，請負者責任遅延が発⽣した作業 F を含んだパスもクリティカルパスで
あるため，この請負者責任遅延は全体⼯程に影響を及ぼしている．⼀⽅，発注者責任
遅延が発⽣した作業 H を含んだパスはクリティカルパスではなく，トータルフロート
が 3 ⽇間あるため，この遅延は全体⼯程に影響を及ぼしていない．よって，この
Step-6 の Delay Section の分析結果は，第三者責任遅延と請負者責任遅延の同時発⽣
遅延（Concurrent Delay）によって，1 ⽇間建設プロジェクトが遅延したという結果と
なる． 
 
図 5-97 DAMUDS 分析結果 Step-6 
次の Step-7 の Delay Section は作業 F に発⽣した発注者責任遅延の 14 ⽇⽬から 16
⽇⽬となる．Step-6 の結果の図 5-97 に対して Delay Section を挿⼊した結果が図 
5-98 である．Delay Section を挿⼊したことによって，挿⼊する前の全体⼯程 29 ⽇か
ら 32 ⽇と 3 ⽇間伸びる結果となった． 
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図 5-98 DAMUDS 分析結果 Step-7 
次の Step-8 として，次の Delay Section として遅延事象が発⽣するのは 19 ⽇⽬と
なるが，その前に作業 H が 18 ⽇⽬までに促進されており，この実績情報を更新す
る．Step-7 の結果の図 5-98 に対して作業 H の促進の結果の実績情報で更新した結果
が図 5-99 である．更新された作業Ｈを含むパスはクリティカルパスではないため，
この更新による全体⼯程への影響はない． 
 
 
図 5-99 DAMUDS 分析結果 Step-8 
次の Step-9 の Delay Section は作業 B に発⽣した発注者責任遅延と作業 F に発⽣し
た第三者責任遅延が同時に発⽣した 19 ⽇⽬から 20 ⽇⽬となる．Step-8 の結果の図 
5-99 に対して Delay Section を挿⼊した結果が図 5-100 である．Delay Section を挿⼊
したことによって，挿⼊する前の全体⼯程 32 ⽇から 34 ⽇と 2 ⽇間伸びる結果となっ
た．ここで，発注者責任遅延が発⽣した作業 B にはトータルフロートが 3 ⽇間あるた
めにクリティカルパスではなく，この遅延による全体⼯程への影響はない．⼀⽅，第
三者責任遅延が発⽣した作業 F はクリティカルパスであるため，全体⼯程に影響を及
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ぼしている．よって，この Step-9 の Delay Section の分析結果は，第三者責任遅延に
よる 2 ⽇間の遅延という結果となる． 
 
図 5-100 DAMUDS 分析結果 Step-9 
次の Step-10 の Delay Section は作業 F に発⽣した第三者責任遅延と作業 I に発⽣し
た請負者責任遅延が同時に発⽣した 21 ⽇⽬となる．Step-9 の結果の図 5-100 に対し
て Delay Section を挿⼊した結果が図 5-101 である．Delay Section の挿⼊に合わせ
て，作業 B も 21 ⽇⽬で完了しており，この促進の結果も実績情報で更新している．
この更新によって，更新する前の全体⼯程 34 ⽇から 35 ⽇へと 1 ⽇間伸びる結果とな
った．ここで，第三者責任遅延が発⽣した作業 F はクリティカルパスであるため，全
体⼯程に影響を及ぼしているのに対し，作業 I にはトータルフロートが 10 ⽇間あるた
め，作業 I は全体⼯程には影響を与えていない．また，促進の更新をした作業 B もク
リティカルパスではない．つまり，Step-10 の Delay Section の分析結果は，第三者責
任遅延によって 1 ⽇間遅延したという結果となる． 
 
図 5-101 DAMUDS 分析結果 Step-10 
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次の Step-11 の Delay Section は作業 F に発⽣した第三者責任遅延が単独に発⽣し
た 21 ⽇⽬から 23 ⽇⽬となる．Step-10 の結果の図 5-101 に対して Delay Section を
挿⼊した結果が図 5-102 である．Delay Section を挿⼊したことによって，挿⼊する
前の全体⼯程 35 ⽇から 37 ⽇と 2 ⽇間伸びる結果となった． 
 
図 5-102 DAMUDS 分析結果 Step-11 
次の Step-12 では，次の Delay Section である遅延が発⽣する 27 ⽇⽬までに発⽣し
た作業 C の促進や作業 F と作業 G との間に設定された論理的依存関係に対して実績情
報を基に更新する．更新した結果が図 5-103 である．更新前の全体⼯程である 37 ⽇
から 36 ⽇へと 1 ⽇間短縮される結果となった．ここで，促進の効果を更新した作業 C
はクリティカルパスにはないため，この促進の効果は全体⼯程に影響を与えていな
い．⼀⽅，論理的依存関係を更新した作業 F と作業 G はクリティカルパスであるた
め，この更新に伴って全体⼯程が 1 ⽇短縮されたことがわかる．よって，Step-12 の
分析結果は，実績情報に伴う作業順序の変更によって（請負者による作業順番の⼯夫
によって）1 ⽇間短縮されたことになる． 
 
図 5-103 DAMUDS 分析結果 Step-12 
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次の Step-13 の Delay Section は作業 D に発⽣した請負者責任遅延が単独に発⽣し
た 27 ⽇⽬から 28 ⽇⽬となる．Step-12 の結果の図 5-103 に対して Delay Section を
挿⼊した結果が図 5-104 である．Delay Section を挿⼊したことによって全体⼯程に
変化はなく，この Delay Section による遅延はないことがわかる． 
 
図 5-104 DAMUDS 分析結果 Step-13 
次の Step-14 の Delay Section は作業 D に発⽣した第三者責任遅延と作業Ｇに発⽣
した第三者責任遅延が同時に発⽣した 29 ⽇⽬となる．Step-13 の結果の図 5-104 に
対して Delay Section を挿⼊した結果が図 5-105 である．Delay Section を挿⼊したこ
とによって挿⼊する前の全体⼯程 36 ⽇から 37 ⽇へと 1 ⽇間伸びる結果となった．こ
こで，作業 D にはトータルフロートが 2 ⽇間あるためクリティカルパスではなく，全
体⼯程には影響を及ぼしていないのに対し，作業 G はクリティカルパスにあるため，
全体⼯程に影響を与えている．つまり，Step-14 の Delay Section の分析結果は，作業
G の第三者責任遅延によって 1 ⽇間遅延したことになる． 
 
図 5-105 DAMUDS 分析結果 Step-14 
次の Step-15 の Delay Section は作業 D に発⽣した発注者責任遅延と作業Ｇに発⽣
した発注者責任遅延が同時に発⽣した 32 ⽇⽬となる．Step-14 の結果の図 5-105 に
179 
 
対して Delay Section を挿⼊した結果が図 5-106 である．Delay Section を挿⼊したこ
とによって挿⼊する前の全体⼯程 37 ⽇から 38 ⽇へと 1 ⽇間伸びる結果となった．こ
こで，作業 D にはトータルフロートが 2 ⽇間あるためクリティカルパスではなく，全
体⼯程には影響を及ぼしていないのに対し，作業 G はクリティカルパスにあるため，
全体⼯程に影響を与えている．つまり，Step-15 の Delay Section の分析結果は，作業
G の発注者責任遅延によって 1 ⽇間遅延したことになる． 
 
図 5-106 DAMUDS 分析結果 Step-15 
最後の Step-16 では，実績情報を基にした作業Ｆの促進の効果を更新する．Step-15
の結果の図 5-106 を実績情報で更新した結果が図 5-107 である．更新したことによっ
て，全体⼯程は 38 ⽇から 37 ⽇へと 1 ⽇短縮される結果となった．これは促進された
作業 F がクリティカルパスにあるからである． 
 
図 5-107 DAMUDS 分析結果 Step-16 
以上の結果をとりまとめたものが表 5-26 である． 
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表 5-26 DAMUDS の分析結果⼀覧表 
ステップ 契約的責任分類 遅延⽇数 
Step-1 請負者責任 2 ⽇間 
Step-2 請負者責任 1 ⽇間 
Step-3 第三者責任 1 ⽇間 
Step-4 請負者責任 1 ⽇間 
Step-6 第三者責任遅延と請負者責任遅延の Concurrent Delay 1 ⽇間 
Step-7 発注者責任 3 ⽇間 
Step-9 第三者責任 2 ⽇間 
Step-10 第三者責任 1 ⽇間 
Step-11 第三者責任 2 ⽇間 
Step-12 請負者責任 ▲1 ⽇間 
Step-14 第三者責任 1 ⽇間 
Step-15 発注者責任 1 ⽇間 
Step-16 請負者責任 ▲1 ⽇間 
この結果より，発注者責任による遅延 4 ⽇間，請負者責任による遅延 2 ⽇間，第三
者責任遅延による遅延 7 ⽇間，第三者責任遅延と請負者責任遅延の Concurrent Delay
による遅延 1 ⽇間という結果となる． 
この分析⼿法による分析結果は，式(5−90ሻ〜式(5−96ሻで表現できる．  
Zூா஽ ൌ෍ቐ
ቀ ܦSூா஽ ஽௜ െ ்ܶி௜ 	ାெ஽ି஽ௌ೔ ቁା െ ቀ ܦSூா஽തതതതത ஽
௝ െ ்ܶ ி௝ 	ାெ஽ି஽ௌೕ ቁା
                       : ܦSூா஽ ஽௜ ൌ ܦSூா஽തതതതത ஽௝
ቑ 式	 ሺ5−90ሻ 
Z஼஽ ൌ෍ቐ
ቀ ܦS஼஽ ஽௜ െ ்ܶி௜ 	ାெ஽ି஽ௌ೔ ቁା െ ቀ ܦS஼஽തതതത ஽
௝ െ ்ܶ ி௝ 	ାெ஽ି஽ௌೕ ቁା
                        : ܦS஼஽ ஽௜ ൌ ܦS஼஽തതതത ஽௝
ቑ 式	 ሺ5−91ሻ 
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Zே஼஽ ൌ෍ቐ
ቀ ܦSே஼஽ ஽௜ െ ்ܶி௜ 	ାெ஽ି஽ௌ೔ ቁା െ ቀ ܦSே஼஽തതതത ஽
௝ െ ்ܶ ி௝ 	ାெ஽ି஽ௌೕ ቁା
                      : ܦSே஼஽ ஽௜ ൌ ܦSே஼஽തതതതതത ஽௝
ቑ 式	 ሺ5−92ሻ 
Zூா஽∩஼஽ ൌ෍ቐ
ܯ݅݊ ቄቀ ܦSூா஽ ஽௜ െ ்ܶி௜ 	ାெ஽ି஽ௌ೔ ቁା , ቀ ܦS஼஽ ஽
௝ െ ்ܶ ி௝ 	ାெ஽ି஽ௌೕ ቁାቅ
                      : ܦSூா஽ ஽௜ ൌ ܦS஼஽ ஽௝
ቑ 式	 ሺ5−93ሻ 
Zூா஽∩ே஼஽ ൌ෍ቐ
ܯ݅݊ ቄቀ ܦSூா஽ ஽௜ െ ்ܶி௜ 	ାெ஽ି஽ௌ೔ ቁା , ቀ ܦSே஼஽ ஽
௝ െ ்ܶ ி௝ 	ାெ஽ି஽ௌೕ ቁାቅ
                     : ܦSூா஽ ஽௜ ൌ ܦSே஼஽ ஽௝
ቑ 式	 ሺ5−94ሻ 
Z஼஽∩ே஼஽ ൌ෍ቐ
ܯ݅݊ ቄቀ ܦS஼஽ ஽௜ െ ்ܶி௜ 	ାெ஽ି஽ௌ೔ ቁା , ቀ ܦSே஼஽ ஽
௝ െ ்ܶ ி௝ 	ାெ஽ି஽ௌೕ ቁାቅ
                      : ܦS஼஽ ஽௜ ൌ ܦSே஼஽ ஽௝
ቑ 式	 ሺ5−95ሻ 
Zூா஽∩஼஽∩ே஼஽ ൌ෍
ۖە
۔
ۖۓ ܯ݅݊ ቐ
ቀ ܦSூா஽ ஽௜ െ ்ܶி௜ 	ାெ஽ି஽ௌ೔ ቁା , ቀ ܦS஼஽ ஽
௝ െ ்ܶ ி௝ 	ାெ஽ି஽ௌೕ ቁା
, ቀ ܦSே஼஽ ஽௞ െ ்ܶி௞ 	ାெ஽ି஽ௌೖ ቁା
ቑ
                : ܦSூா஽ ஽௜ ൌ ܦS஼஽ ஽௝ ൌ ܦSே஼஽ ஽௞ۙۖ
ۘ
ۖۗ
式	 ሺ5−96ሻ 
この分析⼿法は，建設プロジェクトを分割する客観的で⼀意的なルールが決められ
ているために，分割されるサイズによって結果が変わるという⽋点もなく，トータル
フロートと Delay Section によって遅延分析を⾏うために同時発⽣遅延である
Concurrent Delay も正しく取扱い，かつ促進の効果や論理的依存関係の変更の効果を
も考慮することができる最も合理的と考えられる遅延分析⼿法である．⼀⽅，この遅
延分析⼿法の⽋点は，分析回数が多くなることである． 
5.8.2.4 ⽇毎遅延分析法（Daily windows delay analysis） 
建設プロジェクトをより⼩さな期間に分割して遅延分析を⾏う場合，分割された期
間をどのようなサイズとするかによって，分析結果が異なる．この⽋点を補うために
⽇毎遅延分析法（以降，Daily windows delay analysis と表現する．）は期間を⼀⽇単位
として提唱された分析⼿法である [82]．この⼿法はとても時間がかかる⼿法である
が，正確な結果が得られ，裁判所でも認められている⼿法である [82]．  
 しかし，Nguen はこの⼿法は学術的には正しいかもしれないが，分析するための
作業量が多すぎるために実践的ではない⼿法であり，なおかつ同じ正確性を得るため
には Time Impact Analysis で⼗分であると述べている [41]． 
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この⼿法を⽤いて具体的に考察するには分析ステップ数が 37 回と膨⼤となるため，
この⼿法の説明は割愛する．分析結果は DAMUDS と同じとなる． 
5.9 第５章のまとめ 
この章では，過去に発表された⽂献を中⼼にして様々な遅延分析⼿法の分析概念を
基準にしてグループ化して整理し，それぞれの遅延分析⼿法グループの特徴や⽋点に
ついて考察した． 
また，それぞれの遅延分析⼿法グループにも様々な考え⽅の違う遅延分析⼿法があ
ることを⽰し，それぞれの分析対象となる遅延の契約的責任分類や考え⽅の違いを明
確にするとともに，それぞれの分析プロセスについて数式を⽤いて表現するととも
に，具体的なモデル⼯程を⽤いて分析プロセスを説明した． 
表 5-13 で⽰した⾮ CPM 遅延分析⼿法以外でこの章で考察した様々な CPM 遅延分
析⼿法は表 5-27 でまとめられる．⾮ CPM 遅延分析⼿法をまとめた表 5-13 と，CPM
遅延分析⼿法を整理した表 5-27 を⽤いて，次の第 6 章でそれぞれの性質を軸とした
横断的な考察を⾏う．  
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表 5-27 CPM 遅延分析⼿法⼀覧表 
遅延分析名 or 提唱者 分析時期 促進 同時発生遅延 分析手間 分析回数 契約的責任分類 
計画工程遅延挿入法       
Impacted As-Planned 
Analysis 
〇 × × 〇 一回 ED 
What if Method 〇 × △ 〇 各一回 All 
As-Planned 
Technique 
〇 × △ 〇 遅延毎 All 
As-Planned but for 〇 × × 〇 一回 IED 
実績工程遅延除去法       
 Schumacher × 〇 × 〇 一回 CD 
 Frank × 〇 × 〇 一回 ED 
 Trauner(Gross) × 〇 △ 〇 各一回 IED,CD 
 Trauner(Net) × 〇 △ △ 遅延毎 IED,CD 
 Songül (Gross) × 〇 △ 〇 各一回 All 
 Songül (Net) × 〇 △ △ 遅延毎 All 
 Mobabazi × 〇 △ 〇 各一回 All 
計画実績比較法       
 Alkass × 〇 × 〇 一回 NA 
 Stumpf × 〇 × 〇 各一回 IED,ED 
進捗確認分析法       
Time Impact 
Analysis 
◎ 〇 〇 × 遅延毎 All 
Snap Shot ◎ 〇 × △ 窓毎 NA 
 IDT Technique ◎ 〇 △ △ 窓毎 IED,ED 
 DAMUDS ◎ 〇 ◎ × セクショ
ン毎 
All 
 Daily windows DA ◎ 〇 ◎ × 毎日 All 
分析時期 ：◎いつでも分析可能，〇プロジェクト途中で暫定的に分析可，×プロジェクト終了後に可 
同時発生遅延：◎性格に考慮できる，〇考慮できる，△多少考慮できる，×考慮できない 
促進：〇考慮できる，×考慮できない 
分析手間：〇比較的手間がかからない，△多少手間がかかる，×かなり手間がかかる 
契約的責任分類：ED 請負者責任以外の遅延，CD 発注者責任遅延，IED 請負者責任遅延， 
All 全て，NA 区別なし 
  
184 
 
第6章 遅延分析⼿法の選択 
今まで様々な研究者によって，遅延分析⼿法の整理と体系化が試みられてきた．そ
の整理と体系化のほとんどは第 5 章で紹介した各遅延分析⼿法の基本的な概念による
遅延分析⼿法グループによる整理である． 
実際に遅延分析⼿法を選択するにあたっては，それぞれの遅延分析⼿法グループの
持つ特徴と⽋点を⽐較して選択することになる．その上で各遅延分析⼿法グループに
属する複数の⼿法の中から，分析回数や，分析対象とする契約的責任分類を決定する
⼿順となる． 
この章では，各遅延分析⼿法グループの選択にあたって考慮すべき「分析時期」，
「促進の取扱い」について考察した上で，遅延分析⼿法グループに属する複数の⼿法
の中から適切な遅延分析⼿法を選択するために考慮すべき「同時発⽣遅延の取扱い」，
「分析対象の契約的責任分類」について論じる． 
6.1 分析時期 
遅延分析⼿法を適⽤して遅延分析する時期について⼤きく次のように分類できる． 
・建設プロジェクト終了後 
・建設プロジェクト遂⾏中 
⽐較的規模の⼩さい建設プロジェクトの場合には，建設プロジェクトが終了してか
ら遅延分析を⾏うことも考えられるが，⼯期の⻑い⼤規模建設プロジェクトの場合に
は建設プロジェクトが完了しないと分析できない遅延分析⼿法は不適格であると考え
られる． 
建設プロジェクトが完了しないと遅延分析できない⼿法としては，⾮ CPM 遅延分
析⼿法，実績⼯程遅延除去法，計画実績⽐較法が挙げられる．これらの⼿法に共通す
るのは，実績⼯程が分析対象⼯程に含まれることである． 
反対に建設プロジェクト遂⾏中でも遅延分析できる⼿法としては，計画⼯程遅延挿
⼊法と進捗確認分析法が挙げられる．これらの⼿法に共通しているのは実績⼯程を分
析対象⼯程としていない点である． 
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実績⼯程は，建設プロジェクトを実際に遂⾏した記録を⽰す⼯程表である．すなわ
ち，実績⼯程は建設プロジェクト遂⾏中には完成できず，建設プロジェクトが終了し
て初めて完成することになる．よって，実績⼯程を分析対象としている遅延分析⼿法
は建設プロジェクト遂⾏中には適⽤できないことになる．建設プロジェクト遂⾏中に
適⽤できない⽋点を有しているにもかかわらず，遅延による損害に関する紛争におけ
るアメリカの裁判所の⾒解では，実際に発⽣しなかった理論的な遅延分析では認めら
れず実際に被った損害を証明しなければ⼯期延⻑が認められないケースが多いためア
メリカでは実績⼯程遅延除去法が好んで採⽤されている．実績⼯程遅延除去法では，
CPM で作成した実績⼯程表を分析対象としているが，実績⼯程表を CPM で作成する
際には，CPM 実績⼯程の品質の問題を抱えている．ここで⾔う品質の問題とは，建設
プロジェクトの実績情報から論理的依存関係を客観的かつ⼀意的に特定することが困
難であることを指す．ある作業が実際にいつ開始していつ終了したかについては，実
績情報から容易に⼀意的に特定が可能であるが，作業間に設定する論理的依存関係は
完全には恣意性を排除できない．具体的には，どの作業間に論理的依存関係の関連性
があるのか，その関連性のある作業間に発⽣した適正な開始条件・終了条件やリー
ド・ラグタイムをどのように設定するのか，論理的依存関係の４つのタイプのうちど
のタイプを適⽤するのが妥当なのか等，客観的かつ⼀意的には決定できない性質を持
っている．この恣意性に伴う紛争リスクを少しでも排除するためには，建設プロジェ
クト遂⾏中にその断⾯までの実績情報を元に作成する実績情報と論理的依存関係の設
定の妥当性について，契約当事者間で定期的に合意を得る機会や仕組みを作っておく
ことが重要であると考えられる． 
建設プロジェクト遂⾏中に遅延分析を⾏うことができる計画⼯程遅延挿⼊法は計画
⼯程を分析対象⼯程とし，進捗確認分析法は進捗確認⼯程を分析対象としている．進
捗確認⼯程は遅延分析を⾏う断⾯を境とした前⽅⽅向に実績⼯程，後⽅⽅向は計画⼯
程の融合⼯程であることから，いずれの遅延分析⼿法グループも計画⼯程の要素を分
析対象としているとも⾔え，それが故の分析品質上の課題がある．計画⼯程は建設プ
ロジェクトが始まる前に作成されるものである．多くの建設プロジェクトが様々な不
確定要素によって計画どおりに進まないことを考慮すると，建設プロジェクト後半に
なればなるほどその断⾯での計画⼯程はその時点での建設プロジェクトの実際の計画
から乖離してしまう可能性が⾼い．通常，建設プロジェクトで発⽣した不確定要素に
よる⼯程遅延に対して，請負者は遅延の影響を低減できる修正計画⼯程を建設プロジ
ェクト遂⾏中に作成することが求められる．この修正計画⼯程が契約当事者間で合意
される機会や契約的な仕組みを構築できれば，この修正計画⼯程を⽤いた遅延分析⼿
法を適⽤することも可能となる．具体的には，例えば建設プロジェクト遂⾏中に計画
⼯程遅延挿⼊法に適⽤する分析対象⼯程をその時点で最新の修正計画⼯程とする修正
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計画⼯程遅延挿⼊法とすることが可能である．また，進捗確認分析法においても分析
対象とする進捗確認⼯程をその時点までの実績⼯程とその時点で最新となる修正計画
⼯程の融合⼯程とすることで，建設プロジェクト後半における計画⼯程の実態からの
乖離のリスクを低減することができる． 
6.2 促進の取扱い 
適⽤する遅延分析⼿法によって，促進の効果を考慮できる⼿法とできない⼿法とに
分類できる． 
分析対象⼯程として実績⼯程が含まれる実績⼯程遅延除去法や計画実績⽐較法，及
び実績情報を含む進捗確認⼯程を分析対象⼯程としている進捗確認分析法は，実績情
報に促進の効果が含まれているために，促進の影響を考慮した⼿法と⾔える． 
促進を考慮できない⼿法は，遅延のみを分析対象とする⾮ CPM 遅延分析⼿法と，
実績⼯程が遅延分析に利⽤されない計画⼯程遅延挿⼊法である．しかし，⾮ CPM 遅
延分析⼿法や計画⼯程遅延挿⼊法を採⽤した場合でも，促進を負の遅延として捉えて
遅延分析を⾏うことによって促進の効果を考慮することができる． 
これらの促進を考慮できない遅延分析⼿法グループを選択する際に，従来のやりか
たでは考慮できない促進の効果を考慮して遅延分析を⾏うことが望ましいと契約当事
者が判断する場合には，契約当事者間で促進は負の遅延として取り扱うことに事前合
意を得ることで，促進を考慮した遅延分析が可能となる． 
6.3 同時発⽣遅延の取扱い 
第 3 章 3.4 で述べたとおり，契約的責任の異なる複数の遅延事象が同時期に発⽣し
ているとみなされる状況を同時発⽣遅延(Concurrent Delay)と呼ぶ．同時発⽣遅延が重
要であるのは，同時発⽣遅延の成⽴によって契約当事者の遅延による責任負担の軽減
がなされるからである．したがって同時発⽣遅延は契約的責任の異なる複数の遅延事
象を対象としている．これを狭義の同時発⽣遅延の定義と呼ぶことにする． 
第 5 章で論じたいくつかの遅延分析⼿法では，この狭義の定義に合致していない状
況を同時発⽣遅延として取り扱っている．例えば，⾮ CPM 遅延分析⼿法であるネッ
トインパクト法はグローバルインパクト法の抱える同時発⽣遅延の課題を解決するた
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めに提唱された遅延分析⼿法グループであるが，上述した狭義の同時発⽣遅延の定義
を満たした同時発⽣遅延の影響は考慮されていない．ネットインパクト法で考慮して
いる「同時発⽣遅延」とは，単純に同じ時間帯に発⽣した複数の遅延による影響を考
慮しているだけであり，発⽣した複数の遅延の契約的責任分類を考慮していない． 
単純に同じ時間帯に複数の遅延が発⽣している状況を広義の同時発⽣遅延と捉える
と，発⽣した遅延事象の契約的責任分類の組合せから次のように分類できる．  
・ A-B 型同時発⽣遅延（狭義の同時発⽣遅延） 
契約的責任分類の異なる複数の遅延が同時期に発⽣する同時発⽣遅延．分析結果か
ら遅延に伴う遅延責任の負担を明確に分析できる同時発⽣遅延である．この同時発⽣
遅延の考え⽅を採⽤している遅延分析⼿法には，全ての三種類の契約的責任分類毎の
遅延を分析対象としている遅延分析⼿法と，請負者責任遅延と発注者責任遅延のみを
分析対象としている遅延分析⼿法とに分類できる． 
・N-N 型同時発⽣遅延 
契約的責任分類の区別なく複数の遅延が同時期に発⽣する同時発⽣遅延．契約的責
任分類の区別をせずに同時発⽣遅延を取り扱うため，遅延に伴う遅延責任の負担を特
定することはできない同時発⽣遅延である． 
・A-A 型同時発⽣遅延 
同じ契約的責任分類の遅延が複数同時期に発⽣する同時発⽣遅延．同じ契約的責任
分類の同時発⽣遅延のみを取り扱うため，遅延に伴う遅延責任の負担を特定すること
はできない同時発⽣遅延である． 
また，狭義の同時発⽣遅延に合致していない状況で同時発⽣遅延として取り扱って
いる遅延分析⼿法には，例えば計画⼯程遅延挿⼊法の What if Method 等のように複数
の契約的責任分類毎の分析結果を⽐較する⼿法が挙げられる．この同時発⽣遅延の考
え⽅を分析結果⽐較型同時発⽣遅延と定義し，広義の同時発⽣遅延の⼀部と捉える．
この分析結果⽐較型同時発⽣遅延は，過失相殺の考え⽅を⽤いて分析結果からそれぞ
れの契約的責任の責任を相殺することで遅延責任の負担を軽減する考え⽅である．こ
の種類の同時発⽣遅延を取り扱っている遅延分析⼿法も全ての三種類の契約的責任分
類毎の分析結果を⽐較する遅延分析⼿法と，請負者責任遅延と請負者責任以外の遅延
の分析結果を⽐較する遅延分析⼿法とに分類できる． 
同時発⽣遅延を広義に定義し直し，該当する同時発⽣遅延を取り扱う遅延分析⼿法
を分類したものが，表 6-1 である．  
188 
 
表 6-1 広義の同時発⽣遅延の分類⼀覧表 
同時発⽣遅延 
の種類 
責任負担
の特定 
遅延分析⼿法⼜は提唱者 
（遅延分析⼿法グループ） 
遅延の契約的
責任分類 
A-B 型 ◎ 
As-Planned Technique 
(計画⼯程遅延挿⼊法) 全て 
Trauner(Net) 
(実績⼯程遅延除去法) IED,CD 
Songül Dayi 
(実績⼯程遅延除去法） 
全て 
Time Impact Analysis 
(進捗確認分析法) 
DAMUDS 
(進捗確認分析法) 
Daily Windows Delay Analysis 
(進捗確認分析法) 
N-N 型 
 × 
Thomas 
(ネットインパクト法) 
区別なし Alkass （計画実績⽐較法） 
Snapshot Analysis Method 
（進捗確認分析法） 
A-A 型 × 
Vasilyeva 
（ネットインパクト法） 
CD 
Impacted As-Planned Analysis 
（計画⼯程遅延挿⼊法） 
ED 
As-Planned but for 
（計画⼯程遅延挿⼊法） 
IED 
Schumacher 
（実績⼯程遅延除去法） 
CD 
Frank 
（実績⼯程遅延除去法） 
ED 
分析結果⽐較型 ○ 
岡本 
（ネットインパクト法） 全て Want if Method 
（計画⼯程遅延挿⼊法） 
Trauner(Gross) 
（実績⼯程遅延除去法） IED,CD 
Songül Dayi(Gross) 
(実績⼯程遅延除去法） 全て Mobabazi 
(実績⼯程遅延除去法） 
Stumpf 
（計画実績⽐較法） IED,ED 
ただし， 
責任負担の特定：◎特定できる，〇理論上考慮できる，×特定できない． 
遅延の契約的責任分類：CD 発注者責任遅延，IED 請負者責任遅延， 
ED 請負者責任以外の遅延， 
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6.4 分析対象遅延の契約的責任分類 
適⽤する遅延分析⼿法によって，分析対象とする遅延の契約的責任分類が異なる．
分析対象としての遅延の契約的責任分類の考え⽅は，契約的責任分類の区別をしない
タイプ，特定の契約的責任分類の遅延のみを取り扱うタイプ，第三者責任遅延を考慮
しないタイプ，すべての契約的責任分類の遅延を積み上げて取り扱うタイプとに⼤き
く分類できる． 
6.4.1  契約的責任分類の区別をしないタイプ 
分析対象となる遅延の契約的責任分類の区別をしないタイプの遅延分析⼿法は，分
析結果からそれぞれの遅延による責任負担を導くことはできないが，遅延の契約的責
任分類の区別をしないために分析⼿間はあまりかからない．このタイプの遅延分析⼿
法はほとんどが全体を通して 1 回という分析回数である．進捗確認分析法のスナップ
ショット法は窓毎に⼀回の分析回数となっている．また，契約的責任分類をしないの
で，6.3 で議論した狭義の同時発⽣遅延について考慮することはできない． 
このタイプに属する遅延分析⼿法は次の通りである． 
・グローバルインパクト法のアルカスの⼿法 
・ネットインパクト法のアルカスの⼿法 
・ネットインパクト法のトーマスの⼿法 
・計画実績⽐較法のアルカスの⼿法 
・進捗確認分析法のスナップショット法 
6.4.2  特定の契約的責任分類の遅延のみを取り扱うタイプ 
ある特定の契約的責任分類の遅延のみを取り扱うタイプの遅延分析⼿法は，全ての
契約的責任分類の遅延を取り扱う⼿法と⽐較して分析⼿間はかからない．しかし，こ
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のタイプの遅延分析⼿法は，分析対象でない契約的責任分類の遅延によるクリティカ
ルパスの変動の影響を考慮できない． 
このタイプの遅延分析⼿法は，分析対象が特定の契約的責任分類遅延のみを対象と
しているタイプと，分析対象は複数の契約的責任分類遅延としているがそれぞれ個別
に分析した結果を⽐較するタイプとに⼤別できる． 
単体の契約的責任分類遅延のみを分析対象とする遅延分析⼿法は表 6-2 で⽰した通
りとなり， 6.3 で述べたように狭義の同時発⽣遅延を考慮できない⽋点がある．特定
の契約的責任分類の遅延のみを分析対象とするということは，他の契約的主体の遅延
は無視していることになり，事実に基づいた分析というよりは理論的な分析である． 
表 6-2 特定の契約的責任分類遅延のみを分析対象とする遅延分析⼿法⼀覧 
遅延分析⼿法グループ名 遅延分析⼿法名 or 提唱者 分析対象 
グローバルインパクト法 
Vasilyeva CD 
Frank ED 
ネットインパクト法 Vasilyeva CD 
計画⼯程遅延挿⼊法 
Impacted As-Planned Analysis ED 
As-Planned but for IED 
実績⼯程遅延除去法 
Schumacher CD 
Frank ED 
分析対象 CD 発注者責任遅延，ED 請負者責任以外の遅延，IED 請負者責任遅延 
また，複数の契約的責任分類遅延を分析対象とし，それぞれ個別に分析した結果を⽐
較するタイプの遅延分析⼿法は表 6-3 となり，こちらは分析結果⽐較型で同時発⽣遅
延を考慮することができる遅延分析⼿法である． 
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表 6-3 複数の契約的責任分類遅延分析結果⽐較型⼀覧表 
遅延分析⼿法グループ名 遅延分析⼿法名 or 提唱者 分析対象 
計画⼯程遅延挿⼊法 What if Method CD, IED, NCD 
実績⼯程遅延除去法 
Songül Dayi(Gross) CD, IED, NCD 
Mobabazi CD, IED, NCD 
計画実績⽐較法 
Stumpf ED, IED 
Isolated Delay Type 
Technique 
ED, IED 
ただし，CD:発注者責任遅延，IED:請負者責任遅延，NCD:第三者責任遅延 
    ED:請負者責任以外の遅延 
6.4.3  第三者責任遅延を考慮しないタイプ 
第三者責任遅延を考慮しない遅延分析⼿法のタイプは，発注者責任遅延と請負者責
任遅延の⼆つの契約的責任分類の遅延を分析対象とし，第三者責任遅延を明⽰的に考
慮しないタイプである．このタイプは実績⼯程遅延除去法のうち Trauner が提唱した
⼿法である．分析回数を⼀回とするグロスタイプの⼿法と遅延毎に分析するネットタ
イプの⼿法の⼆つが提唱されている．実績⼯程には全ての契約的責任遅延がすでに含
まれており，その実績⼯程から発注者責任遅延と請負者責任遅延をそれぞれの除去す
ることで得られるモデル⼯程から分析をする⼿法となる． 
6.4.4 全ての契約的責任分類の遅延を積み上げて取り扱うタイプ 
全ての契約的責任分類の遅延を積み上げて取り扱う遅延分析⼿法は，他の遅延分析
⼿法と⽐較して分析⼿順が圧倒的に多くなるために遅延分析にかかる時間と費⽤が⼤
きくなるという⽋点がある．⼀⽅で，全ての契約的責任分類毎に分析を⾏うことがで
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きるために分析結果の信頼性は⾼い．これは，個々の遅延事象毎に分析を⾏い，その
都度クリティカルパスの変動を考慮しながら分析する⼿法であるためである．しか
し，複数の遅延が同時期に発⽣している場合には，後に分析する遅延事象は少なから
ず前に分析した遅延事象によるクリティカルパスの変動の影響を受けてしまうことは
避けられない．基本的には，計画⼯程遅延挿⼊法は時系列順に，実績⼯程遅延除去法
は逆時系列順に分析することが原則である． 
このタイプに属する遅延分析⼿法は表 6-4 となる． 
表 6-4 全ての契約的責任分類遅延を積み上げる遅延分析⼿法⼀覧 
遅延分析⼿法グループ名 遅延分析⼿法名 or 提唱者 分析対象 
計画⼯程遅延挿⼊法 As-Planned Technique 全て 
実績⼯程遅延除去法 Songül Dayi (Net) 全て 
進捗確認分析法 Time Impact Analysis 全て 
6.5 遅延セクションを取り扱う遅延分析⼿法 
遅延セクションは，遅延事象を他の遅延事象が同時に発⽣している期間とその遅延
事象が単独に発⽣している期間に分割した概念である．遅延セクション毎に遅延分析
を⾏うことで，狭義の同時発⽣遅延を分析することができ，遅延セクションによって
影響を受けたクリティカルパスの変動も正確に分析することが可能である． 
遅延セクションという概念を使わない場合は，ある遅延事象が他の遅延事象と同時
期に発⽣している期間がある場合，どちらの遅延事象を先に分析するかによって，ク
リティカルパスの変動の影響を受けてしまうことために，正しく遅延分析できない．
特に狭義の同時発⽣遅延である A-B 型同時発⽣遅延を取り扱う遅延分析では重要な要
素である．ただし，第 3 章 3.4.1 で論じた Concurrent の時期の解釈が物理的に全く同
じ時期でなく，ある程度の幅を持った期間として解釈する場合には，その幅を持った
期間の中で変動するクリティカルパスの影響を考慮する必要がない． つまり，
Concurrent の同時期の解釈をある⼀定の幅を持った期間と解釈する場合のタイムイン
パクト法は，分析期間内であれば分析する遅延によるクリティカルパスの変動の影響
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を考慮しなくても良いことになる．反対に，Concurrent の同時期の解釈を物理的に全
く同じ時間と解釈する場合には，遅延セクションの概念を使った遅延分析⼿法を使わ
なければ，遅延によるクリティカルパスの変動の影響を受けてしまうことになる． 
遅延分析結果が⾼品質で正確である反⾯，分析回数はどの遅延分析⼿法よりも多
く，⾮常に⼿間のかかる⼿法である．この分類に属する遅延分析は例えば以下のとお
りである． 
・進捗確認分析法の Delay Analysis Method Using Delay Section 
・進捗確認分析法の Daily Windows Delay Analysis 
6.6 第６章のまとめ 
この章では，遅延分析⼿法グループを選択するにあたって考慮すべき要求事項と考
えられる「分析時期」「促進」について論じ，それぞれの⽴場に該当する遅延分析グル
ープを特定した．分析時期では，建設プロジェクト遂⾏中に分析できる遅延分析⼿法
と建設プロジェクトが終了しないと分析できないものとに分類した．また，促進の影
響を考慮できるものとできないものとに遅延分析⼿法を分類した．また，促進の影響
を考慮できない遅延分析⼿法で遅延の影響を考慮するための対策について論じた． 
次に，選択した遅延分析⼿法グループから具体的な遅延分析⼿法を選択するにあた
り考慮すべき項⽬である「同時発⽣遅延」や「分析対象遅延の契約的責任分類」につ
いて論じ，それぞれのタイプに該当する遅延分析⼿法を特定した．同時発⽣遅延につ
いては，狭義の定義と広義の定義との違いを明確にした．またその広義の定義の中で
の同時発⽣遅延の考え⽅のタイプを分類し，それぞれの考え⽅を採⽤している遅延分
析⼿法を分類するとともに，その特徴について述べた．分析対象遅延の契約的責任分
類については，分類区別をしないタイプ，特定の分類のみを分析対象とするタイプ，
第三者責任遅延を考慮しないタイプ，全ての分類を積み上げて分析するタイプに分類
し，それぞれの特徴と属する遅延分析⼿法について論じた． 
そして最後に，同時発⽣遅延や遅延によるクリティカルパス変動の影響を正確に分
析するための遅延セクションという概念を⽤いた遅延分析⼿法について論じた．ただ
し，この同時発⽣遅延や遅延によるクリティカルパスの変動の影響を受けるのは，
Concurrent の時期の解釈を物理的に全く同じ期間を Concurrent と解釈した場合であっ
て，Concurrent の時期の解釈をある⼀定の幅を持った期間として解釈した場合には，
分析期間内の同時発⽣やクリティカルパスの変動の影響はないことも論じた．  
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第7章 結論 
契約当事者間で事前合意しておくべき項⽬については，実際に遅延が発⽣する前で
あれば契約当事者間に利害関係が発⽣する前であるため，純粋に技術的な判断となる
ため事前合意は⽐較的容易であると考えられる．しかし，⼀旦遅延が発⽣してしまっ
た後では，既に契約当事者間に利害関係が発⽣してしまうために，解釈の相違の合意
は⾮常に困難となる．解釈の相違に伴う貴重な時間の浪費を避け，純粋に遅延分析の
技術的な業務に労⼒を集中させるためにも，本論⽂で論じた項⽬について事前合意し
ておくことは，遅延分析に関する契約当事者間に発⽣する混乱や紛争のリスクを低減
する上で⾮常に重要である． 
本論⽂で論じた事項から導かれる結論は以下のとおりである． 
 遅延分析に関連する概念の数式化 
第 2 章の 2.1 で定義した記号を⽤いて，2.1.7 で基本的なオブジェクトの性質や相互
関係を数式で定量的に表現した．そして，建設プロジェクトの遅延が各遅延期間の総
和とはならず，トータルフロートを超える遅延期間の総和となることを 2.3.5 におい
て式（2-45)で⽰した． 
第 3 章では建設プロジェクトに含まれる各作業に着⽬し，3.2 で各作業に発⽣する
遅延のメカニズムについて数式を⽤いて式(3−1ሻで表現した． 
そして第 5 章では，これらの数式を⽤いてそれぞれの遅延分析⼿法によって導かれ
る分析結果を世界で初めて数式で表現した．今まではこれらの⼿法の考え⽅や⼿順は
⽂書でしか説明されてきていなかったが，数式化することによって定量的に分析が可
能となった． 
 ⼯程表の種別の新概念の追加 
第 2 章の 2.2 で既存の⽂献 [12]の⼯程表の種別に新たな概念の進捗確認⼯程を加え，
この新概念の⼯程表を分析対象⼯程とした進捗確認分析法について第 5 章 5.8 で述べ
た． 
 建設プロジェクトの遅延の定義 
第 3 章の 3.1 で建設プロジェクトの遅延を予定された期⽇という観点と遅延判定と
いう⼆つの観点から定義づけた． 
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 遅延に関連する概念の整理 
第 3 章の 3.3 で遅延に関連する概念として，⽣産性の低下を意味する混乱，遅延と
反対する概念としての促進，意図的に作業進捗速度を低下させるペーシングについて
概説し，遅延分析を⾏う上での留意点について論じた．明確な遅延原因が特定できな
い場合に遅延の時期をどのように特定するかについては，3.5 で述べたような遅延時期
の特定⽅法の選択肢を参考にして，契約当事者間で事前合意しておくべきである． 
特に，第 5 章の表 5-27 で促進の概念を反映できる遅延分析⼿法について整理し
た． 第 6 章の 6.2 では，促進の概念を反映できない遅延分析⼿法で促進を考慮するた
めの対策について論じた． 
 遅延分析のために必要な⼯程表の要件 
第 4 章では，過去の遅延分析に関する⽂献で触れられてこなかった，遅延分析の分
析対象となる⼯程表に必要とされる要件について論じた．⼯程表に必要とされる要件
を把握することで，遅延分析を⾏うための⼯程表の前提条件を満たしていないという
理由で客先エンジニアから遅延分析を実施すること⾃体を棄却されるリスクを低減す
ることができる． 
また，遅延分析を⾏う上で問題となるクリティカルパスが不連続となる現象につい
て様々な⾓度から原因と特定し，対策について論じた．クリティカルパスが不連続と
なる原因の特定と対策を把握することで，遅延分析中に発⽣するクリティカルパスの
不連続問題に適切に対応することが可能となる． 
さらに，実績⼯程を記録する際に留意すべき点について論じ，作業の予定終了⽇が
⾒通せない場合の残存期間の⾒積もり⼿法について選択肢を提⽰し，契約当事者間で
事前合意しておくべきであることについて論じた． 
 クリティカルパスの定義の⼆つの解釈 
遅延分析を⾏う上で，特に同時発⽣遅延（Concurrent Delay）を特定する上で重要
なクリティカルパスの定義の⾒解の相違や特徴について第 2 章の 2.3.6 で論じ，契約
当事者間で事前合意しておくべき選択肢を提⽰した．Least Float 説を採⽤した場合に
は，建設プロジェクトの最終⼯期の変動をもとに遅延分析を⾏えば良いのに対して，
Negative Float 説を採⽤した場合には，契約⼯期をマイルストーンとした CPM ⼯程で
契約⼯期の変動に着眼した遅延分析を⾏う必要があることになる． 
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 フロートの所有権に関連する紛争 
フロートの所有権に関する紛争のリスクについて第 2 章の 2.3.7 で論じ，契約当事
者間で事前合意しておくべき選択肢を提⽰した．特に建設プロジェクトの遅延の責任
負担をトータルフロート消費率で按分する考え⽅を採⽤した場合には，建設プロジェ
クトの最終⼯期の変動のみならず，⾮クリティカルパスにおけるフロートの消費に対
しても分析を⾏う必要がある． 
 遅延の契約的責任分類 
遅延の契約的責任分類を定義し，具体的な様々な遅延事象に対して FIDIC を基準に
してどの契約的責任分類に属するのかを論じた． 
この契約的責任分類を⽤いて第 5 章で具体的な遅延分析⼿法グループ及び個別の遅
延分析⼿法について論じた． 
第 6 章では，分析対象遅延の契約的責任分類について，分類区分をしないタイプ，
特定の分類のみを分析対象とするタイプ，第三者責任遅延を考慮しないタイプ，全て
の契約的責任分類を積み上げて分析するタイプに分類し，それぞれの特徴と属する遅
延分析⼿法について論じた． 
 同時発⽣遅延（Concurrent Delay） 
第 3 章の 3.4 で同時発⽣遅延（Concurrent Delay）に関する契約当事者間の紛争の
争点を整理し，事前合意しておくべき項⽬を特定した上で，それぞれの項⽬に対する
選択肢を提⽰した．同時期の解釈については，物理的に全く同じ時間帯と解釈するか
ある程度の幅を持った期間と捉えて解釈するかについて契約当事者間で事前合意して
おくべきである．また，3.4.2 で述べた通り，同時発⽣遅延が成⽴した場合の契約的責
任分類の組み合わせ毎の責任負担分配の解釈については統⼀的に合意形成されていな
い．遅延分析で得られる結果からどのように負担を分配するのかについて，契約当事
者間で事前合意しておくべきである． 
また，第 6 章の 6.3 では，遅延分析⼿法の提唱者による様々な同時発⽣遅延の取り
扱いの概念を広義に定義し直し，それぞれの概念を新しくタイプ別に分類したうえで
それぞれの特徴と該当する遅延分析⼿法を特定した． 
最後に第 6 章の 6.5 では，Concurrent の時期の定義を物理的に全く同じ期間と解釈
した場合に狭義の同時発⽣遅延を正確に分析するためには，遅延セクションという概
念を⽤いて分析することが効果的であることを⽰した．また反対に，Concurrent の定
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義をある⼀定の幅を持った期間として解釈した場合には，分析期間内の同時発⽣遅延
は遅延セクションという概念を使わずとも分析ができることを⽰した． 
 遅延分析⼿法の相違 
第 5 章では，過去の遅延分析に関する⽂献を参考にして，遅延分析⼿法グループ毎
にそれぞれの概念や特徴及び⽋点を明らかにし，提唱者によって分析対象となる遅延
の契約的責任分類の違いや分析回数，考え⽅の違いを明確にした．さらに，それぞれ
の遅延分析⼿法を具体的なモデル⼯程を⽤いて分析プロセスを⽰し，⾮ CPM 遅延分
析⼿法を表 5-13 に，CPM 遅延分析⼿法を表 5-27 に整理した． 
これらの表を⽤いて，遅延分析⼿法グループを選択するにあたって考慮すべき要求
事項と考えられる「分析時期」「促進」について第 6 章で具体的に論じ，それぞれの⽴
場に該当する遅延分析グループを特定した．分析時期では，建設プロジェクト遂⾏中
に分析できる遅延分析⼿法と建設プロジェクトが終了しないと分析できないものとに
分類した．また，促進の影響を考慮できるものとできないものとに遅延分析⼿法を分
類した． 
最後に第 6 章の 6.5 で遅延によるクリティカルパス変動の影響や同時発⽣遅延を正
確に分析するためには，遅延セクションという概念を⽤いた遅延分析を⾏うことが効
果的であることを⽰した． 
  
198 
 
⽂献⽬録 
 
[1]  一般社団法人日本建設業連合会, "円滑な施工の確保に関する講習会資料," 2014 年 7
月. [Online]. Available: http://www.nikkenren.com/publication/detail.html?ci=191. 
[Accessed 2017 年 2 月 10 日]. 
[2]  David Arditi and Thanat Pattanakitchamroon, "Selecting a delay analysis method 
in resolving construction claims," International Journal of Project Management, 
vol. 24, pp. 145-155, 2006.  
[3]  Ndekugri, Nuhu Braimah and Issaka, "Factors influencing the selection of delay 
analysis methodologies," International Journal of Project Management, vol. 26, pp. 
789-799, 2008.  
[4]  World Bank, “Annual Review of Project Performance Results.,” World Bank, 
1990. 
[5]  HMSO, Setting New Standards, London: HMSO, 1995.  
[6]  B. Trigunarsyah, "Constructability practices among construction contractors in 
Indonesia," Journal of Construction Engineering and Management, vol. 130, no. 5, 
pp. 656-665, 2004.  
[7]  Sadi A. Assaf and Sadiq Al-Hejji, "Causes of delay in large construction projects," 
International Journal of Project Management, vol. 24, no. 4, pp. 349-357, 2006.  
[8]  大本 俊彦, "第５回「建設契約紛争とその解決(5)」," 一般財団法人港湾空港総合技
術 セ ン タ ー , 2017 年 4 月 10 日 . [Online]. Available: 
http://www.scopenet.or.jp/main/columns/funsou-kaiketu/No5.html. [Accessed 2017
年 8 月 22 日]. 
[9]  J. B. Tieder, "Methods of Delay Analysis and How They are Viewed by the United 
States Legal System," in Conference Paper, 2009.  
[10] Federation Internationale des Ingenieurs-Conseils, Conditions of Contract for 
Works of Civil Engineering Construction, 1987.  
[11] Federation Internationale des Ingenieurs-Conseils, Conditions of Contract for 
Works of Civil Engineering Construction, 1999.  
[12] M. R. Finke, "Window analyses of compensable delays," Journal of construction 
Engineering and Management, vol. 125, no. 2, pp. 96-100, 1999.  
[13] Project Management Institute, A Guide to the Project Management Body of 
Knowledge Fifth Edition, Project Management Institute, 2013.  
 
199 
 
[14] Kyunghwan Kim and Jesus M. de la Garza, "Phantom float," Journal of 
construction Engineering and Management, vol. 129, no. 5, pp. 507-517, 2003.  
[15] R. B. McCullough, "CPM Schedules in construction claims from the contractor's 
perspective," International Transactions, pp. CDR 02 1-4, 1999.  
[16] AACE International Recommended Practice No.29R-03, “ Forencis Schedule 
Analysis,” AACE, 2011. 
[17] Jerry L. Householder and Hulan E. Rutland, "Who owns float," Journal of 
Construction Engineering and Management, vol. 116, no. 1, pp. 130-133, 1990.  
[18] G. P. D. Leon, "Float ownership: specs treatment," Cost Engineering, vol. 28, no. 
10, pp. 12-15, 1986.  
[19] Hughes F.J. and Ulwelling J.K., "True concurrent delays" and a proposed rule of 
law for apportioning damages for delay arising therefrom, Francis J. Hughes, 1992, 
p. 33. 
[20] J. G. Zack, ""Claimsmanship" : Current Perspective," Journal of Construction 
Engineering and Management, vol. 119, no. 3, pp. 480-497, 1993.  
[21] Jesus M. de la Garza, Michael C. Vorster and Cordell M. Parvin, "Total Float Traded 
as Commodity," Journal of Construction Engineering and Management, vol. 117, 
no. 4, pp. 716-727, 1991.  
[22] A. Prateapusanond, "A Comprehensive Practice of Total Float Pre-Allocation and 
Management for the Application of a CPM-Based Construction Contract," Virginia 
Polytechnic Institute and State University, V.A., 2003. 
[23] J. G. Zack, "Pacing Delays - the practical effect," Cost Engineering, vol. 42, no. 7, 
pp. 23-28, 2000.  
[24] G. R. Stumpf, "Schedule delay analysis," Cost Engineering, vol. 42, no. 7, pp. 32-
43, 2000.  
[25] V. A. Lovejoy, "Claims Schedule Development and Analysis : Collapsed As-Built 
Scheduling for Begineers," Cost Engineering, vol. 46, no. 1, pp. 27-30, 2004.  
[26] Robert F. Cushman, John D. Carter, Paul J. Gorman and Douglas F. Coppi, Proving 
and Pricing Construction Claims, 3rd Edition., Wolters Kluwer, 2001.  
[27] M. Rishe, "The Recognition of Delay, Disruption and Acceleration in Changed 
Work," Public Contract Law Journal, vol. 6, no. 1, pp. 152-165, 1973.  
[28] M. R. Finke, "Schedule Density as a Tool for Pricing Compensable Float 
Consumption," Cost Engineering, vol. 42, no. 6, pp. 34-37, 2000.  
200 
 
[29] David Arditi and Bhupendra K. Patel, "Impact Analysis of Owner-Directed 
Acceleration," Journal of Construction Engineering and Management, vol. 115, no. 
1, pp. 144-157, 1989.  
[30] H. Thomas, "Schedule Acceleration, Work Flow, and Labor Productivity," Journal 
of Construction Engineering and Management, vol. 126, no. 4, pp. 261-267, 2000.  
[31] 岡本 尽 and 桝谷 浩, "遅延解析における Concurrent Delay 問題の整理と新たな
遅延責任負担分配手法," 土木学会論文集 F4（建設マネジメント）, vol. 72, no. 4, pp. 
55-64, 2016.  
[32] G. E. Baram, "Concurrent Delay--What Are They and How to Deal With Them?," 
AACE International Transaction, Vols. CD-Rom 7, pp. 1-8, 2000.  
[33] Patricia D. Galloway and Kris R. Nielsen, "Concurrent Schedule Delay in 
International Contracts," International construction Law, vol. 4, pp. 386-401, 1990. 
[34] Peter M. Kutil and Andrew D. Ness, "Concurrent Delay: The Challenge to Unravel 
Competing Causes of Delay," Construction Lawyer, vol. 17, no. 4, p. 18, 1997.  
[35] Pathman Construction Company vs Hi-Way Elec.Company, 1978. 
[36] Calumet Construction Corporation vs. The Metropolitan Sanitary District of 
Greater Chicago, 1988. 
[37] The United States of America for the use of Belt Con Construction Inc. v. Metric 
Construction Co., Inc. Safeco Insurance Company of America, 2009. 
[38] Society of Construction Law, “Delay and Disruption Protocol,”  Society of 
Construction Law, 2002. 
[39] FindLaw, "When the Going Gets Tough : Analyzing Concurrent Delays," [Online]. 
Available: http://corporate.findlaw.com/law-library/when-the-going-gets-tough-
analyzing-concurrent-delays.html. [Accessed 2017 年 2 月 10 日]. 
[40] D. W. James, "Concurrency and Apportioning Liability and Damages in Public 
Contract Adjudications," Public Contract Law Journal, vol. 20, no. 4, pp. 490-531, 
1991.  
[41] L. D. Nguyen, "The Dynamics of Float, Logic, Resource Allocation and Delay 
Timing in Forensic Schedule Analysis and COnstruction Delay Claims," University 
of California, Berkely., 2007. 
[42] T. F. Peters, "Dissecting the Doctrine of Concurrent Delay," AACE International 
Transactions, Vols. CD-ROM 01, pp. 1-8, 2003.  
[43] G. P. D. Leon, "Theories of Concurrent Delays," AACE International Transactions, 
pp. 1-5, 1987.  
201 
 
[44] N. Abu-Osbeh, "Integrated Forensic Delay Analysis Framework for Construction 
Projects -Time and Cost Perspectives," 2011. 
[45] David Arditi and Mark A. Robinson, "Concurrent delays in construction litigation," 
Cost Engineering, vol. 37, no. 7, pp. 20-30, 1995.  
[46] Robert A. Rubin, Sammie D. Guy, Alfred C. Maevis and Virginia Fairweather, 
Construction Claims, Analysis, Presentation and Defense, NY.: Van Nostrand 
Reinhold, 1982.  
[47] J. S. Reams, "Delay Analysis A Systematic Approach," Cost Engineering, vol. 31, 
no. 2, pp. 12-16, 1989.  
[48] M. Battikha and S. Alkass, "A Cost Effective Delay Analysis Technique," AACE 
Transactions, 1994.  
[49] H. A. Al-Saggaf, "The Five Commandments of Construction Project Delay 
Analysis," Cost Engineerng, vol. 40, no. 4, p. 37, 1998.  
[50] J. P. Wiezel, "Refining the Concept of Concurrent Delay," Public Contract Law 
Journal, vol. 21, no. 2, pp. 161-176, 1991.  
[51] Sabah Alkass, Mark Mazerolle, Eladio Tribaldos and Frank Harris, "Computer 
Aided Construction Delay Analysis and Claims Preparation," Construction 
Mangement and Economics, vol. 13, no. 4, pp. 335-352, 1995.  
[52] L. Schumacher, "Quantifying and Apportioning Delay on Construction Projects," 
Cost Engineering, vol. 37, no. 2, pp. 11-13, 1995.  
[53] S. Kartam, "Generic Methodology For Analyzing Delay Claims," Journal of 
Construction Engineering and Management, vol. 125, no. 6, pp. 409-419, 1999.  
[54] R. B. Reynolds and S.G. Revay, "Concurrent Delay; A Modest Proposal," The Revay 
Report, vol. 20, no. 2, pp. 1-10, 2001.  
[55] D. P. Niesse, "Determining After-the-Fact Time-Related Damages Caused by 
Changes," Journal of Professional Issues in Engineering Education and Practice, 
vol. 130, no. 1, pp. 46-49, 2004.  
[56] "Construction Claims Monthly," vol. 15, no. 10, 1993.  
[57] Zaki M. Kraiem and James E. Diekmann, "Concurrent Delays in Construction 
Projects," Journal of Construction Engineering and Management, vol. 113, no. 4, 
pp. 591-602, 1987.  
[58] Abdulaziz A. Bubshait and Michael J. Cunningham, "Comparison of Delay Analysis 
Methodologies," Journal of Construction Engineering and Management, vol. 124, 
no. 4, pp. 315-322, 1998.  
202 
 
[59] J. M. Wickwire, Construction Scheduling : Preparation, Liability and Claims 2nd 
Edition, London: Aspen Publishers, 2003.  
[60] 岡本 尽 and 桝谷 浩, "不連続なクリティカルパスの原因とその対策に関する一考
察," in 第 32 回建設マネジメント問題に関する研究発表・討論会講演集, pp.45-53, 
2014.  
[61] M. M Kumaraswamy and K Yogeswaran, "Substantiation and assessment of claims 
for extensions of time," International Journal of Project Management, vol. 21, no. 
1, pp. 27-38, 2003.  
[62] Sabah Alkass, Mark Mazerolle and Frank Harris, "Construction Delay Analysis 
Techniques," Construction Management and Economics, vol. 14, pp. 375-394, 1996. 
[63] L. A. Vasilyeva, “ Delay Analysis for construction projects: Classification of 
existing methods,” 土木計画学研究・講演集第 42 回, 第 72, 2010.  
[64] Frank J. Arcuri, John C. Hildreth and Virginia Tech, "The Principles of Schedule 
Impact Analysis," Virginia Polytechnic Institute and State University, 2007. 
[65] S. Thomas Ng, Martin Skitmore, Abid Nadeem and Michael Z.M. Deng, "Improving 
Existing Delay Analysis Techniques for the Establishment of Delay Liabilities," 
Construction Innovation, vol. 4, no. 1, pp. 3-17, 2004.  
[66] T. Farrow, "Developments in the Analysis of Extensions of time," Journal of 
Professional Issues in Engineering Education and Practice, vol. 133, no. 3, pp. 218-
228, 7 2007.  
[67] J. G. Zack, "But-for schedules analysis and defense," Cost Engineering, vol. 43, no. 
8, pp. 13-17, 2001.  
[68] T. J. Trauner, Construction Delays : Documenting Causes, Winning 
Claims,Recovering Costs, MA: R.S. Means, Kingston, 1990.  
[69] Khalid S. Al-Gahtani and Satish B. Mohan, "Delay Analysis Techniques 
Comparison," Journal of Civil Engineering and Architecture, vol. 5, no. 8, pp. 740-
747, 2011.  
[70] Barry B. Bramble and Michael T. Callahan, Construction Delay Claims 3rd Edition, 
New York: Aspen Law & Business, 1999.  
[71] S. Pinnell, How to Get Paid for Construction Changes: Preparation and Resolution 
Tools and Techniques, New York: McGraw-Hill Professional, 1998.  
[72] S. M. Hafez, "Simple Delay Analysis Methodologies Selection Advisor for 
Construction Practitioners," International Journal of Education and Research, vol. 
1, no. 8, pp. 1-8, 2013.  
203 
 
[73] W. Menesi, "Construction Delay Analysis under Multiple Baseline Updates," 
University of Waterloo, 2007. 
[74] Satish B. Mohan and Khalid S. Al-Gahtani, "Current Delay Analysis Techiniques 
and Improvements," Cost Engineering, vol. 48, no. 9, pp. 12-21, 2006.  
[75] S. Golnaraghi, "Development of Delays Claims Assessment Model," Concordia 
University, 2011. 
[76] N. Braimah, "Construction Delay Analysis Techniques - A Review of Application 
Issues and Improvement Needs," Buildings, vol. 3, pp. 506-531, 2013.  
[77] S. DAYI, "Scheduel Delay Analysis in Construction Projects: A case study using 
time impact analysis method," Middle East Technical University, 2010. 
[78] Enas Fathi Taher and R. K. Pandey, "Schedule Delay in Construciton Project Using 
Time Impact Analysis," International Journal of Civil Structural Environmental 
and Infrastracture Engineering Research and Development, vol. 3, no. 5, pp. 51-62, 
12 2013.  
[79] Jon M. Wickwire and Stuart Ockian, "Use of Critical Path Method on Contract 
Claims-2000," The Construction Lawyer, vol. 19, no. 4, pp. 12-21, 2000.  
[80] Issaka Ndekugri, Nuhu Braimah and Rod Gameson, "Delay Analysis within 
Construction Contracting Organizations," Journal of Construction Engineering 
and Management, vol. 134, no. 9, pp. 692-700, 2008.  
[81] G. E. Baram, "Delay analysis - issue not for granted," in AACE Transactions 
DCL.5.1-DCL.5.9, 1994.  
[82] Tarek Hegazy and Kehui Zhang, "Daily Windows Delay Analysis," Journal of 
Construction Engineering and Management, vol. 131, no. 5, pp. 505-512, 2005.  
[83] K. Pickavance, Delay and Disruption in Construction Contracts, 4th Edition, 
London , UK: Sweet & Maxwell, 2010.  
[84] D. Barry, "Beware the Dark Arts! Delay Analysis and the Problems with Reliance 
on Technology," in SCL International Conference, 2009.  
[85] K. D. Gothand, "Schedule delay analysis : Modified Windows Approach," Cost 
Engineering, vol. 45, no. 9, pp. 18-22, 2003.  
[86] Youngjae Kim, Kyungrai Kim and Dongwoo Shin, "Delay Analysis Method Using 
Delay Section," Journal of Construction Engineering Mangement, vol. 131, no. 11, 
pp. 1155-1164, 2005.  
 
 
